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第１章 序論 

 

１．１ 研究の背景・対象・課題 

 

１．１．１ 日本の製造業の海外進出 

 

海外事業活動基本調査1（経済産業省、２０１２年度実績、２０１３年 7 月）によれば、

海外生産比率は海外進出企業ベースで２００３年度の２９．７％から２０１１年度には３

３．７％に上昇している。国内全法人ベースでは、２００３年度の１５．６％から２０１

１年度には２０．３％に上昇している。現地・域内調達比率はアジア地域で２００３年度

の６７．６％から２０１２年度は７１．０％に上昇している。海外研究開発比率は２００

９年度の３．０％から一貫して上昇しており、２０１２年度には４．４％になっている。 

このように、日本企業の海外事業活動は増加傾向にあり、実際に、コンサルティングの

実務では、海外事業を対象にした業務プロセス改革プロジェクトが増えている。また、国

内事業においても、海外事業との間で業務の接点が増え、結果として海外事業の実態を調

査し、その結果を国内事業の業務プロセス改革に反映させることが必要になっている。た

とえば、中国をはじめとしたアジア地域に進出した当初は、人件費が安いことが最大の進

出動機であった。その時には、材料や部品を国内から輸出し、進出先の自社工場で加工並

びに組立を行い、製品を国内に輸入していた。しかし、最近は、現地で材料や部品を調達

し、現地で加工並びに組立を行い、現地で販売するようになってきた。つまり、生産拠点

としての海外進出から、現在では、生産管理業務、購買業務、さらに、は販売から売掛金

の回収まで、現地の生産会社が担当する業務機能の範囲が拡大している。 

一方、国内事業においては、生産量が増えない中で、生産規模の縮小と海外事業拡大に

より、益々、国内事業と海外事業を一体で考える業務プロセス改革が必要になり、その企

画や実行が重要になっている。 

 

１．１．２ 研究の対象と課題 

 

業務プロセス改革には、まず、業務全体を可視化するための理論と手法が必要になる。

                                                   
1 海外事業活動基本調査は、「我が国企業の海外事業活動の現状と海外事業活動が現地および日

本に与える影響を把握することにより、今後の産業政策および通商政策の運営に資するための基

礎資料を得ることを目的としている。」（経済産業省ホームページより）①海外生産比率＝現地法

人売上高／（現地法人売上高＋国内法人売上高）×１００．０（海外進出企業ベース又は、国

内全法人ベース）②現地・域内調達比率＝現地・域内調達額／（地域の総販売額）×１００．

０ ③海外研究開発比率＝現地法人研究開発費／（現地法人研究開発費＋国内研究開発費）×１

００．０ 
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その可視化のためには、とくに、現状の業務を効率的に把握すること、および、定量的か

つ分かりやすく業務を可視化ことが重要である。しかし、実務では、業務実態の把握に多

くの時間がかかっている。 

一般に、組織横断プロジェクトとして行われる業務プロセス改革などでは、次のような

問題がある。①業務プロセス改革チームのメンバーは、数名程度で、全員兼務者であり、

プロジェクト活動に多くの時間はさけない。②メンバーは所属組織の業務については精通

していても、他の組織の業務についての知識は少ない。③メンバーの経験の浅い領域や組

織間にまたがる領域に関する業務の設定は容易ではない。④適切ではない、または、事実

と異なる業務のとらえ方をすると、経営管理活動とその成果の整合性が取れない事態に陥

る。 

このような問題は、組織が開発や営業、製造など機能別に設計されていることに起因す

ると考えられる。一方、たとえば、営業員により受注伝票が起票されるとその情報は営業

業務部門に伝えられると同時に、営業業務部門では在庫を確認して引き当てし、倉庫業務

部門に出荷指示情報を伝える。このように仕事の流れは組織をまたがった一連の業務プロ

セスとして捉えられる。   

つまり、業務とは業務機能と業務プロセスの二つの側面で把握されると考えられる。そ

こで、業務プロセス改革には業務機能の側面からの取り組みと、業務プロセスの側面から

の取り組みを統合したアプローチが必要になる。（平山、1994） 

 

１．２ 研究の目的 

 

前述の背景から、注目されているのが、業務プロセス改革の効率的且つ効果的な進め方

である。業務プロセス改革では、業務レベルの課題と管理レベルの課題および戦略レベル

の課題がある。 

業務レベルの課題として、効率的且つ効果的な現状業務の可視化がある。現状業務を可

視化することが出来れば、現状業務の課題を共有化することが可能になり、業務改革プロ

ジェクトのメンバーや業務改革対象部門のメンバーは、業務プロセス改革の課題に対して、

課題解決の為の施策を立案し、組織において合意形成を効率的且つ効果的に行うことがで

きる。また、具体的に新業務を効率的且つ効果的に設計することができる。 

管理レベルの課題として、業務プロセス改革に最適なＫＰＩ（ Key Performance 

Indicator:重要業績指標）の設定がある。最適なＫＰＩを設定することによって、業務プ

ロセス改革プロジェクトの管理と評価が可能になる。また、業務プロセス改革による経営

成果を把握することができる。 

戦略レベルの課題として、戦略・戦術にひもづいた業務プロセス改革対象業務の抽出が

ある。戦略・戦術にひもづいた業務プロセス改革対象業務を抽出し、その業務を対象にし

て業務プロセス改革を実施することによって、経営戦略・戦術と整合性のある業務プロセ
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ス改革を推進することができる。それによって、経営の目指す戦略・戦術の実現に貢献す

ることができる。 

 

１．３ 本論文のフレームワーク 

 

本論文では、業務プロセス改革の対象である業務を業務機能の側面と業務プロセスの側

面の両面から現状を可視化することにより、業務プロセス改革の成果をあげる手法を検討

する。図表１－１に、本論文のフレームワークを示す。すなわち、本論文では、上記で述

べた業務レベル、管理レベル、戦略レベルの３つの領域の課題解決に貢献する業務プロセ

ス改革の為の新手法の開発を目指している。 

 

図表１－１ 本論文のフレームワーク 

 

 

 

業務レベルの課題である、効率的且つ効果的な現状業務の可視化については、加工組立

型製造業を対象にした標準業務機能調査表（雛形）を作成し、この標準業務機能調査表に

業務機能の自己チェク機能を付加した「業務機能プール」を考案し、さらに、業務フロー

の自動作成および業務機能と業務フローの双方向の変換による新業務の設計を可能にした

新手法（「Stream+」と命名した）を考案した。 

管理レベルの課題である、業務プロセス改革に最適なＫＰＩの設定については、コンサ

ルティングの実務を通して、まず、１，１８７のＫＰＩを収集し整理し、このＫＰＩの全

てに、戦略および戦術をひもづけて整理した。さらに、Excelの検索機能を使って、ＫＰＩ

①業務機能の自己チェックを
可能にした「業務機能プール」
の考案

①現状業務課題の共有化
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②業務プロセス改革プロジェ
クトの管理と評価

②業務プロセス改革の課題解
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③「戦略・戦術マトリックス」
による取り組みの具体化

業務レベル 戦略レベル管理レベル
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候補を抽出する新手法（「ＫＰＩプール」と命名した）を考案した。 

戦略レベルの課題である、戦略・戦術にひもづいた業務プロセス改革対象業務の抽出に

ついては、まず、「ＫＰＩプール」に収集し整理した１，１８７のＫＰＩに新たなＫＰＩを

追加して、１，６９７に増やした。さらに、ＫＰＩプールに記述した戦略や戦術の記述を

整理して、新たに戦略と戦術の関係を整理し、「戦略・戦術マトリックス」を考案し、戦略

から戦術を検索したり、戦術から戦略を検索することを可能にした。さらに、その戦術を

キーワードにして、「ＫＰＩプール」からＫＰＩ候補を抽出し、同時に「業務機能プール」

から業務プロセス改革の対象業務候補を抽出することによって、戦術・ＫＰＩ・業務の一

体化した取り組みを可能にした新手法（「戦略展開フロー」と命名した）を考案した。 

次に、それぞれ、業務レベルの課題解決の為に考案した「Stream+」、管理レベルの課

題解決の為に考案した「ＫＰＩプール」、戦略レベルの課題解決の為に考案した「戦略

展開フロー」について、その概要を述べる。 

 

１．３．１ 効率的、効果的に現状業務を可視化する「Stream+」の開発 

 

本論文では、まず、可視化する業務機能の対象を絞った。すなわち、企業における様々

な業務の中から多くの企業で共通して適用できると思われる機能を抽出整理し、体系的に

記述することを試みる。すなわち、業務プロセス改革プロジェクトのメンバーが、体系的

に記述した業務機能調査表を業務テンプレート（雛形）として用いて、業務プロセス改革

の対象部門の担当者にインタビューをし、実際の業務と比較することによって、現状業務

を効率的且つ効果的に可視化して見せる取り組みである2。 

業務テンプレート（雛形）としての業務機能調査表を実際に業務プロセス改革プロジェ

クトで使ってみると、いくつかの課題があることがわかった。すなわち、業務プロセス改

革プロジェクトのメンバーが、実際に業務プロセス改革の対象部門の担当者とスケジュー

ルを調整し、インタビューを行って業務の実態を把握する方法では、業務プロセス改革プ

ロジェクトのメンバーと業務プロセス改革の対象部門の担当者の双方に多くの時間がかか

る。そこで、業務テンプレート（雛形）としての業務機能調査表を使って、業務プロセス

改革の対象部門の担当者が自己チェックによって、業務実態を把握して報告する新たなツ

ールが必要であった。 

そこで、業務テンプレート（雛形）に、自己チェックで業務を可視化するチェック項目

                                                   

2 このように、業務を機能記述で体系化して整理するアプローチは、組織が機能で細分化されて

いることと関連して、マネジメントコンサルティングにおいて基本的な取り組み方法として活用

されてきた（日本能率協会、1979）。また、企業の情報システムの企画においては、企業の業務

の実態把握並びに新業務の記述法として業務機能調査表を使った手法が適用されてきた（柴崎、

2004）。 
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を追記した業務機能調査表を考案した。すなわち、業務機能を抽出し整理する当たり、実

務を通して得られた多くの業務プロセス改革事例から業務機能を収集整理し、業務の可視

化においては成熟度モデルにＣＯＢＩＴ3で用いられている５段階の評価方法など既存の知

見を活かしながら、業務の現状を可視化する手法（「業務機能プール」と呼ぶ）を考案した。 

さらに、業務は組織間をまたがって、その機能が遂行されるので、業務プロセスを業務

フローとして可視化するという課題に取り組んだ。 

業務プロセスにおいては、フローチャートの記述など事務分析に適用されてきた手法や

最近では、ＢＰＭＮ4などの手法が開発され（加藤、2006）、業務担当者とＩＴ担当者のコミ

ュニケーションツールとしてのビジネスプロセス・モデルの記述法として実務に適用され

てきた。 

 本論文では、「業務機能プール」の自己チェックで可視化された情報を、業務フローで表

現する手法の開発に取り組んだ。具体的には「業務機能プール」の結果を業務フローで表

現し、業務を機能とプロセスの両面から可視化し、業務機能と業務フローを双方向で変更

可能な手法である「Stream+」を考案した。 

これによって、業務を業務機能と業務プロセスの両面から把握するとともに、業務改革

活動において、業務機能と業務プロセスの両面から現状業務の分析と新業務の設計が可能

になり、実際に実務に適用し、その有効性を検証した。 

 

１．３．２ 最適なＫＰＩ設定の為の「ＫＰＩプール」の開発 

 

業務プロセス改革には、業務全体を可視化する為の理論と手法が必要になるが、とくに、

如何に現状の業務を効率的に把握できるか、ということに加え、業務の成果をどのように

計測できるかが重要である。そのために、ＫＰＩは有効なツールである。 

従来法においては、最適なＫＰＩを抽出しようとする目的に対して、抽出者に思考の枠

組みを与えることによってＫＰＩ候補の抽出をより容易にしようとするものである。しか

し、抽出者の知識や知恵を超えるような最適なＫＰＩを抽出することはできない。 

そこで、抽出者に、より広い知識を提供し、思考や発想の幅を広げ、より深く考えるこ

とを支援する仕組みがあれば、従来法の限界を克服することができると考えた。 

具体的には、まず、膨大にあると考えられるＫＰＩを様々な資料から収集し、１，１８

７のＫＰＩを整理して、「ＫＰＩプール」を考案した。さらに、ＫＰＩの抽出作業にその「Ｋ

ＰＩプール」を活用する新手法を開発し、実務に適用した。 

                                                   
3 ＣＯＢＩＴ（英）は control objectives for information and related technology の略で、

情報システムコントロール協会 (ISACA)と IT ガバナンス協会 (ITGI)が 1992年に作成を開始し

た情報技術 (IT) 管理についてのフレームワークを示している。 
4 ＢＰＭＮは、Business Process Modeling Notation（ビジネスプロセス・モデリング表記法）

で、業務手順を分かりやすく図示して可視化するための表記ルールを定めたモデル記述言語であ

る。 
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１．３．３ 業務プロセス改革を戦略・戦術にひもづける「戦略展開フロー」の開発 

 

業務プロセス改革の成果をさらに、あげる為には、業務プロセス改革の取り組みを経営

者の戦略や戦術と関係づけることが重要であると考えた。つまり、経営者の意思、明文化

された経営戦略や経営計画と連動して業務プロセス改革を推進する手段として「戦略展開

フロー」を考案した。 

「戦略展開フロー」は「業務機能プール」による業務の可視化並びに「ＫＰＩプール」

による最適なＫＰＩの設定に加えて、戦略・戦術マトリックスにより戦略と戦術を関連づ

けることにより、戦術とＫＰＩ候補並びに関連する業務機能候補をセットで検討する手法

である。「戦略展開フロー」はこれらの一連の手法であり、経営計画書に示された戦略や戦

術、明示されていないが経営者が抱いている戦略や戦術を具体化する。その戦術に対して、

改革すべき業務機能や最適なＫＰＩの設定を支援することによって、業務プロセス改革プ

ロジェクトの活動は、戦略や戦術にひもづいた活動として効率的且つ効果的に遂行される

と考えられる。 

そこで、「戦略展開フロー」に適用するために、１．３．２で述べた「ＫＰＩプール」に

改良を加えた。まず、１，１８７であったＫＰＩ数は５１０の新しいＫＰＩを追加して、

合計で１，６９７に整理した。さらに、従来、それぞれのＫＰＩに設定していた戦略・戦

術を帰納法によって統合し、７３８の戦術として整理し、それぞれのＫＰＩと戦術を１：

Ｍの関係でひもづけた。次に、従来、それぞれのＫＰＩに設定していた戦術・戦術を、帰

納法によって統合し、２５の戦略として整理し、それぞれのＫＰＩと戦略を１：Ｎの関係

でひもづけた。以上より、戦術と戦略の関係をＭ：Ｎに関連づける「戦略・戦術マトリッ

クス」を考案し、戦略と戦術の双方をひもづけることが出来た。 

考案した「業務機能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使うと、当該企業で明示され

た経営戦略に対して、①それを具体的な実行計画に変換すること、すなわち戦術を従来よ

りも網羅的かつ迅速に整理でき、②戦術と関連する改革対象の業務機能候補とＫＰＩ候補

が同時にかつ的確に抽出できるという仮説を設定して考察を進めた。具体的には、「業務機

能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使って、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットを抽

出し、業務プロセス改革対象の業務機能候補とＫＰＩ候補をひもづけて表示する方法とし

て「戦略展開フロー」を考案し、実際に実務に適用した。 
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１．４ 各章の展開 

  

本論文の目的とフレームワークを論じるにあたって、各章の構成を図表１－２に示す。 

 

 

 

図表１－２ 本論文の構成 

 

 

 

１．４．１ 「第２章 業務プロセス改革における業務機能調表の活用」 

 

第２章では、図表１－１に示した「効率的、効果的な現状業務の可視化」の為の取り組

みついて記述している。 

最初に、業務機能の抽出に関する従来法の課題について述べている。次に、業務の機能

に注目し、業務機能の可視化を実現するために考案した「業務機能プール」について説明

している。これは、業務の有無やその管理水準を可視化することを目指したものである。

さらに、業務のプロセスに注目し、業務プロセスを可視化するという課題にも言及してい

る。すなわち、「業務機能プール」の結果を業務フローで表現し、業務を機能とプロセスの

両面から同時に可視化する手法「Stream+」を考案した点について言及している。 

業務機能プー
ル

Stream+

ＫＰＩプール

戦略・戦術
マトリックス

第２章 業務プロセス改革における業務機能調査表の活用

第３章 ＫＰＩによる経営管理の改革

第４章 業務機能調査表とＫＰＩによる経営管理の改革

第１章 序論

第５章 結論

参考文献 添付：研修報告書

戦略展開
フロー
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さらに、実際に、「Stream+」を地方銀行の取引先企業である加工組立型の製造業に適用

し、資金の貸し手である銀行と資金の借り手である企業の双方において、業務の可視化に

よる現状把握と課題抽出が効率的に行われ、銀行による経営改善支援と企業における業務

プロセス改革の推進に役立つことを検証している。 

また、自動車部品製造業のＩＳＰ（Information Systems Planning : 情報システム化計

画）プロジェクトに適用し、実際に業務機能と業務プロセスの両面から新業務を効率的に

設計し導入できることを確かめている。 

 

１．４．２ 「第３章 ＫＰＩによる経営管理の改革」 

 

業務プロセス改革プロジェクトにおいて、改善された業務の成果を計測するためには、

ＫＰＩが有効なツールである。最初に、ＫＰＩ抽出および設定における従来法の課題を述

べている。次に、本論文の成果である「ＫＰＩプール」の考案によるＫＰＩ抽出を支援す

る方法について述べる。すなわち、多くの業務プロセス改革事例からＫＰＩを収集整理し、

必要なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプール」の考案について詳述している。 

さらに、実務を通して考案した新手法を実際の企業での業務プロセス改革プロジェクト

に適用した。すなわち、中堅の製造業、大手自動車製造業、大手電子部品製造業のパフォ

ーマンス・マネジメント改革の事例を考察している。 

 

１．４．３ 「第４章 業務機能調査表とＫＰＩによる経営管理の改革」 

 

業務プロセス改革が成果をあげる為には、業務プロセス改革の取り組みを経営者の戦略

や戦術と関係づけることが重要であると考えられる。つまり、経営者の意思、明文化され

た経営戦略や経営計画と連動して推進する為の新手法である「戦略展開フロー」の概要を

述べている。次に、従来法と「戦略フロー」を比較して示している。さらに、ＫＰＩ候補

と業務機能候補を同時に抽出して検討する新手法について述べている。具体的には、ＫＰ

Ｉを設定したときに、そのＫＰＩを達成するための改善対象としての業務は何かを明確に

すること、そのＫＰＩを確実に数値として把握すること、さらに、現在の業務機能と業務

プロセスが適切に行われているかをチェックし、もしそうでなければ、その業務自体を改

善対象業務として抽出することである。 

この方法を実際に地方銀行と中堅のシステム開発会社の業務プロセス改革推進メンバー

などを対象とした業務プロセス改革研修に適用し、研修受講者のほとんどにおいて「戦略

展開フロー」を活用すれば自信をもって業務プロセス改革が推進できるようになるという

認識をしたことがアンケート調査で確認できた。研修の詳細を研修報告書として、付録に

掲載する。 

さらに、実務で中堅の機械製造業に「戦略展開フロー」を適用して、中期経営計画策定
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における戦術の抽出と整理、ＫＰＩの設定並びに業務プロセス改革に役立つことを検証し

ている。 

１．４．４ 「第５章 結論」 

 

結論では、本論文の発見事実の要約、貢献と限界について述べている。並びに今後の展

望についても述べている。今後の展望では、今後の研究課題について、業務プロセス改革

を効率的且つ効果的に推進するための手法の開発に関する課題と、業務プロセス改革プロ

ジェクト以外の分野への適用に関する課題に分けて提示している。 

特に、業務プロセス改革プロジェクト以外の分野への適用に関しては、海外事業会社の

業務監査並びに経営管理のモニタリングへの活用、経営計画策定への適用およびＡＢＬ（動

産・売掛金担保融資）における最適なＫＰＩの設定への適用について述べる。すなわち、

グローバル化する企業活動において、経営者が直面する大きな変化に対して、本論文の取

り組みがさらに、広範囲に検討されるテーマであることを述べている。 
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第２章 業務プロセス改革における業務機能調査表の活用 

 

２．１ はじめに 

 

従来、業務プロセス改革にあたっては、①現状の業務を把握する②現状の業務の問題点

を把握する③新業務を設計する④新業務を構成するシステムを企画・設計・開発・導入す

るというウオーターフォール・モデル5によるプロジェクト推進方法が適用されてきた。 

しかし、１９９０年代初頭にマイケル・ハマー、ジェイムズ・チャンピ（1993）によっ

て BPR（Business Process Re-engineering）6という手法が紹介され、業務プロセス改革の

取り組み手法に大きな変化が起きた。また、それとほぼ同時期にＥＲＰパッケージ（ＥＲ

Ｐ：Enterprise Resource Planning）7が日本で販売開始され、システム化を伴う業務改革

プロジェクトの進め方が大きく変わるきっかけとなった。 

図表２－１は、１９９５年当時、アーサーアンダーセン8が外部向けのセミナー等で使用

していたプレゼンテーション資料の一部である。図表２－１では、ＥＲＰパッケージは業

務要件の決定やシステム要件の決定だけでなく、そのシステムの開発・導入・運用面でも

他の手法（図表では、オーダーメイド、会計パッケージ）より優れており、全ての項目に

わたって最適であることを示している。すなわち、ＥＲＰパッケージはベスト・プラクテ

ィスの業務機能と業務プロセスを備えており、他のシステムとのインターフェースも最適

であるので、ＥＲＰパッケージを使って現状の業務を変革し、新業務を実現するように促

していた。 

具体的には、ＥＲＰパッケージによる業務プロセス改革のプロジェクトでは、次のよう

な取り組みが必要であるとした。つまり、①ＥＲＰパッケージに準備されているベスト・

プラクティスと思われる業務機能や業務プロセスを雛形にして、自社の業務をできるだけ、

ＥＲＰパッケージに合わせる。すなわち、現状業務にシステムを合わせるのではなく、Ｅ

ＲＰに合わせて現状業務を変える取り組みを進める。②ＥＲＰパッケージは企業における

基幹業務である製造・物流・販売・調達・人事・財務会計などを統合的に管理する統合基

                                                   
5 ウォーターフォール・モデル（waterfall model）とは、システムの開発手順を示す手法の一

つで、その開発手法はウォーターフォール開発（waterfall development）と呼ばれる古典的な

手法である。システム全体を分析・設計・実装・テスト・運用などの順に行っていく手法である。 
6 企業活動や業務の流れを分析し、最適化する為に、ビジネス・プロセスの視点から、組織、業

務プロセス、情報システム等を再設計し、顧客に対する価値を高める一連の改革手法。 
7 企業における基幹業務である製造・物流・販売・調達・人事・財務会計などを統合的に管理し、

経営の効率化を図るための手法であり、これを実現する為の統合基幹業務システムが「ＥＲＰパ

ッケージ」である 
8 １９９０年代において、世界５大会計事務所の一つで、監査・税務・ビジネスコンサルティン

グを 3 つの柱とした業務を展開していたが、エンロン社の粉飾会計に関与したとして、２００

２年に解散した。 
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幹業務システムであり、システムの投資効果を上げる為には、個別の業務ごとに導入する

のではなく、たとえば、製造業務や販売業務と会計業務を一体で導入するなど広範囲の業

務プロセスの変革を対象にするとしている。 

 

図表２－１ ＥＲＰパッケージを使ったグローバル経営管理システムの構築 

（アーサーアンダーセンのセミナー資料（1995 年）より） 

 

 

 

それまでの業務プロセス改革では、対象となるユーザー部門の現状を詳細に把握して、

ユーザー部門の要求仕様をベースにして業務要件やシステム要件を定義し、その要件定義

に基づいて必要な業務改革やシステム開発を進めていた。しかし、このような取り組み手

法では、現状のシステムやユーザー部門からの要求仕様が現状業務を反映しすぎることに

なる。また、そのような現状をベースにした取り組み方法では、ユーザー部門の要求仕様

とＥＲＰパッケージで実現できる業務要件やシステム要件の間のギャップが大きくなって

しまう。そこで、コンサルティングの実務では、プロジェクトを推進するために、トップ

ダウンでのプロジェクト推進を推奨し、ＥＲＰパッケージで実現できる業務要件やシステ

ム要件の間のギャップが大きくなると思われる業務要件に関する判断には、トップマネジ

メントの関与が必要であるとした。すなわち、ＥＲＰパッケージに自社の業務を合わせる

グループ経営情報インフラ実現方法

グループ経営を視野に入れた経営管理システムを実現するために、現状の経営情報インフラを再構築する必要が

ある。その際に有効な手段として、ERPパッケージ（Enterprise Resource Planning）が有効である。
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というＥＲＰパッケージによる業務プロセス改革では、ユーザー部門の変革への抵抗の対

処方法として、現状の業務を変える為の強力な指導力を必要とした。  

その結果、業務改革プロジェクトの推進方法として、ウオーターフォール・モデルでは

なく、ＥＲＰの活用を前提とした新たな業務プロセス改革手法を提案し、推進した。すな

わち、業務プロセス改革の初期段階で、あるべき姿を描いて、いくつかの選択肢の中から、

新業務に適合すると思われるＥＲＰパッケージを決定する。次にその選択したＥＲＰパッ

ケージを使って、新業務を実現する詳細な要件を定義するというプロジェクト推進方法が

用いられた。これによって、システム開発における投資意思決定が、ウオーターフォール・

モデルのように段階的に行われるのではなく、プロジェクトの初期段階で、ＥＲＰパッケ

ージの導入に伴うプロジェクトの全工程にわたる投資意思決定が必要になった。 

また、業務プロセス改革プロジェクトで取り扱う業務の範囲は広範囲になり、それまで

の、個別システム開発で行われてきたプロジェクト・マネジメントの手法では、プロジェ

クトを適切に管理できなくなった。すなわち、プロジェクトが大規模化することによって、

プロジェクト期間が計画より長くなったり、投資額が計画を大きく上回るなどのリスクが

増大した。 

システム化を伴う業務プロセス改革プロジェクトでは、その初期段階で、自社の業務と

ＥＲＰパッケージの機能を比較して、最適なＥＲＰパッケージ導入の可否を評価し判断す

る。そこで、たとえば会計業務と生産業務では異なる判断がなされた。すなわち、会計や

経理業務では処理機能が定型的であり、業務機能と業務フローは企業間で違いは少ないと

いえる。そこで、ＥＲＰパッケージの機能とフローは、実際の会計や経理業務と比較して

適合率が高く、多くの企業で導入された。一方、生産業務は、通常は自社に特有で複雑な

業務が存在し、また、その業務を遂行する組織も多岐にわたる。その結果、ＥＲＰパッケ

ージの機能とフローは、実際の生産業務と比較して適合率が低いと判断して、ＥＲＰパッ

ケージを採用しないという決定をした企業が多い。 

実際、ＥＲＰパッケージ研究推進フォーラムと IT Leaders誌が２０１２年に行ったＥＲ

Ｐパッケージの導入状況調査（田口、2012）によれば、調査対象会社のうち、ＥＲＰパッ

ケージを会計業務に適用している会社は、３７．３％であるが、生産業務に適用している

会社は１３．５％である。 

最近では、ＥＲＰパッケージに日本のビジネス慣習に合う機能が追加されるなど、ＥＲ

Ｐパッケージの機能の拡張や品質改良が進み、今までＥＲＰパッケージの採用が進んでい

なかった生産業務においても企業の採用が活発になっている。 

さらに、日本の製造業のグローバル生産拠点展開が進む中で、国内ではなく海外の事業

会社においてＥＲＰパッケージを採用する事例が増えている。システム化を伴う業務改革

プロジェクトにおいては、現状の業務を把握して可視化することの重要性が高まっている。

すなわち、業務プロセス改革プロジェクトでは、海外事業会社の業務機能や業務プロセス

を可視化するだけではなく、国内事業と海外事業間の業務機能や業務プロセスの全体を可
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視化して見せることが必要になった。 

このように業務プロセス改革プロジェクトの対象分野が生産業務にも広がり、さらに海

外事業会社の業務も対象になってきた。そのような状況の中で、業務プロセス改革プロジ

ェクトにおいて、現状の業務を把握して可視化する為には、さらに多くの時間と多くの関

係者の協力が必要である。実際に実務では、現状の業務の把握と可視化に多くの時間が割

かれてしまうことにより、当初計画した期間および予算で新業務システムを構築すること

が困難になるケースがある。 

実務で一般的に行われているシステム化を伴う業務プロセス改革プロジェクトにおける

進め方を図表２－２に模式的に示す。図表２－２のＩＳＰプロジェクトの推進内容は株式

会社アットストリームが実際に実務で行っているＩＳＰプロジェクトを推進する為の提案

書からの抜粋である。 

 

図表２－２ システム化を伴う業務改革プロジェクトの概要（全体図） 

 

 

 

図表２－２に示すように、ＩＳＰの対象領域は、業務・システム診断およびシステム改

革の構想設計である。そのＩＳＰの対象領域において、現状業務の可視化の作業期間を図

表２－２の下段に示す。すなわち、ＩＳＰのプロジェクト期間において、その半分以上の

時間と工数が現状業務の把握に割かれている。図表２－２におけるＩＳＰの対象領域は、

業務プロセス改革プロジェクトの規模や使用するＥＲＰパッケージの選定などの方針を決
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める重要な取り組みである。ここでの取り組みにおいては、何よりも幅広く現状を把握し、

評価する必要がある。その結果、現状分析の対象業務は広範囲にわたり、業務改革プロジ

ェクトに関与するメンバーも様々な機能領域から選任される。 

業務改革プロジェクトにおいて様々な業務領域からメンバーが選任されたとしても、業

務機能間の関係を把握することは容易ではない。何故ならば、一般に、組織横断プロジェ

クトとして行われる業務プロセス改革などでは、次のような問題がある。すなわち、①業

務プロセス改革チームのメンバーは、数名程度で、全員兼務者である。プロジェクト活動

に多くの時間はさけない。②メンバーは所属組織の業務については精通していても、他の

組織の業務についての知識は少ない。③メンバーの経験の浅い領域や組織間にまたがる領

域に関する業務の理解は容易ではない。④適切ではない業務記述により、プロジェクト関

係者間の業務に対する認識違いが発生すれば、業務プロセス改革活動とその成果の整合性

が取れない事態に陥る。 

このような問題は、組織が開発や営業、製造など機能別に設計されることに起因すると

考えられる。一方、たとえば、営業員により受注伝票が起票されるとその情報は営業業務

部門に伝えられると同時に、営業業務部門では在庫を確認して引き当てし、倉庫業務部門

に出荷指示の情報を伝える。このように仕事の流れは組織をまたがってプロセスとして捉

えられる。つまり、業務とは業務機能と業務プロセスの二つの側面で把握されると考えら

れる。そこで、業務プロセス改革には業務機能の側面からの取り組みと、業務プロセスの

側面からの取り組みを統合したアプローチが必要であった。（平山、1994） 

業務を機能記述で体系化して整理するアプローチは、組織が機能で細分化されているこ

とと関連して、マネジメントコンサルティングにおいて基本的な取り組み方法として活用

されてきた（日本能率協会、1979）。また、企業の情報システムの企画においては、企業の

業務の実態把握並びに新業務の記述法として業務機能調査表を使った手法が適用されてき

た（柴崎、2004）。一方、業務プロセスにおいては、フローチャートの記述など事務分析に

適用されてきた手法や最近では、ＢＰＭＮなどの手法が開発され、業務担当者とＩＴ担当

者のコミュニケーションツールとしてのビジネスプロセス・モデルの記述法として実務に

適用されてきた。 

本論文では、業務をどのように把握し、可視化するかについて、コンサルティングの実

務を通して新手法（「Stream+」と呼ぶ）を開発した。具体的には、株式会社アットストリ

ームで実際にコンサルティングを行っているＩＳＰの分野において、様々な製造業に適用

してきた業務機能調査表を改修した。まず、実務を通して加工組立型製造業を対象にして、

その業務機能を抽出し体系的に整理した業務機能調査表を考案した。 

一方、業務課題の可視化においては、加工組立型製造業を対象にして考案した業務機能

調査表にいくつかの業務課題抽出の為のカラムを追加した。たとえば、成熟度モデルにＣ

ＯＢＩＴで用いられている５段階の評価方法など既存の知見を活かしながら、業務機能調

査表にチェック項目を追加して、現状業務の把握と課題の可視化を可能にする手法（「業務
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機能プール」と呼ぶ）を考案した。 

さらに、業務は組織間をまたがってその機能が遂行されるので、業務プロセスを業務フ

ロー図で表示して可視化するという課題に取り組んだ。具体的には、「業務機能プール」か

ら自動的に業務フローが作成され、さらに連動して修正できる仕組みの開発が必要である

と考え、iGrafx9を使って、「業務機能プール」に記述した業務機能を自動的にフロー化して

可視化するツールである「Stream+」を考案した。 

実際に、事例として後述する地方銀行では、貸出先である自動車部品製造業を代表とす

る加工組立型製造業において、業務の可視化による現状把握と課題抽出に「Stream+」を活

用する取り組みを行った。その結果、資金の貸し手である銀行と資金の借り手である企業

の双方において、業務の可視化による現状把握と課題抽出が効率的且つ効果的に行われ、

銀行による経営改善支援と企業における業務プロセス改革の推進に役立つことがわかった。 

また、実際に事例として後述する自動車部品製造業の業務改革プロジェクトに適用して、

「Stream+」がシステム化を伴う業務改革プロジェクトにおける業務の可視化に役立つこと

がわかった。さらに、このプロジェクトでは、海外に製造拠点としての新会社を設立する

に当たり、新業務の企画・開発・導入プロジェクトに本論文の成果を適用し、従来と比較

して、より具体的で効率的且つ効果的にプロジェクトを推進できることがわかった。 

 

２．２ 業務機能の抽出に関する従来法の課題  

 

従来から、業務プロセス改革プロジェクトでは、現状業務の抽出と可視化の為の手法が

必要とされてきた。現状業務の抽出と可視化は業務プロセス改革のために必要な最初の作

業である。その最初の作業で、事実と異なる業務機能の記述が行われたり、可視化が十分

でなければ、業務プロセス改革は効果的には行われないことになる。 

 

２．２．１ 従来法の課題 

 

業務プロセス改革プロジェクトでは、現状業務の抽出と可視化が必要であるが、従来法

による現状業務の抽出と可視化の為の手法にはいくつかの課題がある。従来法として、実

務で行われてきた方法を整理すると以下のとおりである。 

まず、コンサルタントを含むプロジェクトメンバーが、業務プロセス改革対象部門の担

当者に対してインタビューを行う。インタビュー時には、通常、業務プロセス改革対象部

門の担当者は事前に業務分掌や業務マニュアルなど既存の資料を準備して、その資料に基

づいて現状業務を説明する。プロジェクトメンバーは、その内容に関して、質問を繰り返

し、必要に応じて追加の資料を請求し、現状業務を理解する作業を繰り返す。 

                                                   
9 iGrafx は、株式会社サン・プラニング・システムズが開発、提供している、ビジネス・プロ

セスを記述するパッケージソフトである 
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このように、現状業務の抽出と可視化の作業には多くの時間がかかる。多くの情報を入

手し、現状を詳しく理解し記述しようとすればするほど、プロジェクトメンバーおよび業

務プロセス改革対象部門の担当者の双方で多くの時間が必要になる。また、プロジェクト

メンバーおよび業務プロセス改革対象部門の担当者の双方で、都合の良いインタビューの

日程と時間の調整が必要になる。さらに、調整時間だけでなく、異なる業務プロセス改革

対象部門の担当者に対するインタビューの間で空き時間が発生する。 

次に、プロジェクトメンバーは、インタビューと入手した資料から得られた現状業務に

関する情報を、プロジェクトの目的に応じて整理して記述する。具体的には、現状業務機

能、業務機能間の前後関係を示す業務フローだけでなく、インタビューの中で得られた課

題を整理する。 

 この作業では、質問者であるプロジェクトメンバーと被質問者である業務プロセス改革

対象部門の担当者の能力により、現状業務に対する理解の広さと深さが異なり、結果とし

て、現状業務の記述と課題の抽出に個人差が出る。具体的には、プロジェクトメンバーお

よび業務プロセス改革対象部門の担当者の双方の業務知識や業務理解と、問題意識や取り

組み姿勢などの違いによって、現状業務の可視化のおよび課題抽出に対して、その質と量

が一定ではないということになる。また、入手した情報を整理して、新たに現状業務の機

能やフローを記述したり、それに関連する課題を抽出し整理すること自体に多くの時間が

かかる。 

上記の作業の結果、整理された現状業務機能と現状業務フロー、抽出し整理した課題を

もとにして、再度、業務プロセス改革対象部門の担当者にインタビューを行い、整理した

内容に間違いがないかを確認する作業を行う。この作業は、インタビューしたプロジェク

トメンバーが整理し記述した内容が、現状業務とその課題を正確に記述できているかを確

認する作業である。この作業を経て、現状業務とその課題を正しく反映し、現状業務を可

視化して見せる資料が完成する。 

以上の作業を繰り返すことによって、プロジェクトメンバーは現状業務の抽出と可視化

を行い、業務プロセス改革対象部門の担当者との間で現状業務に対する共通の理解が出来

上がる。次に、現状業務に対する共通の理解をもとにして、プロジェクトメンバーは業務

プロセス改革プロジェクトが取り組むべき課題や解決の方向性などの解決策を整理する。

この一連の作業は、質問者であるプロジェクトメンバーが業務を理解するために必要な時

間であるが、被質問者である業務プロセス改革対象部門の担当者にとっては、本来の業務

プロセス改革の討議に入るまでの現状業務の把握に時間がかかりすぎるという不満が出や

すい。 

２．２．２ 本論文での取り組みの方向性 

 

本論文では、本来の業務プロセス改革の討議に入るまでの現状業務の把握に時間がかか

りすぎるという従来法の課題を解決する手法を考案し、実務で適用することを試みた。 
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まず、業種に共通して存在すると思われる業務機能を整理し、これを雛形として対象企

業の現状業務機能を比較することによって、対象企業の現状業務を抽出し、整理する。す

なわち、取り組む業種と対象業務機能を決め、雛形としての業務機能を整理する。本論文

では、まず、自動車部品製造業に代表される加工組立型製造業を対象にして、雛形となる

業務機能調査表を考案した。 

次に、質問者であるプロジェクトメンバーと被質問者である業務プロセス改革対象部門

の担当者の双方の作業時間を省くために、被質問者である業務プロセス改革対象部門の担

当者が自ら現状業務を確認し整理する手法として、自己チェックのできる業務機能調査表

を考案した。この業務機能調査表に課題抽出の為の質問項目を付加して、それに対して被

質問者である業務プロセス改革対象部門の担当者が質問事項に回答することによって、現

状業務の課題を抽出し、可視化する方法を考案した。すなわち、業務機能調査表をベース

にした、現状業務を可視化する手法である「業務機能プール」を考案した。 

さらに、業務は組織間をまたがってその機能が遂行されるので、業務プロセスを業務フ

ローとして可視化するという課題に取り組んだ。具体的には「業務機能プール」の結果を

業務フロー図で表現し、業務を機能とプロセスの両面から可視化し、業務機能と業務フロ

ーを双方向で変更可能な手法である「Stream+」を考案した。これによって、業務を業務機

能と業務プロセスの両面から把握するとともに、業務プロセス改革において、業務機能と

業務プロセスの両面から現状業務の分析と新業務の設計が可能になった。 

次に、この「業務機能プール」の詳細について述べる。 

 

２．３ 業務機能調査表の改修による「業務機能プール」 

 

本論文では、実務の中から得られたいくつかの「業務機能調査表」10を以下の方針で検討

し、現状の業務を効率的且つ効果的に把握し可視化する手法である「業務機能プール」を

考案した。 

まず、業務機能調査表の対象機能を業務プロセス改革の対象となると思われる定型的な

業務機能に限定した。さらに、実務で実績のある自動車部品製造業の業務機能調査表をも

とに、加工組立型製造業を対象にして、雛形となる業務機能調査表を考案した。 

次に、業務機能の記述方法を統一した。具体的には、全ての業務機能の記述において、

業務が発生する順番で記述することと、業務機能の上位機能と下位機能のそれぞれを３つ

の階層に分けて記述した。 

さらに、記述した業務機能を情報システムで支援する場合のシステム機能要件を記述し

た。実際の業務では、業務機能の多くは情報システムとの連携で遂行されている。そこで、

業務機能に対して、対応するシステム要件を記述し、さらにそのシステム要件をＥＲＰパ

                                                   
10 「業務機能調査表」は業務を機能の側面から整理して記述したもので、実務では Excel で作

成される。株式会社アットストリームでは 2001年の創業当時から活用してきた方法である。 
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ッケージで実現できるか否かについて、数社のＥＲＰパッケージで確認した。すなわち、

対象機能分野を限定して、加工組立型製造業を対象にして、雛形となる業務機能調査表を

考案し、その業務機能調査表にシステム機能要件を追記した。 

システム機能要件については、数社のＥＲＰパッケージベンダーによる実現性の確認を

行い、「業務機能プール」として使える水準にあることを確認した。これにより、加工組立

型製造業に適用できる、現状業務の可視化手法である「業務機能プール」を考案した。 

 

２．３．１ 「業務機能プール」の対象領域 

 

会計分野で、多くの企業がＥＲＰパッケージを導入している理由の一つとして、会計業

務はどの企業でもその業務プロセスは良く似ており、業務要件としては、会計原則に基づ

く業務処理が基本になっており、組織の中で共通の拠りどころとなる業務プロセスがある

ことが挙げられる。これに対して、生産については、各社で生産する品目が異なり、生産

設備も作り方も異なる。生産するにあたって、自社で生産するか外注先を活用するかなど

内外作区分の有り様によって、業務プロセスも異なる。このような見方によれば、それぞ

れの会社で、自社の生産業務は特殊であると考えることもできる。 

一方、「生産」＝「生産管理」＋「製造」と考えると、「生産管理」は製造品目や工程が

異なっても、その業務機能や業務プロセスは記述レベルで大きな違いはないと考えられる。

各社の違いは製品、設備や工程の違いが存在する「製造」であると考えられる。加工組立

型の製造業であれば、いずれの会社でも、在庫管理の業務機能は、倉入れと庫出しの数量

と金額を管理し、月次で棚卸を行い在庫修正することである。 

このように、業務プロセス改革の対象領域を、製品や製造方法などの異なる「製造」領

域を対象にせず、「生産管理」領域に絞ることによって、業務プロセス改革に役立つ、雛形

となる「業務機能プール」の作成が可能と判断した。 

実際の「業務機能プール」では、生産管理業務ではあるが、その機能が直接的には、業

務プロセス改革の対象にならないと思われる業務を対象外とした。すなわち、総務、人事、

ＩＴ/インフラ、生産技術、品質管理など、生産管理業務の支援機能と考えられる業務領域

は対象外にした。また、製造作業管理、工場レイアウト、設備管理、保全、環境管理など

製造業務については、製造の良し悪しを左右すると考えられる機能であるが、生産管理業

務機能には直接関連しないため対象外にした。 

対象業務機能として記述している業務機能ではあるが、たとえば購買管理では、サプラ

イヤ管理（新規発掘、条件交渉、教育等）に関する業務機能、品質管理の業務については

小集団による品質改善活動などは生産管理業務機能には直接関連しないため対象外にした。 

このように対象業務機能を絞り、加工組立型製造業の生産管理領域において、業務プロ

セス改革に役立つ「業務機能プール」を考案した。図表２－３に「業務機能プール」で対

象にした業務機能を示す。 



19 

 

図表２－３ 「業務機能プール」の対象業務機能（加工組立型製造業の例） 

 

 

 

「業務機能プール」で対象とした業務機能は、次のとおりである。 

①「販売管理」では、販売計画、販売契約管理、受注管理、製品出荷管理、売上処理、返

品管理、顧客支給品管理、情報管理を対象にし、営業の業務機能領域である営業員管理な

どは対象にしていない。 

②「調達管理」では、調達計画、発注管理、部材出荷管理、部材入荷管理、検収管理、購

買／外注管理、部材支給管理、情報実績管理を対象にし、外注先との値引き交渉など人的

な貢献の大きい領域は対象にしていない。 

③「製造」では、製造計画、製造指示、生産実績登録、品質管理、情報管理を対象にし、

小集団による改善活動など、直接製造業務に関係しない領域は対象にしていない。 

④「在庫管理」では、入出庫管理、経費庫出／買入、在庫移動、在庫振替、品番管理、棚

卸、情報管理を対象にし、整理整頓などの改善活動は対象にしていない。 

⑤「物流管理」では、物流計画、輸出、輸入、情報・実績管理を対象にし、積載の管理や

ルーティングなどは業務プロセス改革の対象としては関連性が低いと考え、対象にしてい

ない。 

⑥「原価計算」では、標準／予定原価設定、実際原価、原価分析を対象とし、原価低減活

動などの改善活動は対象にしていない。 

⑦「財務会計」では、固定資産管理、債権管理、債務管理、現預金管理、一般会計、連結

決算を対象にし、財務戦略などは、業務プロセス改革の対象としては関連性が低いと考え、

対象にしていない。「財務会計」を生産管理業務の可視化の対象にしたのは、業務プロセス

改革プロジェクトにおいて、そのプロジェクトの目的や成果の獲得が「財務会計」と関連

性が高いことと、「原価計算」や「管理会計」業務の業務プロセス改革には、「財務会計」

の情報が必要であるためである。 

総務
人事
財務

情報システム
など

販売管理
調達管理

製造
在庫管理
物流管理
原価計算
財務会計
管理会計
開発・設計
サービス

生産業務機能

設備保全
生産技術
改善活動

など

製造業務機能
（対象外）

支援業務機能
（対象外）

生産管理業務機能（対象領域）
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⑧「管理会計」では、予算策定、予実管理、ＰＪ（プロジェクト）別費用管理、経営情報

分析／報告を対象にし、業績改善活動などは対象にしていない。 

⑨「開発・設計」では、製品開発、設計見積、受注設計、出図管理、設計工数管理を対象

にし、設計の自動化などの業務改善は対象にしていない。 

⑩「サービス」では、その領域を生産管理機能に絞り、クレーム対応のみを対象にした。 

 

２．３．２ 業務機能の記述法 

 

具体的には、全ての業務機能の記述において、業務が発生する順番で記述することと、

業務機能の上位になる機能と下位になる機能のそれぞれを階層構造で記述した。 

業務機能の記述の方法を統一するにあたって、まず、「業務」について、本論文では、「業

務」＝「業務機能」×「業務フロー」×「インターフェース情報」と定義して、記述を進

めた。すなわち、業務は、業務機能と業務フローと業務間で交換する情報のセットである

とした。たとえば、「入出庫管理」業務を模式的に示すと図表２－４のように表すことがで

きる。図表２－４で、「入出庫管理」業務は、「部材庫出し」、「製品倉入れ」、「部材倉出戻

入」、「倉庫要求（手入力）」という業務機能で構成されており、その関係は上位の機能に対

して、下位の機能が入れ子構造になっている。そして、その入れ子構造の中にある４つの

業務は記述した業務機能の順に業務が行われる。すなわち、それぞれの業務は前後関係を

持つ業務フローで表される。 

同様に、「入出庫管理」業務の下位の業務である「部材庫出し」業務は、「出庫指示作成」、

「出講指示書回付」、「出庫作業」、「出庫登録」の４つの業務機能で構成され、その関係は

上位の機能に対して、下位の機能が入れ子構造になっている。そして、その入れ子構造の

中にある４つの業務は、記述した業務機能の順に業務が行われる。すなわち、それぞれの

業務は前後関係を持つ業務フローで表される。 

 この入れ子構造は、図表２－４の右に表形式で示すように、階層構造で上位と下位の関

係を記述することが出来、その業務は業務フロー図では、上から下に受け渡される。 

「インターフェース情報」に関しては、たとえば、「出庫指示作成」の結果、出庫指示と

いう「インターフェース情報」が作成され、その情報にともとづいて、次の作業である「出

庫指示書回付」の業務機能が行われる。 

すなわち、業務機能を記述するにあたっては、業務が発生する順番で業務機能を記述す

ることによって、業務機能で記述した順に前後関係を表示するだけで、業務をフロー図で

記述できる。同じく、業務機能の上位になる機能と下位になる機能を階層構造で記述する

ことによって、入れ子構造になっている業務を業務フロー図で記述することができる。 
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図表２－４ 「入出庫管理」業務の例 

 

 

 

本論文では、「業務」＝「業務機能」×「業務フロー」×「インターフェース情報」とし

て、まず、業務を機能で記述し、その記述の順番を作業の順で並べることによって、業務

を業務フローで可視化した「業務機能プール」を考案した。「インターフェース情報」につ

いては、「業務機能プール」では記載せず、別途、いくつかの視点で課題を抽出する方法を

考案して、可視化した。詳細は、２．４（「業務機能プール」を活用した自己チェックによ

る業務の可視化）で述べる。 

 

２．３．３ 「業務機能プール」のレイアウト 

 

 図表２－５に加工組立型製造業の雛形として考案した業務機能調査表のレイアウトを示

す。 

 

 

 

倉庫要求（手入力）

手配依頼作成

上長承認

部材倉出戻入

倉出戻入作業

倉出戻入登録

製品倉入

倉入登録

倉入実績出力

倉入作業部材倉出

出庫作業

出庫登録

出庫指示書回
付

出庫指示作成

出庫
指示

出庫作
業実績

倉入
実績

倉出戻
入
実績

手配
依頼

業務機能レベル

レベル１ レベル２ レベル３

入出庫
管理

部材倉出 出庫指示作成

出庫指示書回
付

倉出

倉出登録

製品倉入 倉入作業

倉入登録

倉入実績出力

部材倉出
戻入

倉出戻入作業

倉出戻入登録

倉庫要求（手
入力）

手配依頼作成

上長承認

階層構造で記述した例
（機能とフローを可視化）

入れ子構造で記述した例
（機能、フローとインターフェース情報を可視化）

入出庫管理



22 

 

図表２－５ 「業務機能プール」のレイアウト 

 

 

 

図表２－５①の項目番号は、レベル３においてユニークに区別するためにレベルごとに

それぞれの業務機能に番号を付したものである。図表２－５の例では、それぞれレベル１、

２，３の項目に順に番号を付し、最初の項目の項目番号は１１１であり、次の業務機能の

項目番号は１１２である。図表２－５②の業務機能レベルは、業務をレベル１、レベル２、

レベル３の３階層で記述した。レベル３は、実際に行われている作業をイメージできる程

度に、具体的な作業レベルで記述した。図表２－５③の業務機能説明は、レベル３に対し

て、その業務の内容が理解できると思われる詳細さで業務内容を記述している。実際にそ

れぞれの企業では同じ機能の業務であっても企業それぞれに異なる言葉を使っていること

が多い。そこでこのカラムを設けることによって、個別の企業の担当者が自社の言葉での

業務機能に対応させることができる。図表２－５④のシステム要件は、業務機能のレベル

３に対して、情報システムでその業務機能を実現するにあたって、該当する雛形となるシ

ステム要件を記述したものである。雛形としてのシステム要件は、実際の製造業において、

実現可能で且つ先進的と思われる要件、また、は今後のあるべき姿を想定したシステム要

件を記述した。すなわち、その業務機能を情報システムで実現しようとした場合に、実務

で実現可能なシステム要件を記述した。 

レベル１、レベル２，レベル３の３階層の全てにおいて、業務機能の記述は、業務が発

生する順番で記述した。業務機能の上位になる機能と下位になる機能のそれぞれをレベル

分けして記述した。これによって、業務をフローで理解しようとした時に、レベル１、レ

ベル２，レベル３の３階層の全てにおいて、それぞれの階層で業務機能の記述の順番でフ

ロー図を書き出すことができる。この結果、プロジェクトメンバーと業務プロセス改革対

象部門の担当者が「業務機能プール」を使って現状業務を可視化する時に、現実に行われ

ている作業の順番で記述されているので、双方にとって理解しやすくなっている。考案し

た「業務機能プール」の各レベルの業務機能数を図表２－６に示す。 

 

レベル１ レベル２ レベル３

1 1 1 入出庫管理 部材倉出
出庫指示作
成

製造指図データに基づき、倉庫か
ら工程への出庫指示データを作
成し、製造指示書毎の出庫指示
書を出力する。

・製造指図毎に、生産に必要な材
料の倉庫から工程への出庫指示
書を出力できること。
・出庫指示書は、在庫管理単位で
の指示ができること。
・出庫するロットは先入先出しで、
自動的に選定できること。

1 1 2
出庫指示書
回付

出庫指示書に製造管理票を添付
して回付する。

(システム対象範囲外)

製造

項目番号
業務機能レベル

業務機能説明（雛形） システム要件

① ② ③ ④
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図表２－６ 各レベルの業務機能数 

 

 

 

図表２－６に示す通り、生産管理業務に関連する機能として、最も大きいくくりである

レベル０では、販売管理からサービスまでの１０の機能を対象にした。この１０の機能は、

実務で、業務プロセス改革プロジェクトの対象となる領域である。レベル１は全体で５１

の機能を記述し、レベル２では、１６４の機能を記述した。具体的な作業の記述であるレ

ベル３は全体で４７３である。 

すなわち、「業務機能プール」を使って、対象となる全ての業務機能について現状業務を

可視化しようとする場合、レベル３の合計４７３について、現状業務を「業務機能プール」

と対比して確認することになる。実務では、たとえば、調達と製造と在庫管理の３つの業

務機能についてのみ現状業務機能を確認しようとする場合は、それぞれの合計である１２

４（４２＋４６＋３６）について現状業務と対比して確認することになる。 

 

２．３．４ 「業務機能プール」によるＥＲＰパッケージとの適合性の確認 

 

業務プロセス改革には情報システムの活用が大きな比重を占めるようになっており、新

しい業務の仕組みの構築にはＥＲＰパッケージが欠かせない。そこで、考案した「業務機

能プール」をいくつかのＥＲＰパッケージベンダーの協力のもとに、それぞれのＥＲＰパ

ッケージ（製品）において「業務機能プール」で示したシステム機能を実現できるか、ど

のように実現するか評価した。図表２－７は、ＥＲＰパッケージベンダーの一社である株

式会社アミック11の例である。「業務機能プール」に記述したシステム機能の実現性を自社

開発したＥＲＰパッケージシステムを対象にして、株式会社アミック社が評価したもので

ある。 

                                                   
11 株式会社アミックは、浜松市に本社を置き、国内外に開発拠点や導入拠点を有するシステム

インテグレーターである。自社製品のハイブリット型統合生産管理システム「ＡＭＭＩＣシリー

ズ」を発表し、製造業のオープンシステムでの、提案～開発～導入を行っている。  

レベル１ レベル２ レベル３
販売管理 販売計画、引合～見積～与信～受注、売上・請求 8 17 47
調達管理 購買計画、見積、発注 8 19 42

製造 生産計画、進捗管理、製造、外注管理 5 13 46
在庫管理 在庫管理 7 12 36
物流管理 出荷、輸出入 4 15 22
原価計算 原価計算、原価情報分析 3 13 37
財務会計 固定資産管理、債権・債務管理、一般会計、連結決算 6 32 100
管理会計 予算策定、予実管理、経営情報分析 4 11 65
開発・設計 製品開発、設計見積、受注設計 5 24 51
サービス クレーム対応 1 8 27

51 164 473

業務機能の数
レベル０ 業務機能の対象

合計
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図表２－７ システム機能と実現性の評価 

（株式会社アミック社による、自社開発ＥＲＰパッケージ『ＡＭＭＩＣシリーズ』の評価） 

 

 

 

 図表２－７①のＦＩＴ＆ＧＡＰ12は「業務機能プール」の対象業務に対して、適合率を○、

△、×と定義して記述した。すなわち、○は無改造で対応可能な業務、△は主に帳票の追

加作成など小さな改修で対応可能な業務、×はプログラムの追加開発等、大きな改修を行

                                                   

12 FIT ＆ GAPとは、ＥＲＰパッケージ適合性分析・評価をさす。 

ＥＲＰパッケージにどのような機能が含まれるかについては、各社で定義が異なる。そこで、企

業は特定のＥＲＰパッケージを採用し導入するに当たり、まず、自社が業務プロセス改革の対象

としている重要な機能について、対象とするＥＲＰパッケージの機能が自社のニーズに合致した

ソリューションか否かの適合性を分析し、評価する必要がある。適合性の低いＥＲＰパッケージ

を採用するリスクを低減する手法である。 

レベル１ レベル２ レベル３
FIT&
GAP

具体的実現方法

1 3 1
製造計画
（月度）

月度製造
計画

月度製造計画
作成

四半期/半期製造計画をもと
に月度製造計画を作成す
る。

・基準生産計画が登録できる
こと。
・出荷計画の変更に伴う生産
計画や調達計画の変更を変
更前／後と比較して参照でき
ること。

○

計画の見直しがある場合、基準生産計
画面で修正をします。
所要量展開時の対象期間を月度にす
るこで、製造計画オーダーを生成しま
す。

1 3 2 投入数量確認
投入が必要な原材料を確認
する。

・MRPの結果から原材料所
要量が算出できること。
・複数工場をまたぐMRPの
実行が可能であること

○

所要量照会により投入量の把握が可
能です。月度合計が必要な場合は、
ワークリスト機能を利用して期間、品目
別の合計確認が可能です。

1 3 3
製造計画(負荷)
山積み

内外作の振分処理の結果、
「内作」に振り分けられたも
のを計上する。

・負荷の山積みが行えること。 ○

負荷山積みは、工程別に積み上げられ
ます。製造パターンによって内外作を
振り分けた結果に基づいて、内作工程
の負荷を照会可能です。

1 3 4
製造計画(負荷)
調整

日々の生産量や負荷を確認
し、生産ラインや生産日を調
整して、製造計画を実行化
する。

・負荷の山崩しが行えるこ
と。（実生産スケジュールを
作成できること）
・時間単位、シフト単位の計
画が可能であること

○
計画立案画面上で、負荷をみながら計
画登録、修正が可能です。

1 3 5 製造指図作成
立案した製造計画を現場掲
示用に加工し、製造指図を
作成する。

・山崩しされた製造計画を
元に、必要な製造情報（投
入品、数量、製造条件等）を
付加し、製造指図を作成で
きること。

○ 指図書発行で可能です。

2 1 1 製造指示 製造指図 製造指図承認
製造指図の内容チェック及
び、製造指図を承認(確定)す
る。

・製造指図毎に承認を登録
できること。（製造指図の発
行が可能となる。）

○
製造指図オーダーの発効処理を承認
処理と位置づけ、機能権限を承認者限
定とすることで可能です。

2 1 2 製造確定処理
製造指図承認を受けて、原
材料の引当を発生させる。

・引当された原材料を利用
可能在庫から引き落としで
きること。（引当ステータスで
管理できること。）

○

・引き当て、引き落としが可能です。
引き当てのステータスは、引き当て状
況、子品目出庫状況をそれぞれ見られ
るようになっています。

2 1 3 製造指図発行
作成された製造指図を発行
し、工程に配布する。

・作成した製造指図を出力
できること。

○ 製造指図書発行機能で行います。

2 2 1
特急投入
指示

特急指示発行、
確認

顧客納期から逆算、標準
リードタイム通りの生産ではl
顧客納期に間に合わないも
のに関しては、「優先投入ア
ラーム」を出す。生産管理担
当者は、その情報を確認、
対応を行う。

・製造指図のうち、特急指
示の指図確認ができるこ
と。

○ ＡＴＰ機能の利用

2 2 2
特急投入計画
作成

抽出された内容を確認。ロッ
ト編成など効率の良い組み
合わせにし、特急投入計画
を作成する。

・特急指示の製造計画を最
優先とした上で、実生産ス
ケジュールを随時再作成で
きること。

○
特急オーダー用のリードタイム、構成
の組み合わせを製造パターンを用いて
登録しておく。

2 2 3 特急計画入力
特急計画をシステムにイン
プットする。

・特急計画の確定計画をシ
ステムに入力し、納期回答
に反映できること。

△
計画立案から特急かどうか意識できる
場合は、製造パターンを用いて登録・
管理が可能です。

AMMIC
【 雛形 】

項目
番号

業務機能レベル
業務機能説明（雛形） システム要件

②①
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うことで対応可能な業務である。従って、評価が、〇および△であれば、大きな追加投資

なしで業務に使うことができると考えられ、適合性評価において○と△は適合していると

考えられる。図表２－５②具体的実現方法は、ＦＩＴ＆ＧＡＰについて、適合すると評価

した場合でも、その実現方法について記述したものである。但し本論文での評価は、機能

面で当該製造業の業務ができるという意味での適合性評価をしているため、たとえば詳細

面での使い勝手の良さ悪さや見た目の画面の違和感、操作性などでシステムの追加開発や

改修が必要である場合がある。システムの開発導入の予算に関しては、提示された見積も

りは、現状業務を遂行するために必要な最低限の金額と考えるのが妥当であろう。 

このように、「業務機能プール」にシステム要件を追加し、さらにいくつかのＥＲＰパッ

ケージでＦＩＴ＆ＧＡＰを行ったことによって、業務プロセス改革プロジェクトでは、新

業務設計において、より効果的で実現性の高い業務を検討できると考えた。すなわち、「業

務機能プール」は業務を網羅的に記述しているが、企業に存在する業務が、企業にとって

同じ価値を持っているわけではないし、また、ＥＲＰパッケージが企業の全ての業務に対

して、業務プロセス改革に有益であるわけではない。そこで、業務プロセス改革プロジェ

クトでは、業務プロセス改革の対象になる業務が当該会社にとって重要であるか否かを識

別する必要がある。 

「業務機能プール」はその為の現状業務を可視化して示す手法であるが、新業務の設計

においては、その実現性を検討する必要がある。すなわち、業務プロセス改革で定義され

た新業務が、ＥＲＰパッケージに搭載されている標準機能で実現出来れば、情報システム

の開発コストは少なくて済むことになる。逆にＥＲＰパッケージの標準機能として搭載さ

れていない機能を必要なシステム要件であると判断した場合には、ＥＲＰパッケージとは

別のシステムで追加の機能を実装しなければならなくなり、開発コストが増すリスクが発

生する。このように、ＥＲＰパッケージとの適合性の確認によって、業務プロセス改革プ

ロジェクトでは、新業務設計において、より効率的且つ効果的に、実現性の高い業務を検

討できる。 

次に、この「業務機能プール」に自己チェックのカラムを追加して、業務課題を可視化

する手法について述べる。 

 

２．４ 「業務機能プール」を活用した自己チェックによる業務の可視化 

 

本来の業務プロセス改革の討議に入るまでの現状業務の把握に時間がかかりすぎるとい

う従来法の課題を解決する手法として、自動車部品製造業に代表される加工組み立て製造

業で雛形となる業務機能調査表を考案した。これによって、「業務機能プール」を雛形とし

て対象企業の現状業務機能を比較することによって、対象企業の現状業務機能を抽出し、

整理することが出来た。さらに、新業務設計において、ＥＲＰパッケージとの適合性の確

認によって、より効率的且つ効果的に、実現性の高い業務を検討できる。 
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しかし、従来法の課題の一つである、質問者であるプロジェクトメンバーと被質問者で

ある業務プロセス改革対象部門の担当者の双方の作業時間を省くための取り組みが必要で

ある。そこで、被質問者である業務プロセス改革対象部門の担当者が自ら現状の業務機能

を記述し整理する手法、すなわち、自己チェックができる「業務機能プール」を考案した。

さらに、この「業務機能プール」に課題抽出の為の質問項目を追加して、業務の現状を数

値化して、業務課題を可視化する方法を考案した。 

 

２．４．１ 自己チェックによる「業務機能プール」の要件 

 

「業務機能プール」を使って、業務プロセス改革対象部門の担当者が自ら現状の業務と

業務課題を記述し整理できる手法として、実現したい要件を整理し、その方法を考案した。

以下はその要件である。 

①「業務機能プール」はレベル３の機能数で４７３あり、業務プロセス改革対象部門の担

当者が自ら現状の業務機能を記述し整理する為には、項目当たりの確認とチェックの時間

を最小限にする工夫が要る。そこで、レベル３の各項目に回答するにあたっては、Excel の

プルダウン機能を使って、記入者は回答を選択する方式にし、チェック時間を短縮する。  

②現状の業務を数値化して、可視化する。その為には評価項目を設定して、その評価項目

ごとに、数値化した評価結果を Excel のプルダウン機能で、事前に準備した内容を選択す

る。選択肢は、たとえば、業務の有無については、「有」、「無」のいずれかであるから、そ

の選択肢を数値化することによって、可視化して見せる方法を考案する。 

③「業務機能プール」は、業務を「業務」＝「業務機能」×「業務フロー」×「インター

フェース情報」として、業務機能と業務フローの両面から整理し、記述した。従って、自

己チェックの場合は、対面でのインタビュー形式による現状業務の把握と異なり、「その業

務をどの組織が担当しているか」を聞き出すことが出来ない。そこで、「業務機能プール」

のカラムに、その業務を担当している組織を追加する。これによって、業務が組織間をど

のようにまたがって処理されるかが見えるようにする。 

④「業務機能プール」は、「インターフェース情報」については、記述していない。何故

ならば、「インターフェース情報」は各社によって異なり、膨大にあると思われるからであ

る。そこで、「インターフェース情報」に関する可視化については、その情報を時間軸と、

情報の管理項目の二つの側面から評価する。課題を抽出するにあたって、問題の有無のみ

を確認することによって、業務の遂行レベルの全体像を把握することに重点を置き、ユー

ザー部門の担当者にとって記入しやすく、迷わず記述できることを最優先し、取り組みや

すいものになるよう工夫する。問題の有無をチェックし、その結果を可視化する。 

⑤現状業務の成熟度を数値化するにあたっては、ＣＯＢＩＴの５段階の評価方法を参照し

て、数値化する。 

⑥また、情報システムの使用状況について、最も不安定な紙による管理から基幹システム
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による管理までの４段階で、使用状況を定義して示し、評価結果を数値化する。 

それぞれのチェック項目は、実務で行われている実態に即してできるだけ具体的な項目

に絞った。 

 

２．４．２ 自己チェックの為の「業務機能プール」の実際 

 

実際に考案した「業務機能プール」のレイアウトを図表２－８に示す。図表２－８①~④

は図表２－５で説明した通りである。 

図表２－８⑤はレベル３における業務の有無を確認している。当該業務が存在する場合、

「有」を選択し、当該業務が存在しない場合は空欄のままとする。 

図表２－８⑥は業務遂行における課題を抽出するために設定している。時間軸に関する

問題をタイミング、サイクル、期間単位の 3 つの視点から評価して、問題があると考えら

れる業務がある場合は「×」を記入する。複数の問題がある場合、複数の列に「×」を記

入する。つまり、該当する項目に関して、問題の有無のみをチェックする。「タイミング」

は、業務を実施するうえで、たとえば、開始時期が遅い、期限に間に合わない、前工程の

完了が遅い、情報入手タイミングが遅いなど時期や期限などに関して問題の有無をチェッ

クする。「サイクル」は、業務を実施する頻度や間隔などに関して、たとえば、実施するサ

イクルが長い(年に一度など)、業務を実施する間隔が必要以上に空きすぎるなどに関して、

問題の有無をチェックする。「期間単位」は、業務上使用する情報の期間や最小単位に関し

て、たとえば、前年の実績と比較できない、月別の数値しかないなどに関して、問題の有

無をチェックする。 

図表２－８⑦は管理項目に関する問題を項目不足、粒度、正確性の３つの視点から評価

して、問題がある場合は「×」を記入する。複数の問題がある場合、複数の列に「×」を

記入する。「項目不足」は、業務上使用する情報の項目が足りないことにより発生している

場合にチェックする。たとえば、前工程から入手する書類やデータに必要な項目が書かれ

ていない、情報システムに入力する該当欄がないなどに関して問題の有無をチェックする。

「粒度」は、業務上使用する情報の単位の不適切（過大／過小）により問題が発生してい

る場合にチェックする。たとえば、全社の合計値しかないので部門別に按分している、製

品別や製造ライン別の分析ができない など情報の粒度に関して問題の有無をチェックす

る。「不正確」は、業務上使用するための入手情報が正確でないことにより問題が発生して

いる場合にチェックする。たとえば、記載内容を毎回電話で確認している、情報が不正確

なので使用していない、数値を修正しているなどに関して問題の有無をチェックする。 
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図表２－８ 自己チェックの為の「業務機能プール」のレイアウト 

（新たに追加したカラムは⑤~⑪である） 

 

 

図表２－８⑧は業務成熟度に関する問題をＣＯＢＩＴの５段階を参照して、初期状態、

レベル１ レベル２ レベル３

1 1 1 入出庫管理 部材倉出
出庫指示作
成

製造指図データに基づき、倉庫から工
程への出庫指示データを作成し、製造
指示書毎の出庫指示書を出力する。

・製造指図毎に、生産に必要な材料の
倉庫から工程への出庫指示書を出力で
きること。
・出庫指示書は、在庫管理単位での指
示ができること。
・出庫するロットは先入先出しで、自動
的に選定できること。

1 1 2
出庫指示書
回付

出庫指示書に製造管理票を添付して
回付する。

(システム対象範囲外)

1 1 3 出庫作業
出庫指示書に基づき、倉庫より原材料
を出庫する。

(システム対象範囲外)

1 1 4 出庫登録 出庫を登録し、在庫を引き落とす。
・工程への払出し時に、倉庫から工程へ在
庫が移動したことを登録できること。

システム要件

業務機能【雛型】

項目番号

業務機能レベル

業務機能説明

① ② ③ ④

【 記述欄 】
時間軸の問

タイミング サイクル 期間単位 項目不足 粒度 不正確

有 × × ×

有

有

有 × × ×

業務の有無

管理項目の問題

⑤ ⑥ ⑦

業務成熟度 情報ｼｽﾃﾑ使用状況

 5：最適化状態
 4：管理可能状態
 3：定義済状態
 2：反復可能状態
 1：初期状態

 3：基幹ｼｽﾃﾑのみ
 2：基幹ｼｽﾃﾑ+ｴｸｾﾙ
 1：定型ｴｸｾﾙ/ｱｸｾｽ
 0：紙 等

4 2 業務課

4 2 業務課

担当部
署

備考

⑧ ⑨ ⑩ ⑪
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反復可能状態、定義済状態、管理可能状態、最適化状態の５段階で評価し、該当すると思

われる番号を選択する。「初期状態」は、当該業務について標準化されたプロセスはなく、

事例ごとに場当たり的な手法が用いられる傾向にある状態をいう。「反復可能状態」は、同

じ仕事を別の人が行っても、同様の手順で行われる程度の決められたプロセスは存在する

が、標準化された手順を訓練および伝達する制度化また、は成文化された状態にないため、

誤りが生じやすい状態をいう。「定義済状態」は、手順が標準化かつ文書化され、トレーニ

ング等を通じて必要な人に伝達されているが、標準化された手順に従うかどうかは個々の

人に任されており、定義された通りに実施されていない業務が発生しても発見しにくい状

態をいう。「管理可能状態」は、手順の順守度を管理することができ、手順の適切さが疑わ

れる場合には対応策をとることができる状態をいう。具体的には、業務手順が適時に改善

され、システムや各種管理ツールが仕組みとして組み込まれており、適切に使用されてい

る状態をいう。「最適化状態」は、継続して業務プロセス改革を行い、他部門と連携して運

用してきた結果として、手順は最も効率化された状態に保たれている状態をいう。具体的

には、業務のワークフローのシステム化ができており、標準化された業務を最適化して適

用できる状態をいう。 

図表２－８⑨は情報システムの使用状況をチェックする。「０：紙等」は情報システムを

使用していない状態、さらに、「１：定型エクセル／アクセス」、「２：基幹システムとエク

セルまた、はアクセスの組み合わせ」、「３：基幹システムのみ」の４段階で、実際の業務

の遂行状態を評価し、該当する番号を選択する。「紙等」は、当該業務について業務を実行

する際に、たとえば、個人的に作成した集計表や紙の報告書など手書きの情報伝達や個人

的に作成した Excel 表などを使用して業務が遂行されている状態をいう。「定型エクセル／

アクセス」は、業務を実行する際に、たとえば、Excel による定型的報告書式、Access 画

面へのデータ入力 など、会社や部署で決められた Excel 表や Access を使用している状態

をいう。「基幹システム＋エクセル（Excel もしくは Access）」は、業務を実行する際に、

たとえば、生産管理システムから実績データを Excel や Access にデータ出力して集計して

いるなど、基幹業務を支援するための情報システム（Microsoft 社の Office 製品以外）と

Excel や Access の両方を使用している状態をいう。「基幹システムのみ」は、業務を実行す

る際に、たとえば、生産管理システム、在庫管理システム、原価計算システムなどの基幹

業務を支援するための情報システムのみを使用している状態をいう。 

図表２－８⑩は担当部署欄であり、担当部署名また、は担当者名を記入する。その業務

をどの部署また、は担当者が行っているかを示す。事前に自社の組織図で組織名または組

織コードが決まっていれば、該当する組織名または組織コードを記入する。図表２－８⑪

は③の業務機能の説明欄の記述と実際の自社での実施内容が異なる場合に相違点を記述す

る。また、類似しているが異なる追加業務を実施している場合も備考欄にその旨を記述す

る。これによって、企業ごとに異なる業務内容を把握することができる。 

次に、「業務機能プール」の結果を業務フロー図で表現し、業務を機能とプロセスの両面
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から可視化し、業務機能と業務フローを双方向で変更可能な手法である「Stream+」の実際

についてのべる。 

 

２．５ 「Stream+」による業務フローの自動作成業務と可視化 

 

「業務機能プール」は作業の順に記述しているので、時間をかければ、Excel で作成され

た「業務機能プール」から業務フローを書くことは可能である。実務では、業務をフロー

化する作業には多くの時間がかかるので、業務をさらに効率的かつ効果的に可視化するに

は、「業務機能プール」から自動的に業務フローが作成され、さらに連動して修正できる仕

組みが必要であると考えた。また、実際の業務プロセス改革プロジェクトで新業務を設計

するにあたっては、Excel で作成された業務機能プール」を変更して新業務を記述した場合

には、改めて新業務に対応する新業務フローを書く必要がある。つまり、「業務機能プール」

では、業務機能の変更と業務フローの変更が連動していない。 

そこで、業務機能を変更した場合に、人手でフローの該当部分を変更するのではなく、

システムによって自動的に業務フローを変更することが出来、業務フローを変更した場合

には、システムによって自動的に業務機能を変更することができるしくみの開発が必要で

あると考えた。 

 

２．５．１ フロー図による業務の可視化の要件 

 

「業務機能プール」を使って現状業務をチェックした結果を、業務フローで可視化する

に当たり、実現したい要件を次のように整理し、その要件を実現することができるツール

を構築することにした。その要件は以下のとおりである。 

①「業務機能プール」から自動的に業務フロー図が作成されること 

「業務機能プール」は入れ子構造で出来ており、業務は作業の順番に記述されている。

従って、これをそのまま業務フロー図に展開できれば、業務の流れをフロー図で可視化で

きることになる。 

②業務並びに業務と業務の間の業務フローに問題がある場合、その業務の問題を可視化し

てわかり易く表示できること 

「業務機能プール」はレベル３の業務に対して、図表２－８に示した評価項目ごとに評

価できる。その評価結果をフロー図の中で可視化して表示できれば、業務プロセス改革プ

ロジェクトメンバーは、現状業務課題をフロー図で、可視化された状態で確認することが

できる。それによって、業務プロセスに対する課題解決が効率的かつ効果的に推進できる

と考えられる。 

③Excel で作成された「業務機能プール」と業務フローが双方向で変換できること 

 業務フローをもとにして、業務プロセス改革や業務のシステム化など改善案が提示され
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たとき、その改善後の新業務フロー図から自動的に「業務機能プール」を変更する。そし

て、業務プロセス改革プロジェクトでは、何度も検討を重ねて新業務を設計するので、そ

の新業務フローと新業務を反映した「業務機能プール」をバージョン管理することによっ

て、効率的且つ効果的に新業務設計ができると考えた。 

 以上の要件をもとにしていくつかの市販パッケージ・ソフトウェアを検討し、その適合

性から株式会社サン・プラニング・システムズの iGrafx を使って、「業務機能プール」の可

視化を実現するツールを開発することにした。すわわち、株式会社サン・プラニング・シ

ステムズに開発要件を提示し、必要な機能を備えたシステムを開発し、これを「Stream+」

と命名した。 

「Stream+」は「業務機能プール」による現状の評価結果を業務フロー図に表示する。ま

た、「Stream+」は業務のフロー化だけではなく、評価結果である問題も業務フロー図の中

に可視化して表示することができる。従って、業務プロセス改革プロジェクトの関係者は

「業務機能プール」と業務フロー図並びに業務フロー図に可視化して表示された問題を共

有することによって、新業務の構想を効率的且つ効果的に検討することができる。すなわ

ち、最適化された業務機能と業務フローを効率的且つ効果的に検討し、設計することがで

きる。 

 

２．５．２ 「Stream+」による業務の可視化 

 

業務を業務機能と業務フローの双方からの検討し、業務プロセスを最適化する作業を繰

り返す。これによって、業務プロセス改革プロジェクトのメンバーは、最適な業務機能と

最適な業務フローの作成を効果的且つ効率的に行うことができる。図表２－９は、「Stream+」

による業務プロセス改革の概要を模式図で示したものである。 

 

以下に、図表２－９に示した内容について、番号順に説明する。 

 

（１）「業務機能プール」による現状の可視化 

まず、業務プロセス改革のプロジェクトメンバーが、業務プロセス改革対象部門の担当

者に対して「Stream+」を使った業務プロセス改革の進め方について説明する。説明は対象

部門の担当者一人一人に行う場合もあれば、複数の対象部門の複数の担当者に対して行う

場合もある。実務では、1時間程度の説明である。 

 次に、対象部門の担当者は、「Stream+」にある「業務機能プール」を使って、それぞれ

の担当機能分野について、それぞれの都合の良い時間で、現状確認しながらチェック、記

入する。実務では、図表２－３に示した販売管理、調達管理、製造など８分野について、

対象部門の担当者がそれぞれ一つの分野を担当し、チェック、記入するのに必要な時間は 1

時間程度である。 
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さらに、記入を終えた対象部門の担当者は、記入内容に間違いがないかを確認するため

に、必要に応じて、他の対象部門の担当者などに意見を求める等の作業を行う。 

そして、Excel で作成された記入済みの「業務機能プール」は業務プロセス改革のプロジ

ェクトメンバーに送信される。 

 

図表２－９ 「Stream+」による業務プロセス改革の流れ 

（「業務機能プール」とフロー化による可視化の実現） 

 

 

 

（２）業務フローによる現状の可視化 

プロジェクトメンバーは、Excel で作成された記入済みの「業務機能プール」から「Stream+」

のフロー化の機能を使って、ほぼ自動的に業務フロー図を作成する。実務では、全ての業

務機能領域をフロー化するために必要な日数は 1日から 2日程度である。 

さらに、プロジェクトメンバーは、作成された全ての業務機能領域の「業務機能プール」

と「Stream+」による業務フロー図を読み込んで、業務フロー図で可視化して表示された問

題や情報システムの使用状況などの情報を使って、現状の理解とともに、解決すべき課題

等を整理する。 

 

（３）業務フローの最適化 

プロジェクトメンバーと対象部門の担当者は、可視化された現状業務フロー並びに整理

（１）「業務機能プール」による現状の可視化

（２）「業務フロー」による現状の可視化 （３）業務フローの最適化

（４）「業務機能プール」による最適化された業務の可視化
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された課題等について討議し、業務プロセス改革の方向性や、解決すべき課題やその解決

策および、改革後の業務プロセスについて具体化する。討議により具体化された改革後の

業務プロセスは、「Stream+」の業務フローの変更作業を行うことによって、最適化された

改善後の業務フロー、すなわち、新業務フローとして可視化される。 

 

（４）「業務機能プール」による最適化された業務の可視化 

業務プロセス改革プロジェクトのメンバーは、新業務フローを、「Stream+」の機能を使

って、Excel で作成された「業務機能プール」に変換する。 

表形式の Excel で作成された「業務機能プール」は、新業務フローに対して、「業務機能

プール」に標準機能として組み込まれているシステム要件（図表２－５参照）と統合し、

新業務フローをどのようにシステム化し、実現するかなど、実現化の為の討議を行う。 

このようにして、業務プロセス改革プロジェクトのメンバーは、業務を業務機能と業務

フローの双方から最適化作業を繰り返すことによって、最適な業務機能と最適な業務フロ

ーの作成を効果的且つ効率的に行うことができる。 

次に、「業務機能プール」で確認された課題や情報システムの使用状況などの自己チェッ

クの結果を、「Stream+」で可視化する方法を図表２－１０に示す。 

「業務機能プール」では、自己チェックを行う際の評価項目がいくつかある。（図表２－

８参照）図表２－１０⑥「時間軸の問題」、図表２－１０⑦「管理項目の問題」では、業務

機能調査表に「×」印を入れると、それぞれ、図表２－１０に示した記号（ＴＴ，ＴＣ，

ＴＰ，ＭＬ，ＭＵ，ＭＩ）が業務機能の左右に記載される。この表示があるということは、

その業務に問題があるということを示している。図表２－１０⑧「業務成熟度」は１から

５の５段階で評価され、図表２－１０に示すように、業務機能のボックスの左下に評価さ

れた番号が記載される。図表２－１０⑨「情報システム使用状況」は０から３の４段階で

評価され、図表２－８に示すように、業務機能のボックス自体の色が変わる。たとえば、

評価が３であれば、業務機能のボックスの色は水色で表示される。⑤の「業務の有無」に

対して、該当業務が無い場合は、業務機能のボックスの色はグレーで表示され、業務機能

のボックスは業務フローの枠外に記載される。 
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図表２－１０ 「Stream+」による業務の可視化 

 

 

２．５．3 「Stream+」による業務の可視化のアウトプット事例 

 

コンサルティングの実務で、加工組立型製造業を対象にして、「Stream+」を活用して現

状業務の把握と問題抽出並びに課題設定を行った。複数会社での取り組みの結果、分析結

果を可視化して見せる方法を定型化することが出来た。以下にアウトプット例を示す。 

 

（１）「Stream+」を使って、業務を業務機能で可視化したアウトプット例 

図表２－１１に「Stream+」の「業務機能プール」を使って、業務プロセス改革対象部

門の担当者が記載した自己チェックの集計結果を例示して示す。 

 

 

 

 

 

【 記述欄 】
時間軸の問

タイミング サイクル 期間単位 項目不足 粒度 不正確

有 × × ×

有

有

有 × × ×

業務の有無

管理項目の問題

業務成熟度 情報ｼｽﾃﾑ使用状況

 5：最適化状態
 4：管理可能状態
 3：定義済状態
 2：反復可能状態
 1：初期状態

 3：基幹ｼｽﾃﾑのみ
 2：基幹ｼｽﾃﾑ+ｴｸｾﾙ
 1：定型ｴｸｾﾙ/ｱｸｾｽ
 0：紙 等

4 2 業務課

4 2 業務課

担当部
署

備考

⑤ ⑥ ⑦

⑧ ⑨ ⑩ ⑪

標準業務機能調査表の項目欄に「×」を入れると
自動的にアイコンと文字が付与される

文字 項目

TT タイミング

TC サイクル

TP 期間単位

ML 項目不足

MU 粒度

MI 不正確

標準業務機能調査表「情報システムの使用
状況」に数字を入れると自動的に数字が付
与される

評価 ボックスの色

３ 水色

２ グリーン

１ ピンク

０ 白

業務なし グレー
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図表２－１１ 自己チェックの集計結果の例（調達管理：抜粋） 

 

 

 

業務機能はレベル３でチェックするが、集計表ではそれらレベル３の自己チェックの結

果を集計し、レベル２で評価をした。たとえば、図表２－１１の上段の発注処理では、レ

ベル３で、業務の有無では、該当する業務が５である。項目数は、レベル２の発注処理に

対して、レベル３の業務数が７であることを示している。従って、該当率では、７１．４％

（５／７）である。同じく、充足率も７１．４％（５／７）である。タイミングでは、該

当数が０とは、問題があるとチェックした項目数が０であることを示している。従って、

該当率は０であり、充足率は１００％である。実際に、発注処理のレベル３は、発注案修

正、発注入力、移動案（修正）作成、発注案承認、発注書出力、発注書ＦＡＸ、発注デー

タ作成／送信（ＥＤＩ）の７項目で構成されている。移動案（修正）作成および発注デー

タ作成／送信（ＥＤＩ）業務は無く、この２項目の業務について充足度は「×」の評価に

なっている。そこで、該当する７項目の内、充足している項目は５であり、充足度は７１％

（５／７）となる。図表２－１１の下段は、調達管理機能の全てを示している。ここでは、

充足率が１００％ではない業務、すなわち、何らかの問題があるとした業務に網掛けをし

て表示した。 

このように、業務プロセス改革プロジェクトのメンバーは、従来はインタビュー等によ

って業務プロセス改革対象部門の業務の実態を把握していたが、「Stream+」を使うことに

よって、業務プロセス改革対象部門の担当者自身が自己チェックをした結果をもとにして、

機能の充足率

業務の有無
業務

成熟度
情報ｼｽﾃﾑ
使用状況

レベル1 レベル2 レベル3 充足度 タイミング サイクル 期間単位 項目不足 粒度 不正確 成熟度 システム化
発注管理 発注処理 該当数 5 0 0 0 0 0 0 5 5

項目数 7 7 7 7 7 7 7 7 7
該当率 71.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 71.4% 71.4%
充足率 71.4% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 71.4% 71.4%

業務機能レベル 時間軸の問題 管理項目の問題

業務の有無
業務

成熟度
情報ｼｽﾃﾑ
使用状況

レベル1 レベル2 充足度 タイミング サイクル 期間単位 項目不足 粒度 不正確 成熟度 システム化

調達計画 長納期品所要量計算 100% 0% 0% 50% 100% 100% 50% 50% 100%
長納期品需給調整 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 100%

発注管理 発注/移動量計算 100% 33% 100% 67% 100% 100% 100% 100% 100%

発注処理 71% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 71% 71%

拠点間移動処理 100% 0% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 100%

納期回答 100% 67% 100% 100% 100% 100% 67% 100% 100%
納期管理 100% 50% 50% 50% 100% 100% 100% 100% 50%

部材出荷管理 部材出荷処理 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%
部材入荷管理 部材入荷処理 67% 83% 83% 83% 100% 100% 100% 50% 50%
検収管理 検収処理 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0%
購買/外注管理 引合（購買/外作） 100% 0% 0% 0% 0% 100% 0% 100% 0%

見積（購買/外作） 100% 0% 0% 100% 0% 100% 0% 100% 0%
買値引 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
外注単価チェック 100% 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
外注進捗管理 100% 100% 100% 0% 100% 100% 100% 100% 100%

部材支給管理 支給指示 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
無償支給 100% 67% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 67%
有償支給 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%

情報・実績管理 購買分析 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

業務機能レベル 時間軸の問題 管理項目の問題
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現状業務を可視化して把握し、それを評価することが出来た。 

 

（２）「Stream+」を使って、業務を業務フローで可視化したアウトプット例 

図表２－１２に「Stream+」を使って「業務機能プール」から自動作成された業務フロ

ーを示す。業務フローは Excel で作成された「業務機能プール」を使って自己チェックを

行った結果が反映されている。 

具体的には、図表２－１０で説明したように、自己チェックで「×」を入れた評価項目

は、記号（ＴＴ，ＴＣ，ＴＰ，ＭＬ，ＭＵ，ＭＩ）が業務機能のボックスの左右に記載さ

れている。この表示があるということは、その業務に該当する課題があるということを示

している。Excel で作成された「業務機能プール」では、業務の前後関係が見えにくいが、

業務を業務フローで可視化することによって、前後関係を含む一連の流れとしての業務課

題を容易に確認することができる。 

また、業務成熟度は１から５の５段階で評価され、業務機能のボックスの左下に評価さ

れた番号が記載されている。図表２－１２では、評価は５（最適化状態）であり、業務は

安定していることを示している。また、情報システムの使用状況は０から３の４段階で評

価され、業務機能のボックス自体が色別に示されている。図表２－１２のほとんどの業務

機能のボックスの色は水色である。これは情報システムの使用状況の評価が３（基幹シス

テムのみ）であることを示している。つまり、調達業務は基幹業務システムで運営されて

おり、その業務成熟度は最適化状態にあることを示している。該当業務が無い場合は、業

務機能のボックスの色はグレーで表示され、業務機能のボックスは業務フロー図の枠外に

記載されている。図表２－１２では、レベル２の発注処理で、レベル３の移動案（修正）

作成と発注データ作成／送信（ＥＤＩ）の業務が無いことを示している。 

このように、業務フローには Excel で作成された「業務機能プール」を使って自己チェ

ックを行った結果が可視化して反映されている。 

 

（３）業務プロセス改革の方向性に関する提案のアウトプット例 

「Stream+」を使って、現状業務を業務機能と業務フローで表示し、同時に問題を可視

化して表示することができる。その結果を業務プロセス改革プロジェクトメンバーで検討

し、課題を設定し、業務プロセス改革の方向性を導いた。そのアウトプット例を図表２－

１３に示す。 

図表２－１３の上段は、「業務機能プール」の自己チェックの結果を示す。レベル２で、

業務機能は全体で１３機能ある。その中で、問題が無いと回答されているのは、「原価基準

設定」、「実績データ収集」、「実際原価の集計」、「原価差異分析」の４つの機能である。そ

の他の９つの業務機能については、何らかの問題があると回答されている。 
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図表２－１２ 自動作成された業務フロー例（調達管理より抜粋） 

 

 

 

業務の有無に関しては、充足度が低いと回答されている機能は、レベル３の業務機能１

３機能の内、９つの機能である。また、業務の成熟度については、レベル３の業務機能１

３機能の内、８つの機能について成熟度が低い、すなわち業務が安定していないと回答し

ている。情報システムの使用状況では、レベル３の１３の業務機能の内、８つの機能につ

いて、システム化のレベルが低いと回答されている。これは、業務が人に依存する不安定

な仕組みになっている可能性があることを示していると考えられる。 

以上の分析と業務プロセス改革の方向性の提案は、「Stream+」を活用して、現状業務を

可視化し、問題を共有し、課題設定して得られた検討結果の一部である。 
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図表２－１３の中段では、「Stream+」の総合的な分析の結果から、推察される問題点と

課題仮説を記述した。下段の右側に記述しているのは、業務プロセス改革の方向性を示し

ている。 

 

図表２－１３ 業務プロセス改革の方向性の提示例（原価管理の事例より） 

 

 

 

このように、「Stream+」を使った業務プロセス改革プロジェクトでは、業務の可視化を

効率的且つ効果的に行い、その分析結果から問題の共有化と課題仮説の設定や業務プロセ

ス改革の方向性を示す。すなわち、業務プロセス改革プロジェクトにおいて、可視化され

た事実に基づく討議を促進する。討議の結果は「Stream+」の業務機能と業務フローの双

方向からの変換機能を使って、効率的且つ効果的に新業務の設計作業を繰り返し、最終的

に、最適な新業務を設計することができる、 

図表２－１３の下段は、新業務を実現する業務改革プロジェクトの取り組みについて記

述している。具体的には、その業務プロセス改革の方向性を実現する為には、たとえば情

報システムを改修するだけでは目指す業務プロセス改革を実現することは不可能である。

そこで、ここでは、「戦略・方針」、「業務プロセス」、「ＩＴ」、「組織・役割」、「運用ルール」

業務の
有無

業務
成熟度

情報ｼｽﾃﾑ
使用状況

レベル1 レベル2 充足度 タイミング サイクル 期間単位 項目不足 粒度 不正確 成熟度 システム化
標準/予定原価設定 原価基準設定 60% 80% 80% 100% 100% 100% 80% 60% 60%

費目別原価設定 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
製番別原価設定 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%
標準/予定原価登録 100% 0% 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
標準/予定原価承認 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%

実際原価 実績データ収集 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
実際原価計算 78% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 78% 78%
出荷後原価の把握 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%
製番のクローズ 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%
実際原価の集計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
製番別原価差異分析 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0%

原価分析 原価差異分析 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
コスト分析 50% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 50% 50%

時間軸の問題 管理項目の問題業務機能レベル

「Stream+」の分析より推察される問題点（仮説）

• 標準（予定）原価の精度が低く、原価のシミュレーションがで
きない可能性がある

• 原価の実績値と予測値との差異原因の分析が十分になされ
ておらず、差異原因の改善に向けたアクションに繋がってい
ない可能性がある。

業務プロセス改革の方向性（目指す姿）

• 原価情報を定期的に更新し、改善活動に活用できる原価計算
制度を再構築する

• 改善計画作成に資する原価情報が、タイムリーに把握できる

• 確度の高い予算作成と予算管理が実行可能となっている

• 原価のシミュレーション、製品の見積りが迅速にできる基盤情
報の整備ができている

実行案

戦略・方針 • 原価計算制度の再設計（原価計算規定の改変）

業務プロセス • 標準（予定）原価作成業務、実績原価との差異分析、決算の為の実際原価作成プロセスの検討

ＩＴ • 標準（予定）原価計算・実績原価計算・差異分析が可能なシステムの構築

• 原価計算に必要な情報を入力できる仕組みの構築

組織・役割 • 標準（予定）原価の維持管理、差異分析を行なう組織の新規構築

運用ルール • 原価管理可能となる、精度の高いマスタ情報の維持管理
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について、業務プロセス改革の方向性を実現する為の取り組みについて、全体を統合して

示した。実際に、業務プロセス改革は、改革の方向性に対する経営の関与と明確な方針の

提示を含む総合的な改革であり、業務を業務機能と業務フローの両面から可視化して見せ

る技術が重要であることがわかる。 

 

２．６ 加工組立型製造業における「Stream+」活用事例 

 

２．６．１ 加工組立型製造業を対象にした地方銀行の事例 

 

広島銀行13では、自動車関連の製造業を代表とする地場産業の育成に関して、借り手であ

る取引先企業の事業をより理解して、取引先企業の経営計画の策定を通じて経営改善を支

援する取り組みを継続して行ってきた。高度成長期には旺盛な資金需要に対して、貸し手

である銀行は貸出審査を行い、借り手である企業に必要な資金を供給してきた。低成長期

に入り、業種によっては事業縮小や廃業等の後ろ向きの資金が必要になり、取引先企業の

事業存続リスクの把握がより重要になってきた。それと同時に、取引先に対しては、いわ

ゆる不動産担保だけではなく、経営の良否に応じて取引内容を選別する必要が生じてきた。

すなわち、経営状態に問題のある取引先に対しては、その経営状態を従来の貸出審査にと

どまらず、経営の取り組みそのものに対して情報を共有し、経営計画の作成支援を通じて、

事業再生を支援する。一方で、事業規模が小さくても、成長が見込めると思われる企業に

対しては、その事業の内容をよりよく理解し、将来計画を共有した経営計画の作成を支援

し、資金面の支援のみでなく、経営指導も含めて支援する取り組みである。 

同行では、従来から取引先企業の経営計画策定支援を行っていたが、取引先企業の事業

のみでなく、その業務の実態をより効率的且つ効果的に理解するために、「業務機能プール」

を使った現状業務の可視化に取り組んだ。以下に、その取り組み内容を説明する。 

（１）業務を可視化するにあたっての取り組み課題 

一般に、銀行は取引先企業の経営実態を把握するに当たり、取引先企業の財務内容や商

品・サービスだけでなく、経営者や経営幹部との情報交換を通じて、より広範囲に、様々

な視点で取引先企業の実態を把握している。しかし、同行では、その実態の把握の内容に

は偏りがあると考えた。つまり、 

①取引先企業の財務面での経営実態や経営者に関する情報は、損益計算書や貸借対照表な

どの財務諸表を共有し、継続的な面談を通じて、十分に把握しているといえる。 

②取引先企業の事業に関しては、たとえば製造業であれば、会社案内や商品サービスのカ

タログや工場見学を通じて、また継続的な情報交換等により実態把握が可能といえる。 

                                                   
13 株式会社広島銀行：2014 年 9月 30日時点で、国内本支店 150店、出張所 18、海外駐在員事

務所 23を有する地方銀行で、預金業務、貸出業務、有価証券売買業務・投資業務、為替業務な

どを行っており、資本金 545 億 73百万円、預金 6兆 2,388 億円、貸出金 4兆 9,426億円 である。 



40 

 

③取引先企業が所属する業界に関する情報については、外部環境情報の収集分析を積み重

ねており、十分に情報を把握しているといえる。 

④一方、企業の業務プロセスの実態、たとえば、製造業であれば受注管理や生産管理、製

造管理や原価管理などの業務の遂行状態について、その実態を把握し、その実態情報を可

視化して、取引先と業務課題について討議する為の情報は不足していると認識していた。 

⑤つまり、企業の業務プロセスの実態を把握し記述する方法、および、その把握した情報

を評価する方法について、効率的で効果的な手法の開発が必要と考えた。 

 そこで、同行は、様々な取り組みの一つとして、本論文の成果である「業務機能調査表」

を使って、取引先企業の業務の可視化を試みた。実際には、「業務機能調査表」をもとにし

て、銀行員が直接、取引先企業の担当者にインタビューすることによって業務の実態把握

を試みた。しかし、実際に実施してみると、実態調査をする担当銀行員と取引先企業の担

当者の双方が調整して、十分な時間を割くことができる日程を確保するのは容易ではない。

また、実際にインタビュー形式で実施すると、予想以上の時間がかかる。すなわち、「業務

機能調査表」のレベル３は４７３あり、これを質問し、回答内容を記述する作業には膨大

な時間がかかることがわかった。さらに、時間がかかるだけでなく、担当銀行員の業務に

対する理解度によって、「業務機能調査表」を用いても、現状業務を把握する為の記述を効

率的に進めることが出来ないことがわかった。 

 

（２）「Stream+」を使った業務可視化の取り組み 

同行は、効率的且つ効果的に取引先の業務プロセスの実態把握をする為には、取引先企

業の担当者による自己チェックの仕組みが必要であると考えた。 

そこで、本論文の成果である自己チェックによる業務の可視化を可能にした「業務機能

プール」を取引先企業の業務の実態把握に適用することにした。同時に、「業務機能プール」

から業務フロー図を自動的に作成する「Stream+」によって、業務を業務フロー図で可視

化することを試みた。図表２－１４は、実際に機械部品製造業Ｘ社に適用した取り組みを

模式図で示したものである。すなわち、取引先に Excel で作成された「業務機能プール」

を提示し、その記述方法を説明して、実際に取引先企業の担当者が「業務機能プール」を

用いて、自社の業務の実態を記述することにした。 

この取り組みにおいて、取引先と同行が双方の可能な日程を調整して作業を実施するの

は、図表２－１４において白抜きで示した説明会の実施（１日）と取引先企業への報告と

討議（１日）だけである。その他の作業は取引先企業の担当者および同行の担当者がそれ

ぞれの可能な日程で独自に作業をすることができる。また、実際に「業務機能プール」に

記入するのは、最も業務を知っている取引先企業の担当者であり、実際に取り組んでみる

と「業務機能プール」への記入時間は短くて済むことがわかった。 
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図表２－１４ 「Stream+」を使った可視化の取り組み 

（機械部品製造業Ｘ社の例） 

 

 

 

図表２－１５にその作業計画書の作業項目を示す。作業スケジュールは一部を抜粋して

示す。「業務機能プール」への記載は、販売管理や調達管理、在庫管理、管理会計など、実

際に業務を熟知している取引先企業の担当者が分担して記入した。それによって、記入方

法に関する説明会の実施後、取引先企業では、「業務機能プール」への記入は容易であり、

且つ短時間で記入することが出来た。 

図表２－１５の作業計画書により行われた実際の作業の所要日数（工数：人日）の概算

を図表２－１６に示す。また、参考として、実務でコンサルティング会社が同様の業務を

受託して実施する場合の概算の所要工数をそれぞれの作業ごとに比較して示す。業務を可

視化して報告する一連の作業では、「Stream+」による可視化作業の総所要工数が１３人日

であるのに対して、インタビューにより外部の専門家が実施する場合は、５４人日と見積

もられ、「Stream+」による可視化作業は約１／４である。実際に最も時間がかかる業務機

能調査では、説明会を実施する 1 人日であり、インタビューにより外部の専門家が実施す

る場合は、２０人日と見積もられる。従って、「Stream+」ではインタビューにより外部の

専門家が実施する場合と比較して、１／２０の工数で業務の記述が可能になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務機能調査表
記入

業務機能調査表
分析

フロー化

報告書
作成

取引先企業への
報告と討議

(１日）

取
引
先

銀
行

説明会
の実施
(１日）
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図表２－１５ 「Stream+」を使って業務の可視化を行った作業計画書 

（機械部品製造業Ｘ社の例：一部抜粋） 

 

 

 

業務フローの作成においては、「Stream+」によるフロー化の作業が２人日であるのに対し

て、手作業によるフロー化の作業では、２０人日と見積もられ、「Stream+」では従来法に

より外部の専門家が実施する場合に比較して、１／１０の作業工数で業務のフロー化が可

能である。 

 

大 中 小
開始

（予定）
開始
実績

終了
（予定）

終了
（見込）

終了
実績

1000 実態情報の作成

1100 業務機能調査表記入

1110 業務機能調査表記入説
明実施

業務機能調査表の記入方法について
説明を実施する

4/3 4/3 4/3 4/3

1120 業務機能調査表QA実
施

業務機能調査表の不明点等について
QAを実施する

4/3 4/12 4/12

1130 業務機能調査表を作成
する

業務機能調査表の調査項目への記
入を行う

4/3 4/12 4/15 4/15

1200 フローチャート作成

1210 「Stream+」の操作説明 システムの受領及び説明を受ける 4/15 4/15 4/15

1220 フローチャート化作業 フローチャート化作業を実施する 4/18 4/24 4/24

1230 フローチャートチェック フローチャート化作業を最終化する 4/25 4/26 4/26

1300 変革点検討

1310 業務調査表集計 業務調査表の回答結果を集計する 4/15 4/26 4/26

1320 集計結果分析 集計された結果について分析、コメン
トを行う

4/26 5/2 5/2

1330 フローチャート分析 集計された結果について分析、コメン
トを行う

4/26 5/2 5/2

1400 報告書作成

1410 報告書作成 報告書を作成する。 4/30 5/7 5/7

1420 報告書最終化 報告書の最終化を行う。 5/8 5/8 5/8

1500 報告会

1510 報告会準備 報告会の日程、場所、出席者等の調
整を行う。

4/15 4/24 4/24

1520 報告会実施 作成された報告書に関する報告を実
施する。

5/9 5/9 5/9

作業番号 スケジュール管理
作業項目 作業内容
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図表２－１６ 「Stream+」による可視化と従来法の比較 

 

 

 

作業期間では、「Stream+」を使う場合は、２週間程度で完了しているが、インタビュー

による方法では、最短でも１．５ヶ月は必要であり、外部の専門家と取引先企業の担当者

のスケジュール調整を考慮すれば、実際には２．０か月は必要と思われる。すなわち、所

要工数で１／４、作業期間で１／４程度であり、現状業務の把握と可視化の作業の生産性

は約４倍になったと考えることができる。 

しかし、重要な効果は、最も業務に精通している取引先企業の担当者自身が、現状業務

の把握とその可視化作業を担当して実施することができるようになったことである。すな

わち、同行にとって、効率的且つ効果的に取引先企業の現状業務を把握し、可視化するこ

とが可能になり、実際に実務で使えるようになった。実際に同行では、その後多くの取引

先企業の現状業務の把握と可視化作業を行い、取引先企業との間で可視化された業務機能、

業務フローと業務課題を共有し、経営計画の策定支援や業務プロセス改革の支援を推進し

ている。すなわち、業務機能と業務プロセスの両面から現状業務の分析と新業務の設計を

可能にする「Stream+」を取引先企業の現状把握作業に適用し、取引先企業の現状業務の把

握と可視化により業務課題を共有し、経営計画作成支援にとどまらず、「Stream+」の新業

務プロセスの設計機能を活かして、企業における業務プロセス改革の推進に役立つ取り組

所要日数（工数:人日）

業務機能別 調査表集計

報告書の作成

部門別 調査表集計

• 分析の方針を決め、業務機能テン
プレートを改良し、取引先担当者に
記載して頂く。

業務機能調査表作成

• 調査結果を元に、集計を行う。
• 集計結果で課題提示と変革点およ

び、その内容を検討する

• 上記検討に基づいて、報告書を作
成する。機能面と組織面での分析
並びに変革点等をまとめる。

報告会の実施
• 作成した報告書で、報告会を実施

する

「Stream+」
による可視化作業

１人日（１名で１日）
記述方法の説明会を
実施

４人日（１名で４日）

２人日（２名で１日）

４人日（１名で４日）

業務フロー作成
• Stream+の業務フロー作成機能を

使用し、業務フローを作成する
２人日（１名で２日）

所要日数(工数：人日）

２０人日
（２名で１０日）
2名でインタビューを
実施し、記録を残す

８人日（２名で４日）

２人日（２名で１日）

４人日（２名で２日）

インタビュにより、外部
専門家が実施【参考】

２０人日（２名で４日）

１３人日 ５４人日所要日数合計（工数）



44 

 

みを推進している。 

広島地区は、マツダ株式会社に部品を納入する自動車部品製造業の集積地である。同行

は、自動車部品製造業の多くの取引先企業と一体となって、現状業務の把握と可視化に取

組み、経営計画の策定支援や業務プロセス改革を推進することで、取引先企業と従来以上

に緊密な関係を構築している。また、この取り組みを担当した銀行員は「Stream+」を活用

することよって、取引先企業の業務機能や業務プロセスに対する理解が深まり、実務を通

じて、人材育成にもなっている。 

 

２．６．２ 自動車部品製造会社における「Stream+」の活用事例 

 

広島に本社がある住野工業株式会社は、自動車用中小物精密プレス部品および溶接加工

を金型の設計・製造から部品の開発、設計、製造まで一貫して生産している、高い品質管

理体制と優れた生産技術を有する中堅の製造業である。 

同社は主要な納入先である自動車会社の海外進出に伴い、海外事業の拡大を計画し、タ

イに工場進出することを決定した。本業である自動車用中小物精密プレス部品の生産に関

しては、初めての海外生産である。製品の生産に係る技術的な取り組み、すなわち、設計

や製造に関する技術の管理、製造マニュアル、品質マニュアルなどの準備と現地社員の指

導については、国内事業における経験とノウハウが十分に生かせる分野であり、計画通り

に遂行できると判断した。 

一方、現地における受注から生産、在庫管理や原価管理などの日々の業務処理並びにそ

れを実現する業務システムに関しては全く経験が無く、現地の業務をどのように設計・構

築・定着させるかについて検討を繰り返していた。 

 様々な取り組みを検討した結果、同社は、「Stream+」の業務の可視化技術に着目して、

「Stream+」による新業務設計の進め方を検討した。その結果、「Stream+」を使って、タ

イの生産会社における新業務を設計し、システム化を含めた新業務の開発と導入を推進す

ることを決定した。 

 具体的には、まず、「Stream+」を使って、本社業務並びに国内２工場における業務機能

並びに業務プロセスを可視化して、国内事業の現状業務を雛形とすることにした。次に、

その雛形を使って、タイの生産会社の業務を設計する。国内とタイの生産会社では、同様

の製品を生産する計画であり、且つ、主要な取引先も国内と同様である。そこで、国内の

業務を雛形にして、タイの生産会社では、国内と異なる業務機能と業務フローを検討する

ことで、タイの生産会社の新業務を設計する。現有する国内業務を雛形にして、まだ稼働

していないタイの生産会社の新業務を設計する取り組みは、効率的且つ効果的なアプロー

チであると考えた。 
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（１）「Stream+」による国内業務の可視化 

同社では、一年後に控えたタイ工場での生産開始までに、業務システムを構築すること

にした。そこで、国内の本社業務並びに国内２工場の業務や業務システムの現状を把握す

るために「Stream+」を使用し、早期にタイの生産会社での業務の雛形をつくることにし

た。図表２－１７に国内事業における業務可視化の計画を模式図で示す。「Stream+」によ

る業務可視化作業は、６週間という短期間での作業計画で推進することが出来た。 

 

図表２－１７ 「Stream+」による国内業務の可視化への取り組み 

 

 

 

作業番号１１００は、「業務機能プール」を使って現状業務を自己チェックし、業務の可

視化を行う作業である。同社では、生産管理、製造管理や管理会計、財務会計の管理者が

直接、「業務機能プール」に必要事項を記入し、さらに記入した担当者並びに管理者の全員

が、それぞれが記入した内容を確認する為の会議を開催し、記入事項と問題の記述を確認

１Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ ５Ｗ ６Ｗ
4/18 4/15 4/22 4/29 5/6 5/13
（月） （月） （月） （月） （月） （月）

1110
業務機能調査表記入説明実施

業務機能調査表の記入方法について
説明を実施する

1120 業務機能調査表QA実施
業務機能調査表の不明点等について
Q＆Aを実施する

1130 業務機能調査表を作成する
業務機能調査表の調査項目への記入
を行う

1310 業務調査表集計
業務調査表の回答結果を集計する

1220 フローチャート化作業
ツールを使用し、フローチャート化作業
を実施する

1230 フローチャートチェック
フローチャート化作業を最終化する

1310 集計結果分析
集計された結果について分析、コメン
トを行う

1320 プロセスフローチャート分析
集計された結果について分析、コメン
トを行う

報告書作成
報告会の実施

1400

1300

1200

1100

大 小

分析

プロセスフローチャート作成


業務機能調査表記入

報告会


作業番号
作業項目 作業内容



46 

 

して「業務機能プール」への記入を最終化した。このようにプロジェクト関係者が記述し

た同じ「業務機能プール」を確認する過程で、プロジェクト関係者は、自社の国内業務の

理解が高まり、問題点も共有することが出来た。この取り組みにより、タイの生産会社の

新業務設計にも関係者全員で取り組む体制が整った。 

作業番号１２００は、「業務機能プール」でチェックされた結果を「Stream+」を使って、

業務フローに変換し、現状業務を可視化する作業である。 

作業番号１３００は、上記の業務機能並びに業務フローの結果を検討し、国内事業の業

務に関して、業務機能と業務フローの両面から課題を抽出し、整理し、業務プロセス改革

の改善の方向性を整理する作業である。 

作業番号１４００は、以上の内容を報告書にまとめて、報告会を実施する作業である。 

ここで整理された国内事業の業務の現状と課題、並びに業務プロセス改革の方向性が雛形

となって、以降の取り組みで、タイの生産会社の新業務を設計する。 

図表２－１８は、本プロジェクトにおける「Stream+」による業務可視化の効果を所要

工数で考察したものである。 

 

図表２－１８ 「Stream+」による業務可視化の効果（概算所要日数） 

 

 

 

 同社では、各機能担当別に「業務機能プール」に現状業務を記入し、プロジェクト関係

者で情報共有し、最終化した。それぞれの作業に終日（１日）従事したわけではないが、

プロジェクトメンバーの所
要工数

外部専門家の所要工数

1110
業務機能調査表記入説明実施

業務機能調査表の記入方法について
説明を実施する

1120 業務機能調査表QA実施
業務機能調査表の不明点等について
Q＆Aを実施する

1130 業務機能調査表を作成する
業務機能調査表の調査項目への記入
を行う 0

1310 業務調査表集計
業務調査表の回答結果を集計する

0 1

1220 フロー化作業
「Stream+」を使用し、フローチャート化
作業を実施する 0 1

1230 フローのチェック
フローチャート化作業を最終化する

0 1

1310 業務調査票の集計結果分析
集計された結果について分析、コメン
トを行う 1

1320 業務フローチャート結果の分析
集計された結果について分析、コメン
トを行う 1

1400 報告書作成 0 2
報告会の実施

６（1日×６人） 1

18 9

６（1日×６人）

合計所要日数

６（1日×６人）

1200

分析の実施

1300

報告会の実施

作業番号 作業項目 作業内容
概算所要日数（人日）

1

「業務機能プール」を使った業務機能調査表記入（概算）

1100

「Stream+」を使った業務フローの作成
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記入する時間並びに討議時間の合計を１日工数とした。従って、実際の所要時間はこの数

字よりも少ないと思われる。また、外部専門家の投入した所要工数は、概算で９日工数で

ある。一方、図表２－１６で示した通り、同様の作業を従来法で、インタビューによって

行った場合の所要工数は５４人日と見積もられる。（図表２－１６参照）概算ではあるが、

約１／６（９日／５４日）の工数である。５４日の所要工数とすれば、外部専門家が同社

で月２０日の作業をする場合に、１名で行えば、約２．５ヶ月かかることになる。本プロ

ジェクトにおけるプロジェクト期間は１．５ヶ月である。外部の専門家の所要工数が１／

６であるということは、同社が支払う外部専門家への支払い費用が１／６で済むことを意

味している。また、自社のプロジェクトメンバーで実施できる範囲が広がったことは、自

社のメンバーでプロジェクト推進が出来、スケジュール調整が容易であるので、短期間で

導入できることを示している。 

本プロジェクトの活動の結果、同社では、「Stream+」による業務可視化と課題抽出並び

に業務プロセス改革の方向性の検討結果が、タイの生産会社の新業務設計に有効に活用で

きると判断した。すなわち、国内事業を業務機能と業務フローで可視化し、それを雛形と

して、日本とタイの生産会社の業務処理の関係を討議した結果、タイの生産会社の新業務

の設計並びに新システムの設計が短期間で且つ少ない所要工数でできると確信した。 

 

（３）タイの生産会社のシステム化プロジェクト 

そこで、引き続き、「Stream+」を使って、タイの生産会社の新業務設計並びにそれに基

づく業務システムの開発と導入を実施することを決定した。タイの生産会社の業務プロセ

ス改革プロジェクトの特徴は以下のとおりである。 

プロジェクトの最終的なアウトプットは、業務設計を反映した業務マニュアル、システ

ム設計を反映したＥＲＰシステムとその操作マニュアル、それらのもとになる組織設計を

反映した組織図と業務分掌である。タイの生産会社の稼働に合わせて、プロジェクトのア

ウトプットを使って従業員の訓練が行われ、オペレーションが確実に行われている状態を

目指す。 

図表２－１９は、「Stream+」を使って、タイの生産会社の新業務の設計、開発と導入を

行う業務プロセス改革プロジェクトの推進プログラムである。図表２－１９のプログラム

の上段は、システム化構想、システム実装化、導入・展開の一連のシステム化のプログラ

ムである。下段は、システム化のプログラムと連動した業務設計・組織設計のプログラム

である。業務とプロセスの構想設計、業務の仕組みの詳細設計、導入教育の実施・導入で

構成されている。 

図表２－１９では、短期間で、タイの生産会社の業務設計、システム設計と組織設計を

同時並行で実施する。その為のツールとして「Stream+」が特に有効に使えると判断した。

その理由は、図表２－５に示したように、「業務機能プール」が加工組立型製造業の業務機

能と、それぞれの業務機能をシステムの支援で実現する為のシステム機能を記述している
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ことによる。これによって、まず、タイの生産会社の業務機能をチェックし、その業務機

能をもとにして、ＥＲＰシステムとの適合性を分析することができる。 

 また、プロジェクト運営に関しては、外部の専門家の参画や投入工数をできるだけ少な

くし、自社のプロジェクトメンバーの担当範囲を拡大し、それぞれの専門性を活かした共

同推進体制が最も効率的かつ効果的であると判断し、プロジェクト計画を策定した。 

 

図表２－１９ システム化プロジェクトの概要 

（短期間でタイ子会社へのＥＲＰパッケージ導入プロジェクト） 

 

 

 

本プロジェクトでは、業務機能の範囲とシステム機能の範囲を一致させることによって、

タイの生産会社で必要な業務の大部分を、ＥＲＰパッケージでカバーする。その理由は、

タイの生産会社の業務運営が、日本国内とは異なる環境で遂行されると考えられるからで

ある。具体的には、社員の定着率が低く、現場のワーカーを含めると平均的な離職率が３

０％程度になる可能性がある。その場合には、平均的には３年で全員が入れ替わってしま

うことになる。そこで、安定した業務運営を行う為には、業務の標準化とシステムによる

業務推進の範囲を拡大し、マニュアルを整備して、社員の入退社に即応して業務推進のト

レーニングを行い、早期に即戦力にする必要がある。どの業務をシステム化するかを検討

するにあたっては、「Stream+」を活用することによって、業務機能と業務フローの両面か

ら効率的且つ効果的に新業務を設計することが出来た。 

 本プロジェクトは、計画通りに２０１４年３月に現地で稼働し、運用が開始された。ま

た、費用面でも当初計画した予算を上回ることなく、プロジェクト活動を終了することが

システム化構想
システム要件定義/設計 開発・テスト・移行 導入・展開

 効率良いシステム構築方針を検討
する

 システムを具体的に構築する導入
ベンダーを選定する。

 システム化作業全体のマスタープ
ランを作成する。

 開発体制、投資費用、投資回収方
針（ROI)を作成し、承認を得る

 システム化の具体
的な要件（インプット
データ機能/アウト
プット帳票など）を整
理する。

 システム構築のため
のスケジュール、予
算、人員体制を詳細
化する。

 システムを開発を行なう。
 新システムテスト（検証）

を行い、導入する。
 新システム導入に向け

たデータの整備

 ユーザーに対する
教育を行なう。

 新システムの導入
状況や活用状況を
モニタリングし、当初
目標効果の刈り取り
のため、継続的な改
善を行なう。

シ
ス
テ
ム
化

2013年６月～８月（3か月） 2013年９月～１２月（4か月）
201４年１月～３月

（3か月）

業
務
設
計
・組
織
設
計

業務とプロセスの構想設計 業務の仕組の詳細設計 導入教育の実施・導入

 業務水準と現状システム（国内、海
外）との適合状況を調査する。

 タイ工場と国内の業務機能分担の
設計

 サプライチェーンのパターンの設定
 業務・プロセス・組織（タイ／国内）

の業務分担の設計

 業務の具体的な要件を整理する。
 詳細業務を設定する。
 業務マニュアル化の対象の決定

 業務マニュアル、システムオペレー
ションマニュアルの作成

 入力作業など日々のオペレーショ
ン設計

 業務指導／教育の実施

システム実装化
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出来た。すなわち、短期間で、且つ少ない投入時間で予算通りに推進できた成功プロジェ

クトといえる。 

 

２．７ 小括 

 

業務プロセス改革には、業務全体を可視化するための理論と手法が必要になる。その可

視化のためには、とくに、現状の業務を効率的に把握すること、および、定量的かつ分か

りやすく業務を可視化して見せることが重要である。 

そのために、本論文では、まず、企業における業務の中から多くの企業で共通して適用

できると思われる機能を抽出整理し、体系的に記述することを試みた。さらに、体系的に

記述した業務機能調査表を作成し、それを業務テンプレート（雛形）として実際の業務と

比較することにより、実際の業務を効率的に把握することを考えた。次に、業務を業務機

能の側面と業務プロセスの側面の両面から把握し、現状業務とその課題を可視化すること

により、業務プロセス改革プロジェクトを効率的且つ効果的に推進する手法を検討した。 

すなわち、業務機能を抽出し整理する当たり、実務を通して得られた多くの業務プロセ

ス改革事例から業務機能を収集整理し、業務の可視化においては成熟度モデルにＣＯＢＩ

Ｔで用いられている 5段階の評価方法など既存の知見を活かしながら、現状業務を把握し、

課題を可視化する手法である「業務機能プール」を考案した。 

さらに、業務は組織間をまたがってその機能が遂行されるので、業務プロセスを業務フ

ロー図で表示して可視化するという課題に取り組んだ。具体的には「業務機能プール」の

結果を業務フロー図で表示し、業務を機能とプロセスの両面から可視化し、業務機能と業

務フローを双方向で変更可能な手法である「Stream+」を考案した。 

これによって、業務を業務機能と業務プロセスの両面から把握するとともに、業務プロ

セス改革において、業務を業務機能と業務プロセスの両面から分析し、それをもとにして

新業務を設計することが可能になった。 

実際に、実務を通じて考案した「Stream+」を、地方銀行の取引先企業である加工組立型

の製造業に適用し、資金の貸し手である銀行と資金の借り手である企業の双方において、

業務の可視化による現状把握と課題抽出が効率的に行われ、銀行による経営改善支援と企

業における業務プロセス改革の推進に役立つことがわかった。 

また、自動車部品製造業のＩＳＰプロジェクトに適用し、実際に業務機能と業務プロセ

スの両面から新業務を効率的且つ効果的に設計し導入できることがわかった。 
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第３章 ＫＰＩによる経営管理の改革 

 

３．１ はじめに 

 

経営管理において、その成果を測定する最も分かり易い指標は、損益計算書や貸借対照

表、キャッシュフロー計算書などの財務諸表を用いた分析であろう。公開企業においては

各社の財務諸表は会計監査を経てその数字が正しいという確認のもとで開示される。四半

期開示、年度決算数字は会計原則に則って定義され計算され、時系列でのデータ分析も可

能であり、他社比較もできる。それら、財務諸表の作成並びに財務諸表分析とその解釈や

活用について多くの研究がなされ、実際に日常的に企業経営において活用されている（た

とえば、桜井､2012）。 

また、投資家である株主と各企業のコミュニケーションの手段として、ＩＲ（Investor 

Relations）の側面から、財務分析開示方法の改善も継続的に行われている。さらに、最近

では、ステークホルダーに対して、財務情報および非財務情報の関連性を分かりやすく、

比較可能な形で取りまとめ提供する「統合報告」も注目されている。国際統合報告審議会

（International Integrated Reporting Council）が、統合報告のフレームワークを構築、

レポートの構成要素のひとつである「業績」に関して、戦略目標に関連するＫＰＩ（定性

的、定量的）や活動内容なども含まれるに至っている。 

一方、財務的成果や業績をあげるために行われた経営活動並びに経営管理活動において、

その活動並びに活動成果を測定する指標については、各社の創意と工夫により開発され実

践されているのが実態である。 

１９９２年には、Kaplanと Norton（1992）によって、ＫＰＩを使った代表的な経営手法

であるバランスト・スコアカード（ＢＳＣ）が発表されている。ＢＳＣで（1）財務視点、

（2）顧客視点、（3）プロセス視点、（4）学習と成長視点の４つ視点で経営活動を評価する。

ＢＳＣのＫＰＩは、先行指標と結果指標の 2つに大別される。１９９３年当時に、既に、

米国企業ではＫＰＩマネジメントが広く採用されつつあり、アーサーアンダーセンのパー

トナーであったスティーブン・Ｍ・フォロニック（1994）はＫＰＩマネジメントについて

普及活動をしていた。ＫＰＩとは、経営目標を実現するために設定した、業務プロセスを

モニタリングするために設定される指標（業績評価指標：Performance Indicator）のうち、

特に重要なものを指す。よく利用されるＫＧＩ（重要目標達成指標）としては「売上高」「利

益率」などがあるが、これに対して「引合い件数」「顧客訪問回数」「歩留率」「クレーム件

数」などがＫＰＩとなり、これを一定期間ごとに計測し、業務プロセスの状態を管理する。 

しかし、1995年度当時、日本は、まだＱＣ活動などの継続的改善活動が活発に行われて

おり、ＫＰＩマネジメントに理解を示す企業は少なかった。その後、バブルが崩壊し、日

本企業は窮地に陥る。日産自動車（株）も赤字に陥り、１９９９年、ルノーからカルロス・
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ゴーンを社長に迎えた。その後、ゴーン社長が記者会見や経営計画の発表で「コミットメ

ント」という言葉を多用し、それが「ＫＰＩを明確にし、その指標の達成をコミットする

（約束する）」という経営管理手法であることが広く理解されるようになった。このＫＰＩ

マネジメントが、日産自動車で大きな成果をあげるにつれ、日本企業各社、また、コンサ

ルティング業界でも注目されることとなった。カルロス・ゴーン（2001）はその経営手法

について発表している。 

しかし、ＫＰＩマネジメントの導入は企業にとって簡単なものではなく、とくに「どの

ようなＫＰＩが自社の管理目的に照らしてふさわしいか」「どのようにしてＫＰＩを設定す

るか」などＫＰＩの設定には高度なノウハウが必要であるという課題は、現在も残ったま

まである(David Parmenter,2010)。その理由の一つとしてその時々のビジネス環境によっ

て事業成功の要因が変わることがあげられる。（Ｄ．Ｋ．クリフォード、Ｒ．Ｅ．キャバナ

ー、1985） 

本論文では、ＫＰＩをどのように設定するのかについて、まず、ＫＰＩの設定に関する

従来法について実務への有効性の視点から整理した。さらに、コンサルティングの実務を

通して新手法を考案し、実際の企業における業務プロセス改革プロジェクトに適用すると

ともにその効果を検証した。その新手法とは、多くの業務プロセス改革事例からＫＰＩを

収集整理し、最適なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプール」を活用するものであ

る。「ＫＰＩプール」の活用が、それぞれのプロジェクトにおいて最適なＫＰＩを設定する

ために有効である。最適なＫＰＩが設定されれば、組織は設定された指標の意図する方向

に動き、財務成果につながるものと考えられる。 

 

３．２ ＫＰＩ抽出および設定における従来法の課題 

 

製造業の経営管理で、基本となる３つの視点はＱ（Quality：品質）、Ｃ（Cost：コスト）、

Ｄ（Delivery：納期）であるという考え方は広く認識されている。しかし、品質を上げる

ために原価が高くなったり、納期が長くなるということでは製品の競争力が下がる。原価

を低減する為に本来必要である品質が下がるようでは同じく競争力が下がってしまう。ま

た、納期短縮の為に工程を省き品質が確保できないようでは競争力が下がる。すなわち、

売上や利益を上げるという経営管理の上位指標を達成する為には、Ｑ,Ｃ,Ｄのように相反

する要素の目標を同時に達成する活動が必要になる。このように、ＫＰＩマネジメントの

役割が重要になっているが、バランスのとれた最適なＫＰＩの設定は容易ではない。 

一般に、企業内でＫＰＩマネジメントを遂行するためには、ＫＰＩを設定するためのプ

ロジェクトがおこる。しかし、そのプロジェクトメンバーは日常的にはそれぞれの所属組

織での職務が主たる業務であり、広い経営管理領域でバランスのとれたＫＰＩを設定する

ことが困難である場合が多い。たとえば、営業部門はＤの確保を優先すると考えられ、製

造部門はＣにより高い意識を持つと考えられる。品質管理部門はＱに最も高い優先度があ
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り、たとえ出荷納期が到来していても品質基準を満たさない製品は出荷承認をしてはいけ

ない。 

ＫＰＩの設定のためには、膨大にあると考えられるＫＰＩの中からバランスのとれたＫ

ＰＩ候補を抽出し、最適なＫＰＩを設定する必要がある。従来から、ＫＰＩの設定のため

に、どのようなＫＰＩが適しているか検討するための枠組みや視点を提示して、プロジェ

クトメンバーがＫＰＩの抽出と設定を行うことを支援する手法が必要とされてきた。 

ＫＰＩを抽出し、設定するための支援手法（思考を支援するガイド）は既にいくつか存

在している。本論文ではまず、その中で、実務に適用されてきた３つの従来手法、すなわ

ち、①４×３マトリックス②「5つの視点法」③「うまくいっている、うまくいっていない

法」について検討し、それぞれの手法の課題について考察する。 

図表３－１に、ＫＰＩの設定における３つの従来法の位置づけを示す。図表３－１の最

上位階層はアウトプットとして期待される最適なＫＰＩまたはＫＰＩのセットである。第

一階層に示すようにＫＰＩを設定する担当者はその能力が一定ではなく、多くの場合習熟

していないと考えることが出来る。そこで、第二階層に示すように、ＫＰＩの抽出・設定

を支援する方法（思考を支援するガイド）が考案され、実務で利用されてきた。 

 

図表３－１ ＫＰＩの設定における従来法（思考を支援するガイド）の位置づけ 

 

 

 

３．２．１ 「４×３マトリックス法」によるＫＰＩの設定と課題 

 

縦軸と横軸のマトリックスを使ったＫＰＩの抽出手法は米国において 1990年当時広く活

用されていた（たとえば、スティーブン・Ｍ・フォロニック、1993）。「４×３マトリック

ス法」は実務を通じて考案され、いくつかのプロジェクトに適用されてきた手法である14。

                                                   
14 2001～2006 年、株式会社アットストリームがコンサルタント業務を受託し、株式会社ミツカ

ンにおけるＫＰＩマネジメント実現のために考案し活用した。2004年 12月 8日に株式会社アッ

トストリームが主催するセミナーにおいて、その活動が『工場スコアカードを使ったものづくり

改革への挑戦』- ミツカングループ・ドライ製品製造 7 工場における実践 –と題して、株式会社

ミツカンサンミの加藤 博志氏により発表された。 

「４×３マトリックス法」 「５つの視点法」 「うまくいっている・うまく
いっていない法」

思考する力 （知識、知恵など）

経営管理に最適なKPI又は
KPIのセット

アウトプット

思考を支援する
ためのガイド

検討する人
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「４×３マトリックス法」では、図表３－２に示すように、縦軸にＢＳＣの４階層で４つ

の枠を作り、横軸にＱＣＤの３区分を採用し、合計１２象限の枠の中で最適なＫＰＩを検

討する。 

縦軸をＢＳＣの４階層で区切っているのは、バランスト・スコアカードは経営の実践の

場で適用される機会が多くあり、実際に戦略マップを使って戦略の具体化、見える化をす

る機会が多い。また、ＢＳＣを使って４階層で考えることによって各階層のそれぞれの相

互関係を意識しながら広範囲にわたって最適なＫＰＩの設定が出来るという理由である。

また、横軸をＱＣＤの 3区分にした理由は、製造業へ適用する場合、製造の三原則である

ＱＣＤの 3区分を使って説明することにより、生産現場も含めて経営の各階層に対して理

解が得やすいからである。経営管理の側面では他にＰ（Performance）、Ｓ（Safety）、Ｍ

（Morale）を追加してＰ，Ｑ，Ｃ，Ｄ，Ｓ，Ｍの 6 つの区分も考えられる。しかし、実際

に適用してみると区分が詳細になりすぎて、枠組みのどこに入るのかを考えることに多く

の検討時間が割かれ、本来の目的であるＫＰＩの抽出に適さないことが多い。そこで、出

来るだけ簡素にすることも重要であると考えた。業務プロセス改革の課題が主に生産、購

買、外注や物流など製造業における基幹業務と言われる分野であったことによって、業務

プロセス改革とは直接的な関連の薄いと思われる領域の視点に関しては、必要としなかっ

たことも理由の一つである15。 

図表３－２に、「４×３マトリックス」を用いて、製造部門の業績を評価するＫＰＩを１

２の象限で検討したＫＰＩを例示する。本手法は、１２象限の枠組みを与えてその枠組み

の中でＫＰＩを考える手法といえる。図表３－２の例示では、顧客の視点の品質指標とし

て製造品質に関する顧客満足度、返品、クレームに関する指標が該当することを例示した。

顧客の視点のコスト指標としては、クレーム処理コスト、設計変更コスト、在庫が該当す

ることを例示した。顧客の視点の時間指標としては、納期順守率やクレーム処理時間、出

荷リードタイムが該当することを例示した。同じく財務の視点のコスト指標として、生産

高と製造原価、固定費・変動費に関する指標が該当することを例示した。その他の指標を

挙げるとすれば、在庫回転率や不動在庫の有り高など様々な指標を考えることが出来るだ

ろう。課題に対応して１２象限をフルに使って有効なＫＰＩを検討する場合、このような

枠組みを与えて抽出者の思考をガイドする方法は実務の中でその効果を発揮する有効な方

法といえる。 

「４×３マトリックス法」により、抽出者は１２象限の枠組みを使ってより深く考える

ことが出来、より多くの最適なＫＰＩを抽出することが出来た実績が報告されている。具

体的には、１２象限の枠組みで、ＫＰＩを漏れなく、網羅的に考えることが出来る。また、

１２象限の内、抽出者の知識や経験が豊富な象限ではより深く考え、最適なＫＰＩを抽出

                                                   
15 2002 年、株式会社アットストリームにて「４×３マトリックス法」を考案し、2003年から

2006年にわたりマツダ株式会社の全社ＫＰＩマネジメント改革プロジェクトに適用した。その

詳細は株式会社アットストリームが主催するセミナーにおいて、2005 年にマツダ株式会社の宮

田晃氏、2006年に古賀亮氏より発表された。 
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することが出来る。つまり、広く、深く思考し、結果として広範囲でバランスがとれたＫ

ＰＩを設定することができる。 

 

図表３－２「４×３マトリックス」の例 

（製造部門の業績評価のためのＫＰＩを１２象限で検討） 

 

一方、本手法の課題は、枠組みの中で検討しても、検討する人（ＫＰＩ抽出者）の知識

や知恵以上の最適なＫＰＩは抽出されないということである（図表３－１参照）。たとえば、

経験が浅い新人が検討する人（ＫＰＩ抽出者）になる場合、１２象限の枠組みが与えられ

ても、知識が乏しく、最適なＫＰＩを考え出すことが出来ないと考えられる。また、１２

象限の枠組み自体が固定されていて、経営管理の従来の考え方に留まっているので、より

変化を求める変革の為のＫＰＩを抽出することは難しいといえるだろう。 

 

３．２．２ 「５つの視点法」によるＫＰＩの設定と課題 

 

ＫＰＩを設定するに当たり、ＫＰＩ間の因果関係に着目して仮説を設定し検証しながら

最適なＫＰＩを設定する手法が実際の企業で考案され適用された。たとえば、キャプラン

とノートン（2001）はその著書で、事例を紹介している。 

ここで取り上げる「５つの視点法」とは、「４×３マトリックス法」の課題を克服し、経

生 産 高
製造原価

固定費・変動費

在庫（死蔵品他）
リサイクル率

品切れ

生産リードタイム
生産計画期間
計画変更時間

原材料費
投下資本コスト

オペレーションコスト

製造品質の順守
時間当たり生産性
プロセスの処理時間

工程のサイクル時間
段取時間

緊急対応時間

人件費
教育研修
報奨

不良率
基準の順守

熟練度

着手時間
多能工化

改善サイクル

コスト品 質 納期（時間）

財務
の視点

ﾌﾟﾛｾｽ
の視点

学習と成長
の視点

クレーム処理コスト
設計変更コスト

在庫

（製造品質に関して）
顧客満足度

返品
クレーム

納期遵守率
クレーム処理時間
出荷リードタイム

顧客
の視点
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験が浅いまたは極端な場合は新人の場合でも一定のＫＰＩを抽出する場合や、変革の為の

ＫＰＩを抽出したい場合でも役立つ方法として考案された16。 

図表３－３に「５つの視点法」の概要（５つの視点、定義、例示および特徴）を整理し

た。「５つの視点法」では、最適なＫＰＩを設定するに当たり、①計算式 ②相関関係 ③

制約条件 ④代表値または代用特性 ⑤変革の方向を示すという５つの視点に絞り込んで

いる。これは、実務の中で直面した様々な視点の中から最も重要であると考えられたもの

である。 

 

図表３－３ 「５つの視点法」の概要（５つの視点、定義、例示および特徴） 

 

 

本手法は「４×３マトリックス法」のように枠組みを提供するものではなく、考える視

点を提供するものであり、網羅性があるとはいえない。実際にやってみると対象業務につ

                                                   
16 2006 年、株式会社アットストリームがコンサルタント業務を受託し、日立製作所株式会社の

システム企画部におけるＫＰＩマネジメント実現のために考案し、活用した。 

名称 定義 例示 特徴

１．計算式 指標を計算式で
分解又統合して、
構成要素をＫＰＩ
として検討する

重要な指標として、売り上げと粗利益を
検討する場合に、
①売上＝単価×数量

②粗利益＝（単価 －原価）× 数量であ
るから、ＫＰＩとして、売上、（平均）売上単
価、売上高原価率、売上数量、売上高粗
利率を検討対象とする

財務諸表上の数値や生産に関する指標
はその多くが具体的な計算式によって
定義される為、検討の対象となった指標
を計算式で表現することによって、具体
的なＫＰＩを抽出することが出来る

２．相関関
係

指標間の相関関
係を表現するこ
とによって、相反
する指標をセット
として抽出し検
討する

営業活動において新規先開拓件数の増
大は①新規訪問件数の増大と②提案活
動の質の向上との二つの活動の間には
一般的に負の相関があると思われる。相
関関係を検討することによって具体的な
ＫＰＩを抽出することが出来る

経営活動においては、何か良い事をす
れば何かほかの問題が発生する事が
多い。そのコンフリクトの積み重ねが経
営活動であるともいえる。活動の相関関
係を具体化し指標として設定することは
現実的な経営活動の実行において有益
であるといえる

３．制約条
件

目的を達成する
にあたって、いく
つかの制約条件
を抽出し、その
制約条件からＫ
ＰＩを検討する

プロセス全体の生産量を増やすに当たり、
最も生産能力の低い工程の改善目標を
ＫＰＩに設定することによって、プロセス全
体の生産力を上げることが出来る

制約条件には内部、資源制約、市場制
約、方針制約など様々な制約があり、こ
れらを対象としてＫＰＩを設定することは
目標達成に論理的に合致していると思
われる

４．代表値
又は代用
特性

全体の体系を表
現し評価する時
に、いくつかの
代表値を代用特
性として抽出し
検討する

生産工程には、全体のプロセスの良さ悪
さを表す数少ないコントロールポイントが
ある。例えば半導体の製造工程で露光
機の稼働率をＫＰＩとしてプロセス全体の
稼働状況を把握するＫＰＩとするなどであ
る

２０：８０の原則で表現されるように、全
体を管理するに当たり、いくつかの代表
的な製品や工程、営業では主要な顧客
や営業所のみに焦点を当てて代表値と
して管理することは管理の手間と効果を
天秤にかけて有益と考える

５．変革の
方向を示
す

変革を実現しよ
うとする場合に、
その変革の方向
をインパクトのあ
る数少ない指標
を抽出して検討
する

女性の活用という変革の方向性が示され
たときに、「女性の管理職比率を現在の１
０％から５年後に３０％にする」ことは、そ
の実現に当たり多くの障害を乗り越える
必要があるインパクトのある指標になる

変革は、言葉による抽象的な表現で留
まる事がある。変革の方向を示す代表
的で特徴的な指標を検討するで、より具
体的なＫＰＩを抽出することが出来る
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いて良く理解している抽出者の場合にのみ、現実に即した最適なＫＰＩを抽出することが

出来る。また、「女性の管理職比率」などの変化の方向を示すＫＰＩは、「４×３マトリッ

クス法」では抽出しにくいが、本手法の「５．変革の方向を示す」視点で検討すると、多

くのアイディアが飛び交い、その中から最適なＫＰＩを抽出できる。 

本手法の課題としては、経験の浅い抽出者にとってはＫＰＩ設定の拠りどころが曖昧に

なり、また、検討の枠組みが無いことによって、抽出者の能力の範囲に検討対象が限られ、

広範囲にバランスのとれたＫＰＩを検討しにくい点があげられる。 

 

３．２．３ 「うまくいっている、うまくいっていない法」によるＫＰＩの設定と課題 

 

対象業務の状態があるべき姿から乖離していて、その乖離は問題であると捉えた上で、

課題を解決することによって現在よりも良好な状態になっていくことを目指す活動が業務

改善であるといえる（たとえば、栗谷 ,2012）。 

２００６年当時、株式会社アットストリームでは、数々の実務を通して、対象業務につ

いて「良好な状態とはどのような状態であるか」、「その状態はどのような指標で測定でき

るか」という問いかけを繰り返した。その問いかけを通じて、良好な状態としてのあるべ

き姿とそれを測定するＫＰＩが抽出できた。また、逆に、対象業務について「問題のある

状態とはどのような状態か」、「それはどのような指標で測定できるか」という問いかけを

繰り返して、多くのＫＰＩ候補を抽出することが出来た。 

良好な状態だけでなく、問題のある状態について検討することで、より広範囲にＫＰＩ

を検討でき、抜け漏れが無くなる。この双方向からの問いかけの結果抽出されたＫＰＩ候

補の中から最適なＫＰＩを設定することが出来た。この方法を、株式会社アットストリー

ムでは、「うまくいっている、うまくいっていない法」と呼んでいる。図表３－４は実際に

実務で生産管理活動を対象に行った例である。図表３－４の「多くの指標」列は双方向か

らの問いかけの結果抽出されたＫＰＩ候補であり、これをすべてＫＰＩとして採用するに

は、数が多すぎることになる。そこで、この「多くの指標」の中から指標間の因果関係を

考えながら、最適なＫＰＩを設定する。設定したＫＰＩの値が悪化した場合に、ＫＰＩが

悪化した原因を「多くの指標」の中から因果関係のある指標について検討を加えることに

より、改善対象が明確になり継続的業務改善に役立つ。 

本手法は、対象業務の良好な状態、問題のある状態を明確に定義することから始めると

いう業務改善の第一ステップである現状分析と密接に関係している手法である。従って, 

検討する人（ＫＰＩ抽出者）（図表３－１参照）として、対象業務に精通した最適な人物を

選ぶことによって、対象業務の理解が深まると同時に、実態に即したＫＰＩ候補を出する

ことが出来、最適なＫＰＩを設定することが可能になる。 

本手法の課題は、「４×３マトリックス法」、「５つの視点法」と同じく、検討する人（Ｋ

ＰＩ抽出者）の能力・経験の範囲内でしかＫＰＩを引き出せないということであり、検討
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する人のチームにおける知識や経験、知恵、能力に依存すると考えられる。しかし、能力

のある質問者（熟練コンサルタント）の下で、「ＫＰＩを検討する人」に的確な質問を行え

ば、業務とＫＰＩの関係や事業の構造が明確になり、最適なＫＰＩを抽出することが出来

る可能性が高い。 

 

図表３－４ 「うまくいっている、うまくいっていない法」の例 

（生産管理活動によるＫＰＩ設定の例） 

 

 

  

実務では、対象業務や課題領域に精通したコンサルタントが高いコミュニケーション力

を発揮し、対象者（ＫＰＩを検討する人）にも的確なメンバーをそろえる（たとえば、図

表３－４の事例にあげた生産管理領域であれば、関連する業務として営業管理や製造領域

のメンバーを複数人選ぶ）ことで、個人の能力や知識経験を超えて広範囲に深くＫＰＩ候

補を抽出することが出来、最適なＫＰＩを設定することが可能になる17。 

 

３．３ 「ＫＰＩプール」の開発によるＫＰＩ抽出を支援する方法の検討 

 

「３．２ ＫＰＩ抽出および設定における従来法の課題」で述べた３つの従来法におい

ては、最適なＫＰＩを抽出しようとする目的に対して、抽出者に思考の枠組みを与えるこ

とによってＫＰＩ候補の抽出をより容易にしようとするものである。しかし、抽出者の知

識や知恵を超えるような最適なＫＰＩを抽出することはできない。そこで、抽出者により

                                                   
17 2003～2005 年、株式会社アットストリームがコンサルタント業務を受託し、谷村電機精機株

式会社の原価管理並びに生産性向上プロジェクトにおけるＫＰＩ設定の為に考案し、活用した。 

・生産計画どおりに生産
が行われている
・イレギュラーな残業がな
い
・製品別の在庫が決めら
れた適正水準内である
・工場内の部品在庫が適
正水準内である
・仕入れ部品の不良がゼ
ロである
・製造費が予定通り１０％
低減している
・生産管理部門の残業が
ゼロ
・納入部品の品質不良が
ない
・製造品質不良が無い
・不良率が低い

・生産遅れが生じている
・生産ライン上で不具合が
発生しラインが止まる
・月次の生産バランスが崩
れ、残業、手待ちが生じてい
る
・製品別の在庫が適正水準
を越えている
・部品倉庫に設計変更によ
る不動在庫が溜まっている
・仕入れ部品不良によってラ
インが止まる
・製造費が高止まりしたまま
で、原価低減が進まない
・納期対応、生産計画変更
で管理部門の残業が多い
・品質不良が多発している
・品質不良の高級処理に時
間がかかる

・生産計画遵守率

・ライン稼働率

・ライントラブル停止率

・時間外操業度

・時間外手当

・生産台数／時間

・組立て工数／台当り

・車種別在庫日数

・不動在庫率

・製造費／台当り

・原価低減率

・管理部門残業時間／人

・品質不良金額

・納入不良率

・製造不良率

・恒久処理日数

・生産計画遵守率

・製造費／台当り

多くの指標 最適なKPIうまくいっている状態 うまくいっていない状態

・品質不良金額
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広い知識を提供し、思考や発想の幅を広げ、より深く考えることを支援する仕組みがあれ

ば、従来法の限界を克服することが出来ると考えた。これに対して、本論文では、まず、

膨大にあると考えられるＫＰＩを様々な資料から収集し、１，１８７のＫＰＩを整理した

「ＫＰＩプール」を考案した。さらに、ＫＰＩの抽出作業にその「ＫＰＩプール」活用す

る新手法を考案し、実務への適用を検討した。以下に、この「ＫＰＩプール」および「Ｋ

ＰＩプール」によるＫＰＩ抽出支援方法について述べる。 

 

３．３．１ 「ＫＰＩプール」によるＫＰＩ抽出支援の考え方 

 

在庫に関するＫＰＩを抽出しようとした場合、財務や経理に精通した抽出者は、在庫保

有高や在庫回転率などをＫＰＩ候補として抽出するだろう。一方、営業管理や生産管理を

経験した抽出者は、品切れ率や顧客からの問い合わせに対する在庫照会時間など顧客視点

でのＫＰＩを抽出するであろう。また、製造管理など生産プロセス関連の業務を経験した

抽出者は在庫削減率や長期滞留在庫などの視点からＫＰＩ候補を抽出するだろう。 

実際、企業において有期で業務プロセス改革を企画立案し推進するプロジェクトでは、

第２章で述べたように、限りのある人材の中から通常次のようにプロジェクトメンバーが

編成されると考えられる。すなわち、プロジェクトメンバーではコアになる人材は数名、

多くても１０名程度でほぼ全員が日常業務との兼務者であり、プロジェクト活動に多くの

時間はさけない。また、プロジェクトメンバーはそれぞれ何らかの組織に所属しており、

その組織が行っている業務については精通していても、他部門の業務についての知識は充

分ではない。 

従って、実際の業務プロセス改革プロジェクトでは、抽出者の知識や知恵を超える最適

なＫＰＩを抽出することに限界がある従来法だけでは不十分であり、十分なＫＰＩ候補を

抽出し、最適なＫＰＩを設定するには新たな発想の手法が求められている。 

抽出者がＫＰＩを抽出するに当たり、多岐にわたるＫＰＩの中から関係すると考えられ

るＫＰＩ候補を検索することが出来れば、その候補を参照することによって広範囲にＫＰ

Ｉ候補を抽出することが出来ると考えられる。抽出されたＫＰＩ候補を参照して、その上

で従来法を活用することによってより広範囲に最適なＫＰＩの設定が可能になる18。図表３

－５に、従来法と「ＫＰＩプール」による手法（本論文で考案した手法）の関係を模式図

に示す。 

在庫削減をテーマとするプロジェクトが財務や経理および製造関係者で編成されてい

る場合でも、「ＫＰＩプール」を使って品切れ率や顧客からの問い合わせに対する在庫照会

時間など顧客視点でのＫＰＩを候補として提供することが出来れば、プロジェクトメンバ

                                                   
18 「ＫＰＩプール」は株式会社アットストリームにおいて 2002年にＫＰＩの収集を開始し、そ

の後株式会社ミツカン、マツダ株式会社、日立ディスプレイズ株式会社（現：ジャンパンディス

プレイズ株式会社）、谷村電機精機株式会社の業務プロセス改革プロジェクトで従来法と合わせ

てＫＰＩの抽出と設定に活用された。 
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ーは在庫を削減する取り組みと同時に、在庫は顧客満足の為のＫＰＩでもあることを理解

して、より少ない在庫で納期順守率を向上させる活動が必要であることを認識することが

出来る。 

 

図表３－５ 「ＫＰＩプール」の位置づけ 

 

 

 

「ＫＰＩプール」はＫＰＩ抽出者の知識や知恵を補助して、より広範囲に、より深く検

討する為のツールであるので、「ＫＰＩプール」は以下の要件を備える必要があると考えた。

すなわち、①実際に経営の場面で使われている膨大にあると考えられるＫＰＩを調査し収

集する、②収集したＫＰＩから必要に応じてＫＰＩ候補を抽出して提供することが出来る、

③提供するにあたっては、より広範囲により深く検討できるように、従来法の良さである

思考の枠組みを提供する為の関連情報を同時に提供する、という３つの要件である。 

 

３．３．２ 「ＫＰＩプール」の整理方法 

 

本論文では「ＫＰＩプール」の作成に際し、実際に顧客のプロジェクトで作成された資

料からＫＰＩを抽出し、更に経営に関する雑誌を含む文献、インターネット上の資料など

からＫＰＩと考えられるものを抽出するという方法をとった。それらを、図表３－６に示

すレイアウトで整理した。 

図表３－６①の４列のカラムはバランスト・スコアカードの 4 階層を示しており、夫々

のＫＰＩが４階層のどれに相当するかを示している。重複して適用されると考えられるも

のは重複してチェックマーク（○印）を入れている。ＫＰＩを設定するにあたって、経営

「４×３マトリックス法」 「５つの視点法」

思考する力
（知識や知恵など）

経営管理に最適なKPI又は
KPIのセット

KPIプール

アウトプットとしての
KPI

KPI検討のガイド

思考する力
を支援する

検討する人

「うまくいっている・うまくいっ
ていない法」
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管理活動を定義可能な区分で表現するに当たり、バランスト・スコアカードの４階層モデ

ルは、実務的になじみがあり、理解しやすい区分であると考えた。 

図表３－６②のカテゴリーはそれぞれのＫＰＩを売上の増大などいくつかのカテゴリー

で区分できるようにしている。売上の増大の他に、株主価値向上、コストダウン、顧客の

維持、顧客満足度、IT、安全、環境、研究、人材などそれぞれのＫＰＩにふさわしいと考

えられるカテゴリーをコンサルティングの実務経験から関係づけた。主旨は、これによっ

て更にＫＰＩの意味するところが具体的にイメージできるようにする為である。 

図表３－６③指標 NO.はそれぞれのＫＰＩをユニークに区分する為に割り当てられたも

のであり、NO.自体に意味づけは無い。「ＫＰＩプール」は Excel を使って作成されており、

ＫＰＩ候補の抽出には Excel の検索機能を使うなどの活用方法を考えて一つの指標にユニ

ークな番号を付与した。 

 

図表３－６ 「ＫＰＩプール」のレイアウト 

 

 

図表３－６④指標名はＫＰＩの名称である。実際に色々な媒体から指標を抽出すると、

同じような指標でも異なる名称のものがある。それぞれの企業では特有の言葉を使ってい

る場合があるが、出来るだけ整理して記載した。 

図表３－６⑤指標の概要（定義）はその指標を説明するための情報であり、定義が必要

財務 顧客
プロ
セス

学習 カテゴリー 指標No. 指標名 指標の概要(定義）

○ ○ ○
1.売上の増大 a01001

全収益に占めるインターネッ
ト経由の収益の割合

○ ○ 1.売上の増大 a01002 得意先別売上げ順位 得意先別売上状況
○ ○ 1.売上の増大 a01003 対業界比の販売量増加率

○
1.売上の増大 a01004 売上成長指数

同程度の規模の企業を含む同業他
社と比較した売上高伸び率

○
1.売上の増大 a01005 純売上高

「売上・収入合計」から「値引」に相当
するものを引いたもの

① ② ③ ④ ⑤

補足説明 指標計算式 戦略・戦術例

ネット経由での販売高を増やすことで販売
諸経費を抑えるとともに、顧客情報の収集
に役立てる

インターネット経由による販売機会の増加、
販売コストの削減、顧客の利便性の向上、顧
客情報の収集
売上増大、顧客内シェアの拡大
売上増大、市場シェアの拡大

顧客が他社製品でなく自社製品を選択した
ことを表すとともに、同じカテゴリーの企業と
比較することで、企業規模に依存しない比
較が可能

売上高伸び率÷同業者の
売上高伸び率の平均

売上高増大、製品リーダーシップ、市場シェア
の拡大

「売上・収入合計」－「売上
割戻」－「リベート（値引的
要素）」 売上高増大

⑥ ⑦ ⑧
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と考えられるもののみを記載している。「ＫＰＩプール」を活用する人は様々であることを

想定すると、全てのＫＰＩに記載が必要であろうが、手間を考えて実務上最小限と考えら

れるもののみを対象にした。 

図表３－６⑥補足説明は指標の使い方など定義以外の説明情報を、補足説明が必要と考

えられるもののみ記載している。図表３－６⑤と同様に、ＫＰＩの抽出者の抽出支援にな

ると考えられる情報を記載している。 

図表３－６⑦指標計算式はＫＰＩの計算式を、計算式が必要と考えられるもののみ記載

している。これもＫＰＩに関連する定義情報であり、本来は全てのＫＰＩに記載が必要で

あろうが、手間を考えて実務上最小限と考えられるもののみを対象にした。 

図表３－６⑧戦略・戦術例はＫＰＩがどのような戦略・戦術の区分に該当するかという

視点から、重複を認めて複数記載しており、すべてのＫＰＩに何らかの戦略・戦術を記載

している。ＫＰＩは戦略や戦術の良し悪しを評価したり、具体的に進むべき方向性を指標

で示したものであり、本論文の狙いから必須と考えたが、まずこの時点ではあくまでも参

考情報のレベルにとどめて記載内容を整理することにした。更なる検討と考察の具体的な

取り組みについては、第４章で論じる。 

  

３．３．３ 「ＫＰＩプール」の実際 

 

前述のように「ＫＰＩプール」は Excelのワークシートにまとめられており、財務・顧

客・プロセス・学習のＢＳＣの４階層に分けてインデックスタブをつくり、それぞれ次の

数のＫＰＩを収集整理し、２０１３年８月末時点でのＫＰＩ数は合計で１，１８７となっ

た。 

「財務」では、３５６のＫＰＩが収納されており、カテゴリーは、売上の増大、株主価

値向上、顧客内シェアの向上、コストダウン、財務安定性、収益の増大、保有資産の最大

活用、保有資産の有効活用、利益の増大の９項目を各ＫＰＩに１：１の関係で付与した。

また、戦略・戦術例ではインターネット経由による販売機会の増加・販売コストの削減・

顧客の利便性の向上・顧客情報の収集・売上高増大・顧客内シェアの拡大・営業効率の向

上など１９４の戦略・戦術例の組み合わせをＫＰＩ毎に１：Ｎの関係で付与した。 

「顧客」では、１７６のＫＰＩが収納されており、カテゴリーは、売上の増大、業務戦

略、顧客関係、顧客情報の獲得、顧客の維持、顧客の獲得、顧客満足度、製品リーダーシ

ップ、品質の向上の９項目を各ＫＰＩに１：１の関係で付与した。また、戦略・戦術例で

は顧客情報の収集・顧客情報の収集・顧客ロイヤリティの向上・ＭＤ(merchandising)力の

強化・顧客情報の収集・顧客ロイヤリティの向上など１３４の戦略・戦術例の組み合わせ

をＫＰＩ毎に１：Ｎの関係で付与した。 

「プロセス」では、４３８のＫＰＩが収納されており、カテゴリーは、ＩＴ、開発、業

務、コスト、コストダウン、設備の６項目を各ＫＰＩに１：１の関係で付与した。また、
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戦略・戦術例ではコスト削減・業務効率の向上・コスト削減・ＩＴの活用・情報化装備率

の増大・ＩＴの活用など２１８の戦略・戦術例の組み合わせをＫＰＩ毎に１：Ｎの関係で

付与した。 

「学習（と成長）」では、２１７のＫＰＩが収納されており、カテゴリーは、研究・人材・

戦略的技術・戦略的情報整備・活用・組織風土の６項目を各ＫＰＩに１：１の関係で付与

した。また、戦略・戦術例ではイノベーション戦略、商品企画・開発・設計、調達・製造、

営業・販売、物流、ＳＣＭ、間接業務・アフターサービス、スキルアップ戦略/業務効率化

など７８の戦略・戦術例の組み合わせをＫＰＩ毎に１：Ｎの関係で付与した。 

 

３．３．４ Excelの検索機能を使ったＫＰＩ候補の抽出例 

 

図表３－７は「ＫＰＩプール」を Excelの機能を使って、“在庫”で文字検索を実施した

結果の一部である。 

 

図表３－７ 文字検索（“在庫”）の抽出結果（一部） 

 

ＫＰＩの抽出者はこのように抽出されたＫＰＩ候補（図表３－７における「指標名」）か

ら目的に応じて最適なＫＰＩを選定する。その時に最適なＫＰＩがこの中に常にあるとは

断言できない。「ＫＰＩプール」に蓄積したＫＰＩ数は現時点で１，１８７であり、全てを

財
務

顧
客

業
務

学
習

カテゴ
リー

指標
No.

指標名
指標の概要

(定義）
補足説明

指標
計算式

戦略・戦術例

○

2.株主価
値向上

a020

07 OCF

Operating Cash 

Flow

運転資金の減少は
OCFの増加となる
ため、キャッシュフ
ロー経営というと最
初に棚卸資産の削
減と売掛債権の回
転率の向上といわ
れる

EBITDA-税金－棚
卸資産の在庫の増
加・売掛債権の増
加・買掛債務の増
加などによる運転
資金の増加 (D09)株主価値向上

○ 7.保有資
産の最
大活用

a070

14

棚卸資産
回転期間

在庫が一定期間
における売上原
価として投下され
た回転期間

回転を何回繰り返
すかを表す

年間売上原価高÷
｛（前期末棚卸資産
残高＋当期末棚卸
資産残高)÷２｝

(A02)資産効率の向上。（C08)資産効
率の向上

○ ○

9.業務戦
略

b090

05
在庫切れ
率

顧客の要求する
製品が在庫切れ
である割合

販売機会を失う可
能性を検討する指
標

(A01)顧客満足度の向上。（B01)顧客
満足度の向上。（B02)顧客満足度の
向上。（B03)顧客満足度の向上。
（C04)在庫水準の適正な管理。（C05)
在庫水準の適正な管理、顧客満足度
の向上。（C07)在庫水準の適正な管理。
（D07)在庫水準の適正な管理

○ ○

9.業務戦
略

b090

06

補給部品
の手配に要
する時間

製品が故障して
修理する場合、
補給部品が顧客
の手元に届くまで
に要した時間

(B02)顧客サービスの向上。（B03)修
理の迅速な実施、顧客サービスの向
上。（C04)在庫情報のリアルタイムな
把握。（C05)顧客サービスの向上、在
庫情報のリアルタイムな把握。（C07)
在庫情報のリアルタイムな把握。
（C08)修理の迅速な実施。（D06)在庫
情報のリアルタイムな把握。（D07)在
庫情報のリアルタイムな把握
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網羅しているとは言えないからである。「ＫＰＩプール」はＫＰＩ抽出にあたって抽出者の

思考を支援するものであり、それぞれバランスト・スコアカードの４階層のいずれに属す

るか、業務プロセス改革の領域はどこか、戦略・戦術例を参考にしながらＫＰＩ候補を抽

出し、最適なＫＰＩを設定する。 

 

３．３．５ Excelのフィルタ機能を使ったＫＰＩ候補の抽出例 

図表３－８は「ＫＰＩプール」を Excel のフィルタ機能を使って、バランスト・スコア

カードの財務の視点で、カテゴリーはコストダウン、戦略・戦術は在庫コストの削減、在

庫回転率の向上、在庫の削減でフィルタリングした結果である。 

 

図表３－８ Excelのフィルタ機能を使ったＫＰＩ候補の抽出例（一部） 

 

 

ＫＰＩの抽出者はこのように「ＫＰＩプール」に設定されたカラム毎にフィルタ機能を

使ってＫＰＩ候補を抽出することが出来る。抽出されたＫＰＩ候補から目的に応じて最適

なＫＰＩを選定する。文字検索の場合と同様に、最適なＫＰＩがこの中に常にあるとは断

言できない。「ＫＰＩプール」に蓄積したＫＰＩ数は現時点で１，１８７であり、全てを網

財務 顧客 業務 学習 カテゴリー
指標
No.

指標名
指標の
概要

(定義）

補足
説明

指標
計算式

戦略・戦術例

○ ○

4.コストダウン

a0405

2 在庫維持費

(A02)在庫コストの削減、在庫回転率の向上、
在庫の削減。（C04)在庫コストの削減、在庫
回転率の向上、在庫の削減。（C06)在庫回
転率の向上、在庫の削減。（C07)在庫コスト
の削減、在庫回転率の向上、在庫の削減

○ ○

4.コストダウン

a0405

3 在庫回転日数

(A02)在庫コストの削減、在庫回転率の向上、
在庫の削減。（C04)在庫コストの削減、在庫
回転率の向上、在庫の削減。（C06)在庫回
転率の向上、在庫の削減。（C07)在庫コスト
の削減、在庫回転率の向上、在庫の削減

○ ○

4.コストダウン

a0405

4 在庫回転率

(A02)在庫コストの削減、在庫回転率の向上、
在庫の削減。（C04)在庫コストの削減、在庫
回転率の向上、在庫の削減。（C06)在庫回
転率の向上、在庫の削減。（C07)在庫コスト
の削減、在庫回転率の向上、在庫の削減

○ ○

4.コストダウン

a0405

5
在庫コスト削減
率

(A02)在庫コストの削減、在庫回転率の向上、
在庫の削減。（C04)在庫コストの削減、在庫
回転率の向上、在庫の削減。（C06)在庫回
転率の向上、在庫の削減。（C07)在庫コスト
の削減、在庫回転率の向上、在庫の削減

○ ○

4.コストダウン

a0405

7 在庫保有高

(A02)在庫コストの削減、在庫回転率の向上、
在庫の削減。（C04)在庫コストの削減、在庫
回転率の向上、在庫の削減、在庫水準の適
正化。（C05)在庫水準の適正化。（C06)在庫
回転率の向上、在庫の削減。（C07)在庫コ
ストの削減、在庫回転率の向上、在庫の削
減、在庫水準の適正化。（D07)在庫水準の
適正化

○ ○
4.コストダウン

a0412

3

棚卸資産廃却
損

(A02)在庫の削減。（C04)在庫の削減。
（C06)在庫の削減。（C07)在庫の削減

○ ○
4.コストダウン

a0412

4

棚卸資産評価
損

(A02)在庫の削減。（C04)在庫の削減。
（C06)在庫の削減。（C07)在庫の削減

○ ○
4.コストダウン

a0412

5

棚卸資産管理
費用

(A02)在庫の削減。（C04)在庫の削減。
（C06)在庫の削減。（C07)在庫の削減
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羅しているとは言えないからである。フィルタ機能を使った検索方法は、ＫＰＩの抽出者

がＫＰＩ候補の抽出に当たり、たとえば「財務面で、在庫削減によって、コストダウンを

図りたい」というストーリーを持ってＫＰＩ候補を抽出しようとするときに有益であった。 

 

３．４ 「ＫＰＩプール」の活用事例 

 

３．４．１ 中堅製造業の社内板金工場における「ＫＰＩプール」の活用事例 

 

岩手県北上市に本社並びに製造拠点を置き、医療分析機器、情報端末、通信端末などを

開発・生産・販売する受注型ＯＥＭメーカーである谷村電気精機株式会社における事例を

以下に示す。工場は部品の加工工場と板金加工を行う第２工場および製品の組み立てや検

査を行う本社工場があり、それぞれ管理会計により工場損益を月次で計算し管理している。 

本事例は、２００３～２００５年、株式会社アットストリームがコンサルタント業務を

受託し、原価管理並びに生産性向上を目指して実施した全社業務プロセス改革プロジェク

トの一部である「筐体を製造する板金加工工場（第２工場）」の例である。第２工場では、

図表３－９に模式的に示すように薄板をＮＣタレットパンチプレスで打ち抜き、それを曲

げ加工する。いくつもの部品をそろえて溶接組立し最終仕上げ工程を経て完成した筐体と

なる。 

 

図表３－９ 板金加工工場（第２工場）における生産工程の模式図 

 

 
 

第２工場には、当時ＮＣタレットパンチプレスが３台あった。製造現場の管理者は、日

ごろからＮＣタレットパンチプレスの設備稼働率が高い月は月次の損益がプラスになり、

逆にＮＣタレットパンチプレスの設備稼働率が低い時は月次の損益がマイナスになること

を知っていた。何故、ＮＣタレットパンチプレスの設備稼働率と月次の工場損益が関係し

ているのか、筆者らが生産現場でヒアリングを行った結果、曲げ工程や溶接工程などＮＣ

タレットパンチプレスの後工程に流れる部品の約７０％は、自社の３台のＮＣタレットパ

板金打ち抜き加工
（NCタレットパンチプレス）

曲げ加工 溶接組立

筐体の製造工程（主要工程のみ）

機械１

機械２

機械３

複数台の加工機 複数台の溶接機
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ンチプレスで加工されていることが分かった。残りの３０％は外注先等から直接、曲げ加

工や溶接組立工程に流れる。 

そこで、「５つの視点法」の代表値として、ＮＣタレットパンチプレスの設備稼働率を月

次損益の代用特性として使えないか検討することになった。ＮＣタレットパンチプレスは

ＮＣ加工のプログラムを作成するとによってそれぞれの部品加工が行われる。ＮＣ加工の

プログラム作成は加工予定に基づいて遅くとも前日までに行われる。更にプログラムによ

って加工が行われるために、プログラム作成時には加工時間が決まるので、製造前に設備

稼働時間を知ることが出来る。月末には翌月の生産予定がほぼ決定しており、月中のイレ

ギュラーな飛び込み生産品の加工を除けば翌週の生産計画はほぼ確定している。 

 

図表３－１０ 文字検索によるＫＰＩ候補の抽出と検討例 

（「ＫＰＩプール」による“稼働率”の文字検索結果の抜粋） 

 

 

 

そこで、同社では３台のＮＣタレットパンチプレスの設備稼働率と月次損益の関係につ

いて調べることとした。その結果、３台のＮＣタレットパンチプレスの平均稼働率が６５％

程度で損益分岐点売上高になることが分かった。このことは月次決算を待たずに月次の業

績がほぼつかめるということになる。更に翌週の稼働はほぼ決定であることから週次の業

績が前週にほぼつかめるということになる。従って、３台のＮＣタレットパンチプレスの

設備稼働率は工場稼働率の代表値であり、月次損益を見る為の代用特性といえる。更にそ

の代用特性は業績の先行指標であり、経営管理上重要な指標と考えることが出来る。更に

「ＫＰＩプール」を参照して、稼働率に関するＫＰＩを検討することにした。図表３－１

財
務

顧
客

業
務

学
習

カテゴリー
指標
No.

指標名
指標の概要

(定義）
補足説明 指標計算式

○ 7.保有資産の最
大活用

a0701
7

設備稼働率

○ 7.保有資産の最
大活用

a0702
9

工場稼働率

○ 17.ＩＴ c1701
1

システムエンジニア等の
稼動工数・稼働率

システムエンジニア等の人件費
は固定費

○ ○ 22.業務 c2216
9

設備稼働率 ①生産実績数量÷生産能
力数量
or
②稼働時間÷総操業時間

○ ○ 22.業務 c2217
3

部品の内製化率 稼働率が低いにもかかわらず
この数値が低い場合は、外注
の削減を検討する必要がある
逆に稼働率が高い場合にもか
かわらずこの数値が高い場合
には、外注を増加して生産数量
の増加を検討する必要がある

内製した部品の生産実績
数÷内製可能部品の生産
実績数

○ ○ 22.業務 c2217
5

ボトルネック工程におけ
る設備稼働率

ボトルネック工程では原則とし
て稼働率は高水準になるはず
である
それが、故障トラブル等により
稼働率が低くなっていないかど
うかチェックする必要がある

①ボトルネック工程におけ
る生産実績数量÷生産能
力数量
or
②ボトルネック工程におけ
る稼働時間÷総操業時間
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０は“稼働率”で文字検索した結果の一部を抜粋して示したものである。 

保有資産の最大活用の為には、部品の内製化率を上げて、設備稼働率を向上させる必要

があるが、既にＮＣタレットパンチプレスで出来る部品の内製化は行われていた。そこで

同社は、自社部品の内製化にとどまらず、他社の部品の加工を引き受けることによって設

備稼働率を上げることにした。翌月のまたは翌週の３台のＮＣタレットパンチプレスの設

備稼働率が低いと計画されている時には、工場の立地する工業団地にある他の工場にＮＣ

タレットパンチプレスでの生産外注を受けるべく営業活動を始めた。３年後には第２工場

の売上の約３０％は外注加工による収入になるまでに成長した。 

 

３．４．２ 自動車製造会社における「ＫＰＩプール」の活用事例 

 

広島に本社があるマツダ株式会社は国内外で自動車の開発・生産・販売・メンテナンス

を行っている日本を代表する企業の一つである。本事例は、2003~2006 年、株式会社アッ

トストリームがコンサルタント業務を受託したグローバルでの業績管理とＫＰＩマネジメ

ント改革で実施されたものであり、そのプロジェクトの概要と管理会計の側面については、

森本と小池（2007）がその著書で紹介している。 

２００６年、マツダ株式会社の古賀亮氏はＭＰＩ（Management Process Innovation）

プロジェクトと命名して業務プロセス改革プロジェクトを推進した。そのＭＰＩプロジェ

クトにおけるＫＰＩに関して以下の２点を述べている19。 

①マツダのＫＰＩに関して 

ＫＰＩは、重要な成果、プロセス・活動状況を測定する指標の総称を指す。マツダでは、

ＫＰＩマネジメントという呼称で、ＢＳＣを導入することとした。従って、マツダにとっ

てＢＳＣとは「ＭＡＺＤＡのＫＰＩマネジメント」である。 

戦略の可視化ツールとして戦略マップを作成し、戦略マップの主要項目にＫＰＩを関連

づけた場合、戦略マップはＫＰＩマップにもなり得る。すなわち、戦略マップはコミュニ

ケーションツールとして、主要なＫＰＩ（約８０指標）をバランスト・スコアカードの枠

組みで整理し、会社の目指す方向と企業活動の全体像が概観できるようにしたものである。 

また、実行管理のツールとして「スコアカード」と命名してＫＰＩを階層化して表示し、

組織の責任者に紐づけたＫＰＩツリーを作成した。「スコアカード」ではＫＰＩ（約２８

０指標）をＫＰＩマップと同じ体系に整理し、指標毎の目標値・実績値等を表示した 

②目指す姿の実現に関して 

２００７年からの本格運用では、ＫＰＩマネジメントは、「報告の為のＫＰＩ」から「使

うＫＰＩ」へと活用の変革を目指し、具体的には「月次や四半期のＰＤＣＡ」から「タイ

                                                   
19 2006 年、株式会社アットストリーム主催のプロセスイノベーションセミナーにおける基調講

演 2『 マツダ㈱における連結収益管理プロセス革新 』において配布された講演資料を参考にし、

「マツダのＫＰＩとは」、「目指す姿の実現に向けて」より抜粋した。 
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ムリーなＰＤＣＡ」が可能になる運用に改善する。 

その為に、使えるＫＰＩを設定しタイムリーなアクションにつながる運用の仕掛けを作

り、ＫＰＩを使うようマネジメントの環境を整える。 

プロジェクトの最終的な目指す姿として、長期戦略実現の為に、業務計画を中心に据え

たＰＤＣＡを回す。ＫＰＩは業務計画の重要な要素のひとつであり、ＫＰＩマネジメント

の目指す姿は「マネジメントと社員の全員が、ＫＰＩ情報を活用して、タイムリーなアク

ションをとっている状態」である 

 株式会社アットストリームは、このプロジェクト開始時点から「４×３マトリックス法」、

「５つの視点法」並びに「ＫＰＩプール」を提供し、プロジェクトメンバーと共に最適な

ＫＰＩの抽出と選定について検討を進めた。 

このプロジェクトでは「ＫＰＩマネジメント」においてＢＳＣを導入することを決定し

た為、ＢＳＣの 4階層モデルを縦軸にした「４×３マトリックス法」を基本にしてＫＰＩ

の設定を進めたが、一方では「５つの視点法」を参照して変革の方向性を示す指標を抽出

した。プロジェクトでは「当たり前指標」と「中期経営計画の変革指標」の二つに分けて

検討を進めた。「当たり前指標」は売上や利益のように特に変革が無くても必要な指標であ

り、「中期経営計画の変革指標」は中期計画で示された変革の方向性を管理する為の指標（た

とえば、ブランドイメージに関する指標など）である。また、「ＫＰＩプール」はＫＰＩ候

補の抽出や選定の全ての過程において活用された。 

 

３．４．３ 液晶製造業における「ＫＰＩプール」の活用事例 

 

日立ディスプレイズ株式会社（現：株式会社ジャパンディスプレイ）は日立製作所の液

晶事業を担い、その開発・製造・販売会社として特に当時成長事業である小型液晶からテ

レビ用の大型液晶まで幅広く手掛けるグローバルプレーヤーである20。生産プロセスの前工

程である液晶製造は千葉県茂原市、後工程の組み立ては中国 2工場および台湾で生産して

いた。当時、韓国・台湾企業とのグローバルな競争の中、サプライチェーンが国内のみで

なく海外に延びており、経営における製造・販売・在庫情報の一体化は緊急の経営課題で

あった。 

２００４年、株式会社日立ディスプレイズでは、パフォーマンス・マネジメント改革が

行われた。その取り組みは、経営と現場の間の経営情報をＫＰＩで繋ぎ、ＰＤＣＡを経営

レベルから現場レベルまで一体で回す活動であった。 

以下は２００４~２００７年、株式会社日立ディスプレイズのパフォーマンス・マネジメ

ント改革において株式会社アットストリームがコンサルタント業務を受託し推進したＫＰ

                                                   
20 2013年 4月 1日にソニー・東芝・日立製作所の液晶事業子会社三社が合併し、スマートフォ

ンやタブレット端末向けの中小型ディスプレイ事業を経営統合する株式会社ジャパンディスプ

レイとなった。 
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Ｉマネジメント改革事例である。 

 

（１）戦略マップの作成とＫＰＩの設定 

中小型液晶ビジネスの中心的な製品は携帯電話向けの液晶ユニットである。そのビジネ

スの特徴は、開発・生産・供給のビジネスサイクルを短期間でまわすことである。その為

の最適なＫＰＩを設定するに当たり、従来法により縦軸をバランスト・スコアカードの４

階層にし、横軸を営業、開発、製造、供給というサプライチェーン軸で検討を進めた。こ

の時点では、データの入手可能性を考えず現場レベルから経営レベルまで、そしてサプラ

イチェーンの全プロセスにおいて、必要と考えられるＫＰＩを抽出した。ＫＰＩの抽出に

おいては主に以下の方法がとられた21。 

①実際に社内の定例報告書や特定のテーマにおけるレポート等で報告されているＫＰＩを

抽出する作業を行った。 

②その抽出されたＫＰＩの前後の関連するＫＰＩを討議によって抽出した。たとえば、在

庫の有り高を管理するにあたっては前後の情報として生産計画や生産実績が必要であり、

営業面では出荷計画や出荷実績が関連するＫＰＩとして抽出された。 

③「ＫＰＩプール」の中に適用できると考えられるＫＰＩが無いか１，１８７のＫＰＩか

ら文字検索等によりＫＰＩ候補を抽出し、有効と思われるＫＰＩを選択する作業を行った。 

図表３－１１は当時作成された戦略マップの（全体）である。また、図表３－１２はそ

の一部を抜粋したものである。 

同社では営業から購買や生産、物流および会計に至るまでの基幹業務にグローバル大手

のＥＲＰを採用し、生産現場ではＭＥＳを導入してＩＴを活用した経営管理の仕組みづく

りを強化していた。そこでＫＰＩマネジメントの導入における基本方針として、基幹シス

テムから必要なＫＰＩ情報を抽出しＫＰＩ情報を提供することにした。戦略マップはある

べき姿ではあるが、実現可能性を考慮していないので、実際には基幹業務システムから自

動的に抽出することが出来ないＫＰＩが含まれていた。 

そこで、戦略マップ上にあるＫＰＩを参照しながら、提供できるＫＰＩを基幹業務シス

テムのファイルから抽出する作業が行われ、最終的に３４１のＫＰＩが基幹業務システム

から抽出され経営管理に適用されることになった。この中で、「ＫＰＩプール」を使って新

規に設定されたＫＰＩは全体の１０％程度である。同社が既にＥＲＰで基幹業務システム

を構築し、ＫＰＩに基づく経営管理を実践していたが、それらを検証し、さらに重要なＫ

ＰＩを上乗せすることができた。 

 

 

                                                   
21 2004 年、株式会社アットストリーム主催のプロセスイノベーションセミナーにおける基調講

演『日立の液晶事業におけるパフォーマンス・マネジメントの導入』（矢野知隆）において投影

された講演資料より抜粋した。 
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図表３－１１ 小型液晶製造の戦略マップ（全体） 

 

 

 

（２）ＫＰＩの組織的な活用による経営管理改革の推進 

ＫＰＩが経営活動に適切に活かされる為には、それを必要とし経営管理（ＰＤＣＡ）に

役立てることが出来る責任と権限のある人に提供されなければならない。そこで、図表３

－１３のように「スコアカード」において、プロセスをブランド、パープロとＳＣＭに分

け、全体では、財務、顧客プロセス（ブランド）、プロセス（パープロ）、プロセス（ＳＣ

Ｍ）、基盤技術の 6階層とし、マネジメントの階層をレベル０からレベル６までの 7階層と

して合計４２の区分で管理することとした。分類されたＫＰＩの数は、図表３－１３の通

りである 

 

 

財
務

顧
客

学
習
と
成
長

プ
ロ
セ
ス

４、製・販・技の連携によりSCM業績を向上させる

４－３、前工程

１、財務目標を達成する
収益性･成長性

１－１、戦略計画／売上目標を達成する

１－２、製造原価を下げる １－３、費用効率を上げる

１－４、Cash Flow目標を達
成する

２－１、新規案件を増やす
２－２、提案力の向上により

受注を促進する
２－３、顧客満足向上による

リピートオーダーの獲得

２－４、要素技術開発による
競争力の強化

３、商品試作～量産準備
プロセス改革で

市場投入効率を向上させる

３－５、開発費の管理

３－６、コストダウンの推進 ４－１、計画

４－２、購買 品質

製造

ｺｽﾄ/生産性／品質

４－４、後工程

品質

ｺｽﾄ/生産性／品質L/T

５－１、人材育成 ５－２、技法活用 ５－３、方針管理

２－５、グループ資源の活用

操業度 ／ 在庫 ／ 納期遵守率

３－１、事業化スピードの向上

拠点別在庫 （在庫率／在庫金額）

５、組織連携と高い個人能力を組織連携で統合し、組織能力を高める
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図表３－１２ 小型液晶製造の戦略マップの模式図（一部、抜粋） 
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図表３－１３ スコアカードにおけるＫＰＩの数 

 

 

 

ＫＰＩを用いた経営会議は、月次報告、四半期報告、年度報告として行われる。報告内

容はそれぞれの指標の実績に基づく値とその評価としてのＧＹＲ（Green, Yellow, Red）

の信号表示の他に、Ｙまた、はＲの場合はその指標の責任部署における挽回策が責任部署

より報告される仕組みにすることにより、経営管理におけるＰＤＣＡサイクルがより適切

に回るようにした。 

 

３．５ 小括 

 

業務プロセス改革には、業務全体を「見える化」する為の理論と手法が必要になるが、

とくに、如何に現状の業務を効率的に把握できるか、また、業務の成果をどのように計測

できるかが重要である。そのために、ＫＰＩは有効なツールである。 

本論文では、経営計画の策定（Plan）、経営活動の実行（Do）、実行結果のチェック（Check）

並びに改善サイクルの実施（Action）という経営管理活動において、活動が計画通りに行

われているか、またその結果が計画通りに達成されているかをＫＰＩで測定するＫＰＩマ

ネジメントについて考察した。つまり、ＫＰＩを管理するのではなく、ＫＰＩによって経

営管理活動を遂行することをＫＰＩマネジメントとして捉えている。 

第２章で述べたように、一般に、組織横断プロジェクトとして行われる業務プロセス改

革などでは、次のような問題がある。すなわち、①業務プロセス改革チームのコアメンバ

ーは、数名程度で、全員兼務者である。プロジェクト活動に多くの時間はさけない。②メ

レベル１・２・３の中から、３９項目を経営会議（月次）で報告。

レベル２： 各部門でモニタリング。４半期に１回、経営会議でY又はRのみ報告。

レベル３～６ ： 各部門でモニタリング。 年１回報告。

№ KPIの内訳
レベル0. レベル1. レベル2. レベルl3. レベル4. レベル5. レベル6. 計

KPI数 KPI数 KPI数 KPI数 KPI数 KPI数 KPI数 KPI数

1 財務 1 6 13 1 0 0 0 21

2 顧客(ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ) *1 1 4 5 20 21 0 0 51

3 ﾌﾟﾛｾｽ(ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ) *1 0 2 2 3 5 4 0 16

4 ﾌﾟﾛｾｽ(ﾊﾟｰﾌﾟﾛ) *２ 1 4 14 24 32 1 0 76

5 ﾌﾟﾛｾｽ(SCM) 1 1 2 5 17 103 32 161

6 基盤(技術) 1 3 6 2 4 0 0 16

計 5 20 42 55 79 108 32 341

（*1） 顧客（ブランド）、プロセス（ブランド）とは、取引先企業の価値を評価する指標。同一品質製品の年間供給価格ダウン率、
標準納品リードタイムなどを顧客視点やプロセス視点で設定している。
（*2） プロセス（パープロ）とは、設計者生産性、製造技術者生産性を意味する。設計者数や製造技術者数当たりの売り上げ
や利益などをプロセス視点で設定している。パープロはパー・プロダクションの略である。
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ンバーは所属組織の業務については精通していても、他の組織の業務についての知識は少

ない。③メンバーの経験の薄い領域や組織間にまたがる領域に関するＫＰＩの設定は容易

ではない。④適切ではないＫＰＩを設定すると、経営管理活動とその成果の整合性が取れ

ない事態に陥る。 

そこで、ＫＰＩをどのように設定するのかについて、まず、ＫＰＩの設定に関する従来

法について考察し、実務に適用した場合の有効性について整理した。従来法においては、

最適なＫＰＩを抽出しようとする目的に対して、抽出者に思考の枠組みを与えることによ

ってＫＰＩ候補の抽出をより容易にしようとするものである。しかし、抽出者の知識や知

恵を超えるような最適なＫＰＩを抽出することはできない。 

そこで、抽出者により広い知識を提供し、思考や発想の幅を広げ、より深く考えること

を支援する仕組みがあれば、従来法の限界を克服することが出来ると考え、多くの業務プ

ロセス改革事例から１，１８７のＫＰＩを収集整理し、必要なＫＰＩの設定を支援するツ

ールである「ＫＰＩプール」を考案した。「ＫＰＩプール」を実際の企業での業務プロセス

改革プロジェクトに適用し、その効果を検証した。その結果、「ＫＰＩプール」を活用する

ことで、経営管理の改善に役立つＫＰＩを的確に効率よく抽出できることがわかった。本

章では、中堅の受注型のＯＥＭメーカー、大手自動車製造会社および大手の中小型液晶製

造会社の事例を述べた。 
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第４章 業務機能調査表とＫＰＩによる経営管理の改革 

 

４．１ はじめに 

 

経営戦略には、経営戦略の立案と経営戦略の実行の二つの側面があると考えられる。企

業の発展のために、経営戦略の立案の重要性は多くの経営書で述べられているが、同じく

重要なことは、その経営戦略を具体化した戦術を重点実施項目として実行計画にブレーク

ダウンし、確実に実行することである。経営戦略における実行の重要性については、例え

ば、ラリー・ボジディとラム・チャラン（2003）によって紹介されている。当該組織が確

実に戦術を実行するためには、実行を促すＫＰＩが必要であり、実行の結果の評価におい

ても適切なＫＰＩが必要である。 

財務成果を示す損益計算書や貸借対照表、キャッシュフロー計算書の中の数字の多くが

ＫＰＩであり、経営結果の重要な指標を提示していると考えられる。しかし、それは過去

の数字である。今後の経営成果への期待は一般的には経営計画書で明らかになり、その計

画や業績見通しは公開企業においては投資家である株主と各企業のコミュニケーションの

手段としてＩＲ（Investor Relations）の側面から、四半期開示および年度決算の説明会

において開示される。 

ＩＲ活動において、戦略の実現のための重要な活動である業務プロセス改革の詳細が社

外に開示されることは無いが、実際には多くの業務プロセス改革活動が行われていると考

えられる。業務プロセス改革活動並びに活動成果を測定する経営管理指標としてのＫＰＩ

については各社の創意と工夫により開発され実践されているのが実態である。 

ＫＰＩとその目標を設定したときに、そのＫＰＩ目標を達成するための改善対象として

の業務は何かを明確にすること、そのＫＰＩを確実に数値として把握すること、さらに、

現在の業務機能と業務プロセスは適切に行われているかをチェックし、もしそうでなけれ

ば、その対象業務自体を改善対象業務として抽出することが重要である。そこで、一連の

研究として次の３つの課題に取り組み、業務プロセス改革のための新しい方法を考案した。 

 

課題１．業務プロセス改革プロジェクトで抽出されたＫＰＩは、業務で安定してそのＫＰ

Ｉデータを生成することができるか 

第３章で述べたように、多くの業務プロセス改革事例から１，１８７のＫＰＩを収集整

理し、必要なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプール」を開発し、その「ＫＰＩプ

ール」を活用することで、経営管理の改善に役立つ最適なＫＰＩを抽出できることがわか

った。しかし、業務改革プロジェクトで最適なＫＰＩを抽出しても、そのＫＰＩを生成す

るデータを提供する業務機能が特定できていない場合は、そのＫＰＩを抽出できるか否か

はわからないということになる。また、対象業務機能が特定できていても、その業務の成
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熟度が低い場合には、その業務から生成されたＫＰＩデータの信頼性が低いということに

なる。いずれの場合も、対象業務は業務プロセス改革の改善対象業務とする必要がある。

ＫＰＩはデータを収集し整理し意味のある指標として設定されたものであり、その元デー

タは業務遂行の結果として抽出されるからである。 

 

課題２．業務プロセス改革プロジェクトにおいて設定した改革対象業務は、改革の実行に

おいて優先度が高いと判断できるか 

第２章で述べたように、自動車部品製造業を対象にして考案した「業務機能プール」と

比較して、当該業務の有無や時間軸に関する問題、管理項目に関する問題、業務成熟度に

関する問題および情報システムの使用状況を調査して、その結果を可視化する手法を考案

して、実務への適用により業務の可視化に役立つことがわかった。 

しかし、調査の結果、原価管理業務機能に対するシステムの使用状況の評価が低いとい

う評価結果であった場合、原価管理業務を業務プロセス改革の対象にするか否かの判断が

必要である。なぜならば、原価管理業務の改善よりも、より緊急性や重要性が高い業務プ

ロセス改革の対象機能がある場合には、原価管理業務の改革の優先度は下がることになる。

いずれの企業においても経営資源は限られており、業務プロセス改革の為の投資も優先度

を考慮して検討されなければならない。また、原価管理業務が改善対象業務であるならば、

その理由を明確にする必要があると考えられる。 

すなわち、可視化によって明確になった業務を、改善すべき対象業務とすべきか否か、

何らかの判断材料を示す必要がある。 

 

課題３．業務改革プロジェクトにおいて、最適なＫＰＩとそのＫＰＩに対する対象業務機

能を同時に検討することができるか 

課題１と課題２はお互いに関連して検討される。なぜならば、最適なＫＰＩを設定すれ

ば、そのデータが安定して抽出できるかを業務機能の側面から確認する必要があり、業務

プロセス改革の対象業務は、その成果を測定するＫＰＩを設定することになるからである。 

そこで、業務プロセス改革プロジェクトにおいて、最適なＫＰＩとそのＫＰＩに対する

対象業務機能を同時並行で検討することが出来れば、業務プロセス改革プロジェクトの取

り組みは効率的に行われると考えられる。 

 

これら３つの課題を検討し、本章では、戦略、戦術とＫＰＩ並びに改革対象の業務機能

を関連づける方法を検討した。すなわち、課題１に対しては、戦術からＫＰＩ候補を抽出

する新たな「ＫＰＩプール」を考案した。課題２に対しては、「業務機能プール」の各業務

を戦術と関連づけるために、文字検索の対象となるカラムの設定を行った。課題３に対し

ては、①戦略から戦術を抽出する、②戦術から Excel の検索機能を使ってＫＰＩ候補と業

務機能候補を同時に抽出する、③最終的に「戦術・ＫＰＩ・業務機能」をセットとして整
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理する手法、すなわち、「戦略展開フロー」を考案した。 

さらに、この方法を実際にコンサルタントや企業における業務改革推進メンバーなどを

対象とした業務プロセス改革研修（２社６９名が受講）に適用し、受講後の研修受講者の

意識をアンケート調査で確認することで、この「戦略展開フロー」の有効性を検証した。

これに加えて、中堅の機械製造業における業務プロセス改革に「戦略展開フロー」を適用

して、実務における効果を検証、考察した。 

 

４．２ 「戦略展開フロー」の開発 

 

現状の業務を可視化した結果、業務に何らかの問題があると認識された場合に、その業

務を業務プロセス改革の対象とすべきか否かの選択に当って、「戦略との整合性（すなわち、

意味のある関係性）」の有無をチェックすることが重要である。企業経営において戦略は、

事業経営における経営計画書や業務計画書等に明記されている。また、戦略として明確に

なっていないが、経営者がまだ曖昧な言葉でイメージとして語っている場合がある。この

曖昧な言葉で表現されている戦略を整理し、既に明示された経営戦略とあわせて、その関

係性をもとにして改善対象業務を評価することは、実務で理解しやすく実践的な方法の一

つであると考えられる。たとえば、James Creelman と Naresh Makhijani (2005)は、ＢＳ

Ｃを使った事例を紹介している。 

既に的確な「戦略・戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットが明示されていれば問題はない。

しかし、曖昧な記述でとどまっている場合、また、これから、「戦略・戦術・ＫＰＩ・業務

機能」のセットを明確にしようとしている場合は、まず戦略を戦術の束として定義する。

そして、その戦術を実行するＫＰＩを抽出し、その結果として「戦略・戦術・ＫＰＩ・業

務機能」のセットを的確に整理する手法が求められる。  

一般的に、経営計画書では戦略を構成するいくつかの戦術が重点実施項目として明示さ

れる。重点実施項目に対して、その達成レベルを測定し、業務プロセス改革プロジェクト

の実行性を上げ業績としての成果をあげるために必要なＫＰＩが設定される。 

そこで、実際に明示された戦略と業務を関係づけるにあたって、ＫＰＩを中間の連結キ

ーとする新手法を考案した。これを「戦略展開フロー」と呼ぶことにする。 

すなわち、 

①戦略から戦術を抽出する 

②戦術から Excelの検索機能を使ってＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出する 

③最終的に「戦術・ＫＰＩ・業務機能」をセットとして整理する 

「戦略展開フロー」はこれらの一連の手法であり、経営計画書に示された戦略や戦術、

明示されていないが経営者が抱いている戦略や戦術を具体化する。さらに、その戦術に対

して改革すべき業務機能や最適なＫＰＩの設定を支援することによって、業務プロセス改

革プロジェクトの活動が効率的また、効果的に遂行されると考えられる。 
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 以下に具体的に「戦略展開フロー」の中身について述べる。 

 

４．２．１ 「戦略展開フロー」の構成 

 

考案した「戦略展開フロー」の構成を図表４－１に模式図で示す。 図表４－１の（１）

～（５）の詳細は次のとおりである。 

  

図表４－１ 「戦略展開フロー」の構成 

 

  

（１）戦略を構成する戦術を設定する 

経営戦略やそれを活動に具体化した戦術は多くの場合、経営計画書や業務計画書に記載

される。従って、経営計画書や業務計画書をもとにして戦略と戦術を関連づけることがで

きる。しかし、具体的に明示されていないが、経営者の意識の中には明確にその意思が存

在する場合がある。すなわち、経営者が戦略や戦術を語る時、方向性を示す曖昧な言葉の

みの場合もあれば、具体的な言葉で示す場合もある。 

たとえば、曖昧な言葉で戦略を提示する例として、「イノベーティブな会社にしたい」や

「ＳＣＭの高度化で勝ち抜きたい」などである。一方、具体的な言葉で戦略を提示する例

として、「新製品の開発スピードを速めて、５年以内に発売した新製品の売上高比率を現在

の１０％から３０％にしたい」や「キャッシュフローを改善する為に、在庫を削減する。

さらに売掛金の回収サイクルを早める」などである。 

新製品の開発スピードを速める、新製品の売上高比率を高めるという具体的な戦術は、

曖昧な言葉で示されたイノベーティブな会社という戦略の構成要素として設定されること

によって、戦略がより具体的なものになる。すなわち、イノベーティブな会社とは、新製

（１）戦略を構成する戦術を設定する
（４）戦術と業務プロセス改革

の整合性を確認する
（２）戦術に対応するKPIを設定する
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品の開発スピードを速めて、新製品の売上高比率を高めることであると整理して、経営者

が合意すれば、「イノベーティブな会社にしたい」いう経営者の戦略は、具体的な戦術とし

ては、「新製品の開発スピードを速めて、５年以内に発売した新製品の売上高比率を現在の

１０％から３０％にしたい」という戦術で構成されるといえる。 

そこで、戦略と戦術のマトリックス表を作成し、所与の戦略にいくつかの戦術を関連づ

けたり、逆にいくつかの所与の戦術に戦略を関連づけることが出来れば、業務改革プロジ

ェクトメンバーは、経営者の言葉を戦略と戦術のセットで具体化することができると考え

られる。 

「戦術を構成する戦術を設定する」では、「ＫＰＩプール」に記述した戦略と戦術を関連

づけたマトリックス表、すなわち、戦略と戦術のマトリックスを作成した（これを、「戦略・

戦術マトリックス」と呼ぶ）。業務改革プロジェクトメンバーは、経営者の意思や経営計画

書、業務計画書から、「戦略戦術マトリックス」を使って、戦略名称と戦術名称を特定する。

ここで特定された戦術名称が「戦略展開フロー」において、「戦術に対応するＫＰＩを設定

する」および「戦術に対応する業務を設定する」におけるＫＰＩ並びに業務機能抽出の為

の「抽出キー」となる。 

 

 （２）戦術に対応するＫＰＩを設定する 

戦術名称を「抽出キー」として、その成果を測定するＫＰＩ候補を抽出する。 

抽出するシステムは、Microsoft 社の Excel内で Visual Basicにより構築されており、「抽

出キー」は１０個まで設定できる。 

同時に複数の「検索キー」が使えるようにしたのには理由がある。たとえば、「在庫」を

「検索キー」とした場合、その「検索キー」により抽出されたＫＰＩ候補や業務機能候補

を抽出することはできるが、「在庫は入庫（入荷）、出庫（出荷）の結果である」いう業務

プロセスを考えれば、「検索キー」は「入庫」、「入荷）」、「出庫」、「出荷」および「在庫」

の複数の「検索キー」でＫＰＩ候補を抽出することによって、より的確にＫＰＩ候補を抽

出することができると考えられる。このようにして、抽出されたＫＰＩ候補の中から、戦

術の管理に必要な最適なＫＰＩを設定することができる。 

 

（３）戦術に対応する業務機能を設定する 

Microsoft社の Excel 内で Visual Basicにより構築された抽出システムは、「戦術に対応

するＫＰＩを設定する」と同じ「検索キー」で、ＫＰＩ候補の抽出と同時に「業務機能プ

ール」の中にある業務機能候補を抽出することができる。業務機能候補は、ＫＰＩデータ

の生成に関連する業務機能であり、その業務が安定してＫＰＩデータを生成し提供できる

かを確認することになる。抽出された業務機能候補の中から、ＫＰＩデータの生成に必要

な業務機能を設定する。 

業務改革プロジェクトメンバーは、「業務機能プール」を用いて、業務の有無、時間軸の
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問題、管理項目の問題、業務成熟度、情報システム使用状況についてそれぞれの業務機能

分野の担当者から現状を把握し、可視化することができる。 

従って、事前に「業務機能プール」を用いて現状を把握しておれば、ＫＰＩデータの生

成に必要な業務機能の現状については、業務機候補の抽出と同時に確認することができる。

事前に調査が行われていない場合は、該当する業務機能について同様の調査を行うことに

よって現状業務の状態を確認することができる。 

 

（４）戦術と業務プロセス改革の整合性を確認する 

抽出されたＫＰＩ候補並びに業務機能候補の中から、それぞれ最適なＫＰＩ並びに業務

機能を設定する。設定されたＫＰＩ並びに業務機能は、その候補の抽出のもとになった戦

術と対比して、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」を一連のまとまった戦略セットとして整理する。 

これらの一連の取り組み、すなわち①戦略から戦術を抽出する、②戦術から Excel の検

索機能を使ってＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出する、③最終的に「戦術・ＫＰＩ・

業務機能」をセットとして整理することによって、「戦略との整合性（すなわち、意味のあ

る関係性）」で改革すべき業務機能や最適なＫＰＩの設定を支援することができるといえる。 

 

（５）活動成果を管理する 

必要なＫＰＩデータが業務プロセス改革の対象業務から生成されＫＰＩマネジメントの

サイクルを回すことができる。 

「ＫＰＩプール」を活用したＫＰＩマネジメントについては、第３章で述べた通り、実

務でその有効性が確認されている。 

 

４．３ 従来法と「戦略展開フロー」の比較 

 

企業において、一般に、日常業務を遂行しているメンバーで、有期で業務プロセス改革

を企画立案し推進するプロジェクトに異動できる人材は、数の面でも質の面でも限られて

いる。その限りのある人材によって、第２章で述べたように、通常次のようにプロジェク

トが編成されると考えられる。すなわち、プロジェクトではコアになる人材は数名、多く

ても１０名程度でほぼ全員が日常業務との兼務者であり、プロジェクト活動に多くの時間

はさけない。また、プロジェクトメンバーはそれぞれ何らかの組織に所属しており、その

組織が行っている業務については精通していても、他部門の業務についての知識は充分で

はない。従って、実際の業務プロセス改革プロジェクトでは、抽出者の知識や知恵を超え

る最適なＫＰＩを設定したうえで、そのＫＰＩを生成する業務機能を特定することは容易

ではないと考えられる。 

第２章で述べた通り、まず、業務の機能に注目し、業務機能の可視化を実現するために

「業務機能プール」を考案した。これは、業務の有無やその管理水準を可視化することを
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目指したものである。さらに、業務のプロセスに注目し、業務プロセスを可視化するとい

う課題にも取り組んだ。すなわち、「業務機能プール」の結果を業務フローで表現し、業務

を機能とプロセスの両面から同時に可視化する手法「Stream+」を考案した。 

一方、業務プロセス改革プロジェクトにおいて、改善された業務の成果を計測するため

には、ＫＰＩが有効なツールである。そこで、第３章で述べた通り、多くの業務プロセス

改革事例からＫＰＩを収集整理し、必要なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプール」

を開発し、いわゆる枠組み法による業務機能の設定、並びにＫＰＩの設定方法などの従来

法と比較して、その有効性を確認した。 

 しかし、それぞれ「Stream+」によって、業務機能や業務フローによる業務の可視化が可

能になり、「ＫＰＩプール」によって最適なＫＰＩの設定に役立つ手法が開発されたが、い

ずれも戦略や戦術とのひも付けができていなかった。これまでは、業務改革プロジェクト

の対象業務は所与のものとして、その業務改革プロジェクトの活動を支援する手法を開発

してきた。 

本章の取り組みでは、戦略やそれを具体化した戦術との整合をチェックして、業務改革

の対象業務の妥当性や、業務改革の成果を測定するＫＰＩが生成される業務機能を特定し、

その業務機能から安定して最適なＫＰＩを生成することを目指としている。そこで、従来

法と「戦略展開フロー」を比較して、「戦略展開フロー」の有効性について考察する。従来

法とは、いわゆる枠組み法による業務機能の設定、並びにＫＰＩの設定方法と先行研究で

考案した「Stream+」や「ＫＰＩプール」を使った方法を指す。「戦略展開フロー」とは、

本論文で考案した、戦略から戦術を展開し、ＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に設定する

手法を指す。 

従来法並びに、「ＫＰＩプール」法にはまだ課題が残っている。従来法、「ＫＰＩプール」、

「戦略展開フロー」の比較を図表４－２に示す。 

 

（１）戦略を構成する戦術を設定する 

「戦略を構成する戦術を設定する」では、従来法が戦略や戦術は所与であり、業務改革

プロジェクトは、業務改革対象業務やＫＰＩの設定に際して、改めて戦略や戦術と業務改

革プロジェクトの関係を再構築し、見直すことは無いと考えられる。なぜならば、経営戦

略やそれを活動に具体化した戦術は多くの場合、経営計画書や業務計画書に記載され、経

営計画書や業務計画書をもとにして戦略と戦術を関連づけることができるからである。し

かし、実際には経営計画書や業務計画書には、全てが記述されているわけではなく、また、

これらの記述と関連して、具体的に明示されていないが、経営者の意識の中には明確にそ

の意思が存在する場合がある。すなわち、経営者が戦略や戦術を語る時、方向性を示す曖

昧な言葉のみの場合もあれば、具体的な言葉で示す場合もある。 

これに対して、「戦略展開フロー」では、１，６９７の「ＫＰＩプール」から整理した７

３８の戦術と戦略名称をひもづけた「戦略・戦術マトリックス」を作成し、戦略から戦術
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を抽出する手法を考案した。「戦略・戦術マトリックス」を活用することにより、経験の浅

い業務改革プロジェクトメンバーでも、従来法と比較して、経営者の意思や経営計画書、

業務計画書から、「戦略戦術マトリックス」を使って、より適切な戦略と戦術のセットを設

定することができる。ここで特定された戦術名称が「戦略展開フロー」において、②「戦

術に対応するＫＰＩを設定する」および③「戦術に対応する業務を設定する」におけるＫ

ＰＩ並びに業務機能抽出の為の「抽出キー」となる。 

 

（２）戦術に対応するＫＰＩを設定する 

「戦術に対応するＫＰＩを設定する」において、従来法では、「４Ｘ３マトリックス法」な

どの枠組み法の提供でＫＰＩの設定をおこなう。この方法では、適切なＫＰＩを抽出でき

るか否かは、第３章で述べたように、担当者の経験や思考する能力に依存すると考えられ

る。 

これに対して、「戦略展開フロー」では、戦術名称を文字検索の「抽出キー」として、Ｋ

ＰＩプールの１，６９７のＫＰＩから戦術と関連性の高いＫＰＩ候補を抽出する。担当者

はその中から最適なＫＰＩを設定することが出来る。戦術名称を「抽出キー」として、Ｋ

ＰＩ候補を抽出する方法については、第３章で考察した「ＫＰＩプール」を使って Excel

の検索機能によって、ＫＰＩ候補を抽出する方法と同じである。「戦略展開フロー」では、

文字検索の「抽出キー」が１０個まで同時に設定できるように、Excel 内で Visual Basic

により構築した抽出システムを開発して適用したことである。このことによって、業務改

革プロジェクト担当者は、「検索キー」を連続したプロセスとして設定することにより、よ

り、業務プロセスと関連する適切なＫＰＩを抽出できるようになった。 

たとえば、「在庫」を「検索キー」とした場合、その「検索キー」により抽出されたＫＰ

Ｉ候補や業務機能候補を抽出することはできる。しかし、「在庫は入庫（入荷）、出庫（出

荷）の結果である」いう業務プロセスを考えれば、「検索キー」は「入庫」、「入荷」、「出庫」、

「出荷」および「在庫」の複数の「検索キー」でＫＰＩ候補を抽出することによって、よ

り適切なＫＰＩ候補を抽出することができると考えられる。このようにして、業務機能で

はなく、業務機能を連続した業務プロセスとなる複数の連続した「検索キー」を設定し、

ＫＰＩ候補を抽出することにより、そのＫＰＩ候補の中から、戦術の管理に必要な最適な

ＫＰＩを設定することができる。 

 

（３）戦術に対応する業務機能を設定する 

従来法では、「戦略・戦術マトリックス」に相当する支援ツールが用意されていないこと

により、戦略から戦術を設定するに当たり、業務改革プロジェクトメンバーの能力に依存

することになる。すなわち、業務プロセス改革プロジェクトメンバーが参照する業務リス

トとして、最も一般的なものは「業務分掌」であろう。しかし、業務分掌は役割を記述し

ており業務機能や業務プロセスを記述していない。また、業務プロセス改革プロジェクト
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メンバーが多くの機能分野を経験することは少なく、経験していない業務については、戦

術に対応する業務機能を設定することは容易ではない。 

一方、「戦略展開フロー」では、「戦略・戦術マトリックス」によって具体的になった戦

術名称を文字検索のキーとして、「業務機能プール」から戦術と関連性のある業務機能候補

を抽出する。文字検索にあたって、「戦略展開フロー」では、ＫＰＩ候補と業務機能候補は

同時に同じ「検索キー」で最大１０個まで同時に検索することができる。そこで、「（２）

戦術に対応する業務機能を設定する」で、述べたように、関連する業務プロセスのいくつ

かを同時に「抽出キー」にすることによって、検索された業務機能は網羅性が高いものと

なる。たとえば、「在庫」で検索するだけでなく、「検索キー」は「入庫」、「入荷）」、「出庫」、

「出荷」および「在庫」の複数の「検索キー」で業務機能候補を抽出することによって、

一連の業務プロセスとして関連する業務機能候補を抽出することができる。業務プロセス

改革プロジェクトメンバーは、その業務機能候補の中から、戦術を達成するに必要な業務

改革対象業務や最適なＫＰＩを生成するにあたって必要な業務機能を設定することができ

る。 

 

（４）戦術と業務プロセス改革の整合性を確認する 

従来法では、戦略・戦術は業務改革プロジェクトにとっては所与のものであり、「戦術・

ＫＰＩ・業務機能」をセットとして整理する手法が実務では確立していなかった。理由と

しては、知識や経験が限られている業務プロセス改革プロジェクトメンバーでは、ＫＰＩ

と業務機能を紐づけて整理することが難しく、実務で有効な手法が見当たらなかったと考

えられる。 

「戦略展開フロー」では、検索ツールの開発により、同じ戦術名称で同時にＫＰＩ候補

並びに業務機能候補を抽出することが可能になった。これにより、業務プロセス改革プロ

ジェクトメンバーは「戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットを整理することが出来るように

なった。すなわち、①戦略から戦術を抽出する、②戦術から Excel の検索機能を使ってＫ

ＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出する、③最終的に「戦術・ＫＰＩ・業務機能」をセ

ットとして整理することによって、「戦略との整合性（すなわち、意味のある関係性）」で

改革すべき業務機能や最適なＫＰＩの設定を支援することができる。 
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図表４－２ 従来法と「戦略展開フロー」の比較 

 

 

従来法

枠組み法
「ＫＰＩプール」と「業務機能プー

ル」を適用する方法
「戦略展開フロー」

①ＫＰＩプールの１，６９７のＫＰＩか
ら整理した７３８の戦術と戦略名
称を紐づけた「戦略・戦術マト
リックス」を作成し、戦略から戦
術を抽出する手法を考案した。

②これを活用することにより、経
験の浅い担当者でも、従来法と
比較して、より適切な戦術のセッ
トを設定することが出来る。

①「４Ｘ３マトリックス法」などの枠
組み法の提供でＫＰＩの設定を支
援する。

①「ＫＰＩプール」の１，１８７のＫＰＩ
に対して、文字検索機能を使っ
て、ＫＰＩ候補を抽出する。担当者
はその中から最適なＫＰＩを設定
することが出来る。

①戦術名称を文字検索のキーと
して、ＫＰＩプールの１，６９７のＫ
ＰＩから戦術と関連性の高いＫＰＩ
候補を抽出する。担当者はその
中から最適なＫＰＩを設定すること
が出来る。

②適切なＫＰＩを抽出できるか否
かは担当者の経験や思考する能
力に依存する。

②ＫＰＩの設定に当たっては、「Ｋ
Ｐプール」の中にある付属情報を
参照することによって、経験の浅
い担当者でも最適なＫＰＩを設定
することが出来る。

②ＫＰＩの設定に当たっては、「Ｋ
Ｐプール」の中にある付属情報を
参照することによって、経験の浅
い担当者でも最適なＫＰＩを設定
することが出来る。

①戦術名称を文字検索のキーと
して、「業務機能プール」から戦
術と関連性のある業務機能候補
を抽出する。担当者はその中か
ら、必要な業務機能を設定する
ことが出来る。

④戦術と業務改革プロ
ジェクトの整合性を確認
する

従来法では、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」をセットとして整理する手法が
実務では確立していなかった

①文字検索ツールの開発によ
り、同時に同じ戦術名称でＫＰＩ
候補並びに業務機能候補を抽
出することが可能になった。これ
により、担当者は「戦術・ＫＰＩ・業
務機能」のセットを整理すること
が出来るようになった。

理由としては、特にＫＰＩと業務機能を紐づけて整理するには、知識
や経験が限られている担当者では難しく、実務で有効な手法が見
当たらなかった。

⑤活動成果を管理する
業務機能で実現性を確認するプロセスが欠けていることにより、活
動レベルでＫＰＩ情報の入手と必要な部署や担当者への提供が困
難になるなどの課題が発生する可能性がある。

「戦術・ＫＰＩ・業務機能」の一連
のセットが出来ることによって、
業務機能レベルではより実現性
の高い取り組みが出来る。

②戦術に対応するＫＰＩ
を設定する

③戦術に対応する業務
機能を設定する

業務改革プロジェクトが参照する業務リストとして、最も一般的なも
のは「業務分掌」である。しかし、次の２点の理由で従来法では業
務記述が出来る人材は少ない。

①業務分掌は役割を記述しており業務機能や業務プロセスを記述
していない。 ②選択に当たっては、「業務機

能プール」の中にある付属情報
を参照することによって、経験の
浅い担当者でも必要な業務機能
を設定することが出来る来る。

②担当者が多くの機能分野を経験することは少なく、経験していな
い業務については記述することが容易ではない。

①戦略を構成する戦術
を設定する

①多くの場合、重点実施項目が先に決まり、その集合体として戦略
名称がつけられる。

②経営者の曖昧な言葉で発信された戦略を具体的な戦術で再構
築する為にはベテランの知識と知恵が必要である。

本論文による新手法
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（５）活動成果を管理する 

従来法では、業務機能で実現性を確認するプロセスが欠けていることにより、活動レベ

ルでＫＰＩ情報の入手と必要な部署や担当者への提供が困難になるなどの課題が発生する

可能性がある。 

「戦略展開フロー」では、同時に同じ戦術名称でＫＰＩ候補並びに業務機能候補を抽出

することが可能になったので、業務改革プロジェクトメンバーは、戦術を達成するに必要

な業務改革対象業務や最適なＫＰＩを生成するにあたって必要な業務機能を設定すること

ができる。つまり、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」の一連のセットができることによって、業

務機能レベルではより実現性の高い取り組みができる。 

「戦略展開フロー」は「業務機能プール」による業務の可視化並びに「ＫＰＩプール」

による最適なＫＰＩの設定に加えて、「戦略・戦術マトリックス」により戦略と戦術を関連

づけることにより、戦術とＫＰＩ候補並びに関連する業務機能候補をセットで検討する手

法である。「戦略展開フロー」はこれらの一連の手法であり、経営計画書に示された戦略や

戦術および、明示されていないが経営者が抱いている戦略や戦術を具体化する。さらに、

その戦術に対して改革すべき業務機能や最適なＫＰＩの設定を支援することによって、業

務プロセス改革プロジェクトの活動が効率的且つ効果的に遂行されると考えられる。 

 

業務プロセス改革プロジェクトのメンバーは、実務で経験している業務機能の分野が限

られており、経験外の業務機能の「戦術・ＫＰＩ・業務機能」を一連のセットとして設定

することは難しいと考えられる。そこで、「戦略展開フロー」により、業務プロセス改革プ

ロジェクトメンバーの思考の幅を広げ、深く考えることを支援して、「戦術・ＫＰＩ・業務

機能」を一連のセットとして設定し業務プロセス改革の対象を絞り、業務改革プロジェク

トを効率的且つ効果的に推進することができるようにすることが重要である。 

 

４．４ 「戦略展開フロー」に活用する「ＫＰＩプール」と「業務機能プール」  

 

従来の「ＫＰＩプール」や「業務機能プール」のままでは、図表４－１に模式図で示し

た「戦略展開フロー」の構成として活用することができない。４．２．１で述べた、「（１）

戦略を構成する戦術を設定する」、「（２）戦術に対応するＫＰＩを設定する」、「戦術に対応

する業務機能を設定する」ことを可能にするために、本論文では、「ＫＰＩプール」と「業

務機能プール」に以下の改良作業を行い、「戦略展開フロー」に使える情報の充実と活用の

為のロジックを考案した。 

 

４．４．１ 「ＫＰＩプール」の改良 

 

まず、「戦略展開フロー」に適用するために、第２章で述べた「ＫＰＩプール」に以下の
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改良を加えた。 

①当初、１，１８７であったＫＰＩ数は５１０の新しいＫＰＩを追加して、合計で１，

６９７になった。 

内訳では、「財務」の視点が１２２増えて、４７８に、「顧客」の視点が４９増えて、

２２５に、「業務」の視点が２８１増えて、７１９に、「学習（と成長）」の視点が５８

増えて、２５７になった。これによって、より多くのＫＰＩの中からＫＰＩ候補を抽

出することが可能になった。 

②従来、それぞれのＫＰＩに設定していた戦略・戦術を、帰納法によって統合し、７３

８の戦術として整理し、それぞれのＫＰＩと戦術を１：Ｍの関係でひもづけた。 

③従来、それぞれのＫＰＩに設定していた戦術・戦術を、帰納法によって統合し、２５

の戦略として整理し、それぞれのＫＰＩと戦略を１：Ｎの関係でひもづけた。 

④戦術と戦略の関係をＭ：Ｎに関連づける「戦略・戦術マトリックス」を考案し、戦略

と戦術の双方をひもづけることが出来た。 

 

（１）「ＫＰＩプール」における戦略・戦術・ＫＰＩの関係 

演繹法では、戦略を決めて、その戦略を実行し成果をあげるいくつかの戦術を考案する。

たとえば、戦略としてコストダウン戦略を採用すると、その戦略はコストダウンで業績を

上げるために必要な戦術、たとえば購買外注ではより安い購買先や外注先を探索し、労務

費のより安い国に製造拠点を移すなどの戦術に展開される。この方法では、個々の戦略に 

応じたいくつかの戦術を導き出す必要があるが、経験した業務領域に限りがある業務プロ 

セス改革プロジェクトメンバーが的確な戦術を導き出すのは容易ではない。 

そこで本論文では、戦略から戦術を導き出すのではなく、収集した１，６９７のＫＰＩ

のそれぞれに戦術を関連づけて、その膨大な戦術から最適な戦術を抽出する方法を検討し

た。すなわち、それぞれのＫＰＩに対して関連すると思われる戦術を帰納法によって整理

することにより、最終的には７３８の戦術に整理し、１，６９７のＫＰＩと７３８の戦術

をＭ：Ｎの関係でひもづけた。 

戦略はいくつかの戦術の組み合わせと考えることができるので、それぞれの戦術に対し

て関連すると思われる戦略を帰納法によって整理することにより、最終的には２５の戦略

に整理し、１，６９７のＫＰＩと２５の戦略をＭ：Ｎの関係でひもづけた。この作業によ

って、ＫＰＩと戦略と戦術がひもづいた。ＫＰＩにひもづいた戦術、戦術にひもづいた戦

略の関係を図表４－３に模式的に示す。 
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図表４－３ 「ＫＰＩプール」における戦略・戦術・ＫＰＩの関係 

 

 

 

図表４－３では、定義されたＫＰＩに対して、複数の戦術をひもづけ、さらにその戦術

と戦略をひもづけた結果の相互の関係を示す。これによって、戦略から戦術を展開するこ

とが可能になり、また、戦術からＫＰＩを関連づけて整理することが可能になった。 

 

（２）ＫＰＩにひもづけて整理した戦術の実際 

１，６９７のＫＰＩをもとにして戦術を整理し、その戦術とＫＰＩとひもづけた方法に

ついて説明する。 

それぞれのＫＰＩの定義を読み、そのＫＰＩがどのような取り組みの中で必要となるか

を考えながら戦術名を追記した。最初に何らかの整理の為の枠組みを設定して、その枠組

みに沿って戦術を定型的に整理するのではなく、１，６９７のＫＰＩのそれぞれについて、

関連すると思われる戦術を記述した。結果的には、一つのＫＰＩに対して複数の戦術を記

述した。 

次に、書き込まれた戦術名の文言をすべて見直して、同様の狙いの戦術名を統合し、さ

らに戦術名の内容をコンマ区切りで分解し、同様の内容の表現を統一した。このような言

葉の整理を行うことによって、最終的には７３８の戦術名に名寄せをすることが出来た。 

図表４－４に名寄せされた戦術名の例を抜粋して示す。たとえば、図表４－４の戦術例

の最初にある、「Ｓ５３５ 生産計画の効率化」と「Ｓ５３６ 生産計画の迅速な策定」お

よび「Ｓ５３７ 生産計画の多頻度化」は良く似た戦術名のように思える。しかし、実際

にはこの３つの戦術を「Ｓ５３５ 生産計画の効率化」に統合してしまうと、実務で企業

が取り組む戦術としては的確に合致しないと考えた。つまり、計画を効率化することは少

ない投入工数で計画をつくることであり、迅速に計画を立てることは投入工数に関係なく、

タイムリーに計画をつくることを意味している。 

XX戦略 YY戦略

X2戦術 X3戦術X1戦術 Y1戦術 Y2戦術 Y3戦術

KPI1 KPI2 KPI3 KPI4 KPI5 KPI6定義されたKPI

戦術にひもづいた戦略

KPIにひもづいた戦術
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図表４－４ 名寄せされた戦術名（抜粋） 

（７３８項目に整理） 

 

 

また、生産計画の多頻度化は、たとえば今まで一か月ごとに計画を策定し見直していた

計画サイクルを、週次での計画立案サイクルに変更することであり、市場の変化や需給の

変動に対して計画が実需により追随できるようにすることである。このように、一つ一つ

のＫＰＩとそれぞれの戦術名を丁寧に設定したことにより、「戦略展開フロー」は、より実

務に適用できるようになった。 

 

（３）戦術にひもづけて整理した戦略の実際 

整理された７３８の戦術名を読み込み、その戦術がどのような戦略のもとで必要となる

かを考え、戦略名を追記した。 

一旦追記した戦略と抽出整理した７３８の戦術をマトリックス表にして、関係性を確認

した。この過程で戦略名の見直しや統合作業を行い、最終的には２５の戦略名にまとめる

ことが出来た。同一の戦術が異なる戦略で用いられるケースもあることから、戦略と戦術

の関係をＭ：Ｎの関係でひもづけて整理した。すなわち、「戦略展開フロー」における「戦

ID 戦術例

S535 生産計画の効率化

S536 生産計画の迅速な策定

S537 生産計画の多頻度化

S070 サプライチェーンの最適化による生産計画の多頻度化

S350 効率的な生産計画の策定

S621 適切な生産計画の策定

S069 サプライチェーンの最適化による需要予測の精度向上

S598 調達計画の迅速な変更

S427 需要予測／生産計画の提供による調達の効率向上

S353 効率的な配送計画の策定

S346 効果的な販売計画の策定

S624 店頭での実需関連情報の収集

S129 メーカー・卸・小売の情報の共有による売上増大と計画的発注補充の推進

S424 受注・在庫情報の共有による仕入先・物流業者とのWin-Winの関係

S288 顧客との関係確立

S289 顧客との関係強化

S322 顧客管理

S287 顧客とのコミュニケーション密度の強化

S421 主要顧客への売上の把握

S291 顧客との情報の共有

S292 顧客との情報共有による市場トレンドのタイムリーな把握

S293 顧客との情報共有による需要予測／生産計画の入手

S294 顧客との情報共有による生産計画／在庫情報の提供

S423 取引先満足度の向上

S653 売れ筋商品の把握

S457 商品回転率の迅速な把握

S561 製品管理の徹底

S464 商品鮮度の保持

S454 出荷時の誤欠品の削減

S456 商品の入手可能性の増大

S564 製品廃棄損の削減

S524 迅速な欠品補充

S647 納品ミス削減体制の構築

S032 MD力の強化(merchandising)

S131 ライフサイクルマネジメント

ID 戦術例

S013 ＩＴの活用によるリアルタイムな在庫把握

S375 在庫情報のリアルタイムな把握

S333 顧客動向を考慮した在庫計画の策定

S372 在庫の削減

S373 在庫回転率の向上

S374 在庫管理の向上

S377 在庫水準の適正化

S525 迅速な在庫照会

S588 滞留在庫の減少

S602 長期滞留在庫の削減

S648 廃棄損の削減

S689 部品在庫の削減

S071 サプライヤーとの関係強化

S073 サプライヤーの活用

S343 効果的な仕入計画の策定

S349 効率的な仕入の実現

S382 仕入の適正化

S383 仕入れ先管理

S384 仕入計画の精度向上

S396 支払業務のコスト削減

S397 支払業務の効率化

S398 支払業務の標準化

S006 ｅ発注の利用率向上

S658 発注の迅速化

S250 検品チェックの確実な実施

S136 リードタイムの短縮

S531 生産リードタイムの削減

S695 物流リードタイムの削減

S696 物流拠点の最適化による物流リードタイムの低減

S115 フレキシブルな物流体制の構築

S526 迅速な納期回答

S644 納期の遵守

S645 納期回答精度の向上

S314 顧客へのJIT調達体制の確立

S715 輸送の平準化
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略・戦術マトリックス」を作成した。 

このように、ＫＰＩと戦術と戦略をひもづけたことによって、「戦略展開フロー」では、

経営者から戦略としての曖昧な表現を聞いた時に、その曖昧な戦略を具体的な戦術の集合

として定義することが可能になった。 

多くの経営者は経営戦略についての意思はあるが、それをどのような戦術で実現するか

については、十分なアイデアが思い浮かばないことが多いと思われる。一方、業務改革プ

ロジェクトのメンバーや実務担当者は、具体的な取り組みとしての戦術を考案することが

できても、経営者の発する戦略との関係を具体的に整理することは容易ではないと思われ

る。そこで、経営者の発する戦略と業務改革プロジェクトのメンバーの戦術の関係を「戦

略・戦術マトリックス」を用いて、戦略から戦術名をひもづけて展開したり、戦術名から

戦略をひもづけることによって、双方の関係を具体化することが出来た。 

 具体的には、経営者インタビューなどを通じて、経営者の考える企業のありたい姿や短

期または中期で認識している課題を確認する。その過程で入手できた言葉としての戦略名

や戦術名を書きとめる。その書きとめた戦略名を「戦略・戦術マトリックス」の中にある

戦略名に当てはめると、「戦略・戦術マトリックス」から関連する戦術名を抽出することが

できる。また、インタビューの過程で入手できた複数の戦術名を「戦略・戦術マトリック

ス」の中にある戦術名に当てはめると、「戦略・戦術マトリックス」から関連する戦略名を

抽出することができる。 

このように、曖昧であった経営者の意図する戦略は、より明確な戦術名で表現されるよ

うになる。また、具体的であったいくつかの戦術は、その戦術名をまとめて表現した戦略

名として提示することができる。 

「戦略展開フロー」では、このようにして明確になった戦術名を「検索キー」にして、

最適なＫＰＩを設定するためのＫＰＩ候補の抽出や、必要な業務機能を設定するための業

務機能候補を同時に検索することが可能になった。 

戦略と戦術をひもづけた「戦略・戦術マトリックス」の一部を図表４－５に抜粋して示

す。 
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図表４－５ 「戦略・戦術マトリックス」（抜粋） 

（戦略と戦術のＭ：Ｎでのひもづけ） 

 

 

 

（４）「ＫＰＩプール」のレイアウト 

ＫＰＩと戦術をひもづけて、その戦術と戦略をひもづけた（図表４－３参照）が、その

もとになった「ＫＰＩプール」の最大の改良は、従来、戦略／戦術として一纏めにしてい

た戦略と戦術を分けて整理しなおしたことである。このようにして作成された「ＫＰＩプ

ール」のレイアウトを図表４－６に示す。 

図表４－６の各カラムの内、①から⑦は既に報告した「ＫＰＩプール」のレイアウトと

同じである。 

図表４－６①の４列のカラムはバランスト・スコアカードの４階層を示しており、それ

ぞれのＫＰＩが４階層のどれに相当するかを示している。図表４－６②のカテゴリーはそ

れぞれのＫＰＩを売り上げの増大などいくつかのカテゴリーで区分できるようにしている。

図表４－６③指標ＮＯ．はそれぞれのＫＰＩをユニークに区分する為に割り当てられたも

のであり、ＮＯ．そのものに意味づけは無いが、Excel の検索機能を使うなどの活用方法を

考えて一つの指標にユニークな番号を付与した。 

ID

A
0
1

A
0
2

A
0
3

B
0
1

B
0
2

B
0
3

B
0
4

C
0
1

C
0
2

C
0
3

C
0
4

C
0
5

C
0
6

C
0
7

C
0
8

D
0
1

D
0
2

D
0
3

D
0
4

D
0
5

D
0
6

D
0
7

D
0
8

D
0
9

D
1
0

対
応
す
る
戦
略

売
上
拡
大

（
成
長

）
戦
略

コ
ス
ト
低
減
戦
略

資
金
戦
略

商
品
価
値
向
上
戦
略

付
随
サ
ー

ビ
ス
価
値
向
上
戦
略

対
応
/
サ
ポ
ー

ト
力
向
上
戦
略

囲
い
込
み
戦
略

イ
ノ
ベ
ー

シ

ョ
ン
戦
略

商
品
企
画
・
開
発
・
設
計

E
C
M

調
達
・
製
造

営
業
・
販
売

物
流

S
C
M

間
接
業
務
・
ア
フ
タ
ー

サ
ー

ビ
ス

ス
キ
ル
ア

ッ
プ
戦
略
/
業
務
効
率
化

人
事
戦
略

価
値
観
・
理
念
の
浸
透

戦
略
の
明
確
化

組
織
構
造

I
T
戦
略

シ
ス
テ
ム
・
制
度
整
備

C
S
R

社
会
・
投
資
家
へ
の
イ
メ
ー

ジ
/
P
R
戦
略

E
S
向
上
戦
略

ID 対応する戦術例 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 4 6 2 0 1 1 0 10 2 1 3 0
S001 BCP 5 ○ ○ ○ ○ ○
S002 BSCの活用 3 ○ ○ ○
S003 Co2排出量削減 2 ○ ○
S004 ＤＭ費の効率的な利用 1 ○
S005 EUCの活用 2 ○ ○
S006 ｅ発注の利用率向上 3 ○ ○ ○
S007 IR情報の積極的な発信 1 ○
S008 IR体制の充実 1 ○
S009 ITインフラの適切な運用 2 ○ ○
S010 ITの活用 2 ○ ○
S011 ITの活用によるミスの削減 2 ○ ○

S012 ＩＴの活用によるユーザーの利便性の向上 2 ○ ○

S013 ＩＴの活用によるリアルタイムな在庫把握 3 ○ ○ ○
S014 ITの活用による情報管理の浸透 2 ○ ○
S015 ITヘルプデスクの効率的な運用 2 ○ ○
S016 ＩＴを活用した部門間連携 3 ○ ○ ○
S017 IT開発効率の向上 2 ○ ○

b.顧客 c.業務 d.学習

戦略

a.財務
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図表４－６ 「ＫＰＩプール」のレイアウト 

（⑧戦略／戦術の⑧戦略と⑨戦術への分離） 

 

 

 

図表４－６④指標名はＫＰＩの名称である。図表４－６⑤指標の概要（定義）はその指

標を説明するための情報であり、定義が必要と考えられるもののみ記載している。図表４

－６⑥補足説明は指標の使い方など定義以外の説明情報を、補足説明が必要と考えられる

もののみ記載している。図表４－６⑦指標計算式はＫＰＩの計算式を、計算式が必要と考

えられるもののみ記載している。図表４－６⑧戦略はＫＰＩがどのような戦略区分に該当

するかという視点から、重複を認めて複数記載しており、すべてのＫＰＩに何らかの戦略

を記載している。ＫＰＩは戦略の良し悪しを評価したり、具体的に進むべき方向性を指標

で示したものであり本論文の狙いから必須であり、帰納法により２１の戦略にまとめた。

図表４－６⑨戦術はＫＰＩがどのような戦術区分に該当するかという視点から、該当する

戦術を重複記載しており、すべてのＫＰＩに何らかの戦術をひもづけている。戦術は帰納

法により整備し、７３８の戦術にまとめた。 

全てのＫＰＩプールに⑧戦略並びに⑨戦術をひもづけたことにより、戦略と戦術がＫＰ

Ｉを介して関連付けられている。戦略はいくつかの戦術で構成され、その戦術の遂行プロ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○ ○ 1.売上の
増大

a01001 全収益に占めるインター
ネット経由の収益の割合

ネット経由での販売高を
増やすことで販売諸経費
を抑えるとともに、顧客情
報の収集に役立てる

○ ○ 1.売上の
増大

a01002 得意先別売上げ順位 得意先別売上状況

○ ○ 1.売上の
増大

a01003 対業界比の販売量増加
率

財務 顧客 指標の概要(定義） 補足説明指標No.業務 学習 カテゴリー 指標名

⑦ ⑧ ⑨

売上拡大（成長）戦略
(A01)、コスト低減戦略
(A02)、商品価値向上戦略
(B01)、付随サービス価値
向上戦略(B02)、対応/サ
ポート力向上戦略(B03)、
囲い込み戦略(B04)、商品
企画・開発・設計(C02)、営
業・販売(C05)

(A01)顧客情報の収集。（A02)販売コストの削
減。（B01)顧客の利便性向上。（B02)インター
ネット経由による販売機会の増加。（B03)イン
ターネット経由による販売機会の増加。（B04)
顧客の利便性向上、顧客情報の収集。（C02)
顧客の利便性向上。（C05)インターネット経由
による販売機会の増加、販売コストの削減、
顧客情報の収集

売上拡大（成長）戦略
(A01)、囲い込み戦略
(B04)、営業・販売(C05)

(A01)売上高の増大、顧客内シェアの拡大。
（B04)顧客内シェアの拡大。（C05)顧客内シェ
アの拡大

指標計算式 戦術例戦略
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セスの状態や成果のレベルはＫＰＩによって数字で測定されることが可能になった。 

 

４．４．２ 「業務機能プール」の改良 

 

一方、「戦略展開フロー」に活用するため、従来の「業務機能プール」を以下のように改

良した。すなわち、「戦略展開フロー」を構成する「業務機能プール」は戦術と業務機能を

関連づけるために文字検索が可能な名詞の統一を行った。 

 文字検索はたとえば在庫削減であれば、「在庫」を「検索キー」とする。戦略の狙いが在

庫削減であっても、同様の意図を持つ言葉として在庫量の削減、在庫の減少、在庫高の適

切な管理など様々な言葉で語られる。そこで、業務機能調査表においては「在庫」を「検

索キー」として用いて、在庫に関連する業務機能を抽出することとした。 

 そこで、業務機能調査表を一行ごとに確認しながらより適切な言葉を選ぶ作業を行った。

今回整備された業務機能調査表で実際に検索を行い、十分に使用できることを確認した。

従って、「業務機能プール」のレイアウトのレイアウトは変わっていない。「業務機能プー

ル」のレイアウトを図表４－７に示す。 

 

図表４－７ 「業務機能プール」のレイアウト 

 

 

図表４－７①はレベル３においてユニークに区別するためにバイレベルでそれぞれの業

務機能に番号を付している。図表４－７の例では、それぞれレベル１、２，３の項目に順

に番号を付しており、最初の項目の項目番号は１１１になっている。図表４－７②の業務

レベル１ レベル２ レベル３

1 1 1 出庫指示作成
製造指図データに基づき、倉庫から工程への
出庫指示データを作成し、製造指示書毎の
出庫指示書を出力する。

1 1 2 出庫指示書回付
出庫指示書に製造管理票を添付して回付す
る。

1 1 3 出庫作業
出庫指示書に基づき、倉庫より原材料を出庫
する。

1 1 4 出庫登録 出庫を登録し、在庫を引き落とす。
1 2 1 倉入作業 生産された製品を倉庫に入庫する。
1 2 2 倉入登録 入庫数量を登録し、在庫として計上する。
1 2 3 倉入実績出力 倉入した実績を出力する。

1 3 1 倉出戻入作業
生産に使用した残原材料を倉庫に入庫す
る。

1 3 2 倉出戻入登録
製造管理票記述の原材料の残量を元に、倉
出戻入の数量を入力する。

1 4 1 手配依頼作成
システム以外で倉庫要求（在庫調整または在
庫移動）の手配依頼を作成する。

1 4 2 上長承認
倉庫要求に対し承認(確認)を取得し、倉庫要
求を確定する。

製品倉入

部材倉出戻入

倉庫要求（手入力）

入出庫管理

業務機能【雛型】
項目番
号

業務機能レベル
業務機能説明

部材倉出

① ② ③
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機能レベルは業務を 3 階層で記述している。図表４－７③の業務機能説明（雛形）はレベ

ル３の業務機能の説明である。 

 

４．５ ＫＰＩ候補と業務機能候補の同時抽出 

 

第２章で述べたように、「戦略・戦術マトリックス」の開発により、戦略と戦術の関係を

Ｍ：Ｎの関係でひもづけて整理することができる。「ＫＰＩプール」に戦略と戦術をそれぞ

れカラムを分けて記述することにより、ＫＰＩと戦術と戦略をひもづけたことによって、

経営者から戦略としての曖昧な表現を聞いた時に、その曖昧な戦略を具体的な戦術の集合

として定義することが可能になり、具体的に表現された戦術名を「検索キー」にして、最

適なＫＰＩを設定するためのＫＰＩ候補の抽出や必要な業務機能を設定するための業務機

能候補を同時に検索する為の条件が整う。これによって、「ＫＰＩ候補」と「業務機能候補」

を別々に検索し、抽出することができるが、互いの関係を確認し、最適なＫＰＩを設定す

る必要がある。 

そこで、ＫＰＩ候補の抽出や必要な業務機能を設定するための業務機能候補を同時に検

索するプログラムを開発して同時検索を可能できれば、より効率的かつ最適なＫＰＩおよ

び必要な業務機能を設定することができる。以下にここで考案した同時抽出の仕組みにつ

いて述べる。 

 

（１）「検索キー」によるＫＰＩ候補と業務機能候補の同時抽出 

 実際に経営管理で使用する最適なＫＰＩおよびそのＫＰＩデータを生成するための必要

な業務機能を設定する作業が必要になる。この作業を効率的に行う為に、ＫＰＩ候補と業

務機能候補を同時に抽出し、それがどの「検索キー」により抽出されたかという関連性を

表示する検索システムを考案した。 

考案した「戦略展開フロー」では、「検索キー」を指定することにより、その戦術に対応

したＫＰＩ候補と業務機能候補が抽出される。具体的には、「検索キー」で指定された単語

が、「ＫＰＩプール」に含まれるかを検索し、検索されたＫＰＩ候補を１シートに出力する。

同じく、「業務機能プール」の中に「検索キー」が含まれるかを検索し、検索された業務機

能候補を１シートに出力する。 

 複数の「検索キー」が指定され、ＫＰＩ候補および業務機能候補が複数抽出された場合

には、システムのロジックで行寄せを行う。その結果、一表で複数の「検索キー」とその

「検索キー」によって抽出されたＫＰＩ候補並びに業務機能候補が、重複することなく表

示される。 

このＫＰＩ候補と業務機能候補の同時抽出機能の開発によってＫＰＩ候補並びに業務機

能候補の検索作業の効率が高まると同時に、「検索キー」相互の関係が見えるようになり、

ＫＰＩ候補並びに業務機能候補から、最適なＫＰＩ並びに必要な業務機能をより効率的に
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設定することが可能になった。 図表４－８に実際の検索の画面を示す。 

図表４－８ 検索画面のレイアウト 

（「在庫」、「入庫」、「入荷」、「出庫」、「出荷」の５つの「検索キー」で検索した例） 

 

 

 

次に、「在庫」、「入庫」、「入荷」、「出庫」、「出荷」の５つの「検索キー」で、ＫＰＩ候補

と業務機能候補を同時検索した結果を図表４－９、図表４－１０に示す。図表４－９はＫ

ＰＩ候補の抽出例である。図表４－９では、「在庫」、「入庫」、「入荷」、「出庫」、「出荷」の

５つの「検索キー」で検索したＫＰＩ候補の例であるが、それぞれのＫＰＩ候補がどの「検

索キー」により抽出されたかがわかる。たとえば、指標名の「ＯＣＦ」は「在庫」で検索

されていることが○マークで示されている。同様に、指標名の「指定時間通りの出荷率」

は「出荷」で検索されたことを○マークで示している。図表の中の「該当個数」欄は５つ

の検索キーの内、いくつの検索キーで検索されたかの個数を示す。図表４－９ではすべて

１個になっている。 
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図表４－９ 同時検索したＫＰＩ候補の例 

（「在庫」、「入庫」、「入荷」、「出庫」、「出荷」の５つの「検索キー」で検索した例） 

 

 

 

図表４－１０は業務機能候補の例である。 

 

図表４－１０ 同時検索した業務機能候補の例 

（「在庫」、「入庫」、「入荷」、「出庫」、「出荷」の５つの「検索キー」で検索した例） 
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図表４－１０は、在庫、入庫、入荷、出庫、出荷の５つの「検索キー」で検索した例で

あるが、それぞれの業務機能候補がどの「検索キー」により抽出されたかがわかる。たと

えば、レベル３の「出荷指示作成」は「在庫」と「出庫」の２つの「検索キー」で検索さ

れており、レベル３の「倉入れ作業」は「在庫」、「入庫」、「出庫」の３つの「検索キー」

で検索されたことを示している。図表４－１０の「該当個数」欄は複数の検索キーの内、

いくつの検索キーで検索されたかの個数を示す。 

 

 （２）ＫＰＩと業務プロセス改革における目的との整合性の確保 

業務プロセス改革における改善対象業務が戦略や戦術と整合性が確保されているのかと

いう課題に対して、具体的には「戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットを整理することで、

改善対象業務が戦略や戦術と整合性が取れていることを確認した。既に戦略と戦術の関係

はひもづけられており、戦術とＫＰＩ候補並びに業務機能候補は「戦略展開フロー」によ

る同時検索機能を使うことによって、ひもづいている。ＫＰＩ候補と抽出された業務機能

候補を関連づけて、実務的に安定してＫＰＩを生成できる業務機能を確認しながら最適な

ＫＰＩを設定する。ＫＰＩ候補から最適なＫＰＩ設定し、その最適なＫＰＩを安定して生

成する為の業務機能は何かをひもづけることによって、ひもづけられた業務機能は必要な

改善対象業務といえる。図表４－１１はＫＰＩ候補と改善対象業務の関連性の検討例の一

部を示す。 

図表４－１１は「新製品」、「製品」、「開発」、「設計」を「検索キー」にした抽出例であ

る。横軸はこの「検索キー」で抽出された業務機能を示す。それぞれの業務機能がどの「検

索キー」で抽出されたかは図表にあるそれぞれの「検索キー」の○マークがついている項

目で関連性がわかる。同じく、縦軸はこの「検索キー」で抽出されたＫＰＩ候補を示す。

それぞれのＫＰＩ候補がどの「検索キー」で抽出されたかは図表４－１１にあるそれぞれ

の「検索キー」の○マークがついている項目で関連性がわかる。 

たとえば、「新製品の市場投入数」というＫＰＩデータを生成するためには、レベル３の

業務機能で「見積もり」、「生産枠管理」、「事業化検討」、「製品開発計画立案」、「受注」の

５つの業務機能が関連していることを示している。 
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図表４－１１ ＫＰＩ候補と改善対象業務の関連性の検討例 

（「新製品」、「製品」、「開発」、「設計」を「検索キー」にした抽出例） 

 

 

 

 

 

 

製品 カテゴリー開発 時間 研究

指標名

設
計
変
更
促
進
の
迅
速
化

新
商
品
の
市
場
投
入
数

新
製
品
開
発
に
携
わ
る
従
業
員
数

研
究
開
発
費

１
製
品
あ
た
り
開
発
期
間

新
製
品
開
発
期
間

C
A
E
導
入
に
よ
る
開
発
期
間
短
縮
月
数

サ
ー

ビ
ス

・製
品

の
開

発
の

進
捗

度

設
計
図
書
出
図
納
期
遵
守
率

量
産
試
作
段
階
で
の
設
計
変
更
・
仕
様
変
更
数

次
世
代
製
品
の
開
発
に
要
す
る
時
間

新
製
品
開
発
進
行
度

先
行
技
術
開
発
数

新
製
品
計
画
件
数
に
対
す
る
実
現
し
た
新
製
品
開
発
件
数

競
合
他
社
の
新
製
品
投
入
件
数
に
対
す
る
自
社
の
新
製
品
投
入
件

新
製
品
の
平
均
試
作
回
数

新
製
品
の
新
規
部
品
点
数

新
製

品
・サ

ー
ビ

ス
の

市
場

提
供

ま
で

の
サ

イ
ク

ル
タ

イ
ム

製
品

開
発

の
リ

ー
ド

タ
イ

ム

研
究
開
発
要
員
数

研
究
開
発
時
間

研
究
開
発
資
源
投
入
率

商
品
開
発
時
間
比
率

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新製品

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 製品

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 開発

レベル０ レベル１ レベル２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 設計

○ ○ 1 2 3 販売管理 販売契約管理 見積(販売) ✔

○ 1 3 4 販売管理 受注管理
生産枠管理（製品の
予約管理）

✔

○ 1 4 1 販売管理 製品出荷管理 製品出荷処理
○ 1 4 2 販売管理 製品出荷管理 販売運賃計算
○ 2 6 4 調達管理 購買/外注管理 外注単価チェック
○ 3 1 1 製造 製造計画 年度製造計画 ✔
○ 3 4 1 製造 品質管理 製品検査

○ 3 4 3 製造 品質管理 設計変更 ✔ ✔
○ 3 5 2 製造 情報管理 完成入出庫確認
○ 4 1 2 在庫管理 入出庫管理 製品倉入
○ 5 3 1 物流管理 輸入 輸入発注

○ 6 1 1 原価計算 標準/予定原価設定 原価基準設定 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

○ 6 2 5 原価計算 実際原価 実際原価の集計 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ ○ 7 1 1 開発・設計 製品開発 事業化検討 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ ○ 7 1 2 開発・設計 製品開発 製品開発計画立案 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ ○ 7 1 3 開発・設計 製品開発 工程進捗管理 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ ○ 7 1 4 開発・設計 製品開発 製品設計
○ ○ ○ 7 1 5 開発・設計 製品開発 設備導入
○ ○ ○ 7 1 6 開発・設計 製品開発 試作 ✔
○ ○ ○ 7 1 7 開発・設計 製品開発 試作品評価 ✔

○ ○ 7 2 1 開発・設計 設計見積 見積受付
○ ○ 7 2 2 開発・設計 設計見積 見積図作成
○ ○ 7 2 3 開発・設計 設計見積 見積作成
○ ○ 7 2 4 開発・設計 設計見積 見積回答
○ ○ 7 3 1 開発・設計 受注設計 受注 ✔
○ ○ 7 3 2 開発・設計 受注設計 設計図書作成
○ ○ 7 3 3 開発・設計 受注設計 製作図作成
○ ○ 7 3 4 開発・設計 受注設計 仕様書作成、手配
○ ○ 7 3 5 開発・設計 受注設計 設計変更 ✔ ✔
○ ○ 7 3 6 開発・設計 受注設計 品番取得申請 ✔ ✔
○ ○ 7 3 7 開発・設計 受注設計 顧客承認 ✔
○ ○ 7 3 8 開発・設計 受注設計 各種図書作成

○ ○ ○ 7 3 9 開発・設計 受注設計 検査成績書作成
○ ○ 7 3 10 開発・設計 受注設計 完成図書作成
○ ○ 7 4 1 開発・設計 出図管理 日程管理 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ 7 4 2 開発・設計 出図管理 出図・変更履歴管理 ✔ ✔ ✔ ✔
○ ○ 7 5 1 開発・設計 設計工数管理 設計工数管理 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

○ 8 1 2 サービス クレーム対応 クレーム原因検討 ✔
○ 10 1 3 管理会計 予算策定 部門別経費予算 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

○ 10 3 1 管理会計
プロジェクト別費用
管理

予算策定
✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

○ 10 3 2 管理会計
プロジェクト別費用
管理

予実管理 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

業務機能検索キー

項目
番号

業務機能レベル新
製
品

製
品

開
発

設
計

検
索

キ
ー

指標名
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４．６ 業務プロセス改革研修における「戦略展開フロー」の活用 

  

コンサルタントや企業における業務改革推進メンバーを対象とした業務プロセス改革研

修を行うにあたって、本論文で考案した「戦略展開フロー」を使った研修プログラムを考

案した。研修の目的は、業務プロセス改革のスキルを磨くことである。 

  

４．６．１ 業務プロセス改革研修プログラムの設計 

 

研修受講者が、業務プロセス改革プロジェクトを担当できるようになるために、「戦略展

開フロー」を用いた研修プログラムを開発し、実施した。 

プログラムの開発にあたっては、研修受講者の理解がより深まることを目指して、最初

に従来法による研修を行い、そのあとで「戦略展開フロー」を使って研修を行うプログラ

ムを設計した。その研修の成果は、研修受講者に対するアンケート調査で確認した。アン

ケート調査は、従来法と「戦略展開フロー」の２つの方法において、それぞれ、①理解で

きたか、②自信が持てたか、の両面から成果を確認できるように設計にした。 

 

（１）研修の目的と「戦略展開フロー」活用の狙い 

 研修の開始にあたって、研修受講者に研修の目的と、その研修に「戦略展開フロー」を

活用することの狙いについて、図表４－１２に示す資料で説明した。 

 

図表４－１２ 研修の目的と「戦略展開フロー」活用の狙い 

 

 

 

 

１．経営者の曖昧な言葉に対して「戦略－戦術－KPI－業務機能」のセットを作成する能力をつける

もっと
Innovative

な会社にしたい

もう少し、具体的に言うと
①3Mのように（過去5年間に発売された）

新製品売上比率が30%以上ある会社のイメージですか？
⇒ YES

⑤女性の管理職比率を（日銀と同じく）現在の４％から
2018年に５％、23年に10％に

引き上げるというイメージですか？
⇒NO

２．従来ある「枠組み法」や「ＫＰＩプール」と「業務機能プール」を単独で活用する方法では、個人の能
力以上には解決策を提示できないという課題がある。本研修プログラムは、「戦略展開フロー」を使う
事によって、質と量の両面で提案能力が向上することを狙って作成された。

例：イノベーション戦略の具体化
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本研修で、研修受講者は、戦略から戦術を展開し、その戦術を遂行するにあたり、最適

なＫＰＩを設定すること、および、そのＫＰＩに関連する業務機能候補を抽出して必要な

業務機能を設定するという、業務プロセス改革で必要とされる一連のスキルを学ぶ。 

また、「戦略展開フロー」法を使う狙いは、「戦略展開フロー」が特に経験の浅い人の育

成に効果があると想定されるからである。何故ならば、経営者の曖昧な言葉に対して、戦

略や戦術をより具体的なＫＰＩや業務に関連づけて考えることは、経験の浅い研修受講者

にとっては、難しいと思われる。しかし、第２章で論じたように、「業務機能プール」を使

えば、現状業務の理解と可視化に役立つ。また、第３章で論じたように、「ＫＰＩプール」

はＫＰＩ抽出者の知識や知恵を補助してよい広範囲により深く検討する為のツールである

ので、個人の能力の拡大や深化を支援することができると考えられる。そうすると、経験

の浅い研修受講者でも、その能力以上に理解が深まり、質と量の両面で提案能力が向上す

ると期待できるからである。 

 

（２）研修プログラム 

 研修時間の短縮も本研修プログラムの特徴である。日常業務で多忙な人材の研修に多く

の時間はさけず、短時間で網羅的な研修内容にする必要がある。そこで、図表４－１３に

示す通り、実質５時間程度で理解できることを目指して、研修＃１～＃６までの研修プロ

グラムを作成した。 

 

図表４－１３ 研修プログラム 

 

 

 

図表４－１２で示したように、研修の目的は、経営者の曖昧な言葉に対して「戦略－戦

術－ＫＰＩ－業務機能」のセットを作成する能力をつけることである。そこで、経営者の

曖昧な言葉から戦略や戦術を具体化するにあたって、二つの異なる経営者像を設定した。

◆オリエンテーション
9:00 - 9:45     本日の進め方の説明およびケース（X社）の説明

◆ケースAを用いた研修
9:45 – 10:30     研修#1 従来法による戦略の展開

10:30 – 11:00     研修#2 「戦略展開フロー」による戦術への展開

◆ケースBを用いた研修
11:00 – 12:30     研修#3 従来法による戦術からKPI、業務機能への展開

== お昼休憩 ==

13:00 – 13:30     研修#4 「KPIプール」による戦術からKPIへの展開
13:30 – 14:00     研修#5 「業務機能プール」による戦術から業務機能への展開
14:00 – 15:00     研修#6 「戦略展開フロー」による戦術からKPI、業務機能への展開
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すなわち、ケースＡは曖昧な言葉、または、イメージで意思を伝えるタイプの経営者を想

定した。ケースＢは戦術レベルまで具体化して伝えるタイプの経営者を想定した。研修の

前半は、ケースＡを用いた研修であり、後半はケースＢを用いた研修である。 

 

４．６．２ 研修のプログラムにおいて、研修受講者に課した課題 

 

次に、研修プログラムの＃１から＃６のそれぞれについて、その概要を示す。詳細につ

いては、付録「研修報告書」に示す。 

研修のケースを作成するに当たり、自社製品の開発、製造、販売機能を持つ中堅の製造

業をケーススタディの対象会社にした。本研修は研修プログラムに示した通り、ケースＡ

とケースＢに分かれている。ケースＡは曖昧言葉、または、イメージで意思を伝えるタイ

プの経営者を想定した。ケースＢは戦術レベルまで具体化して伝えるタイプの経営者を想

定した。まず、ケースＡについて、研修課題を図表４－１４に示す。 

 

図表４－１４ ケースＡの説明 

 

 

次に、ケースＢについて、研修課題を図表４－１５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケースＡの説明

あなたはX社の経営企画部長です。先ほど社長に呼ばれ、「そろそろ来年度の経営計画を立てよう
と考えている。うちは、AmazonとかDELLみたいに、もっとSCM（サプライチェーンマネジメント）に強
みを持った会社にしたいんだ。事業の達成目標としてどのようなKPI（重要業績指標）を設定し、各
部門に対しどのように指示を出すかを考え、経営計画書をまとめてほしい。」と言われました。

社長は、常日頃からイメージ先行型で、秘書からは、「恐らく具体的には何をしてSCM（サプライ
チェーンマネジメント）を強化するかのイメージは無いのだと思います。２，３の戦略展開案を持って
きていただければ、その中からイメージを絞り込んでいけると思います。明日には、案を持ってきて
いただけますでしょうか。」と言われました。
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図表４－１５ ケースＢの説明 

 

 

 

以下に、それぞれ、＃１から＃６の研修内容の概要を示す。また、それぞれの課題に対

する回答後に、研修受講者に対してアンケート調査を行った。アンケート調査票の設計と

アンケートの分析結果は、「４．６．３ 業務プロセス改革研修における効果の仮説とアン

ケート調査票の設計」および、「４．６．４ アンケート調査分析による研修結果」に示す。 

 

（１）研修＃１：従来法による戦略の展開 

ケースＡに対して、講師が課題解決の進め方と考え方を示し、次に具体的に課題を課し

た。課題は、「ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）を強化したい」という言葉から想

起するいくつかの戦術とその経営管理指標となるＫＰＩを記入するものであり、従来法に

よって、戦略を具体化する研修である。 

 

（２）研修＃２ ：「戦略展開フロー」による戦術への展開 

 次に、曖昧な表現である戦略から具体的な戦術を展開するにあたって、「戦略展開フロー」

を活用する方法を説明し、「戦略展開フロー」を構成する「戦略・戦術マトリックス」を用

いて、課題解決への取り組みを課した。課題は、「ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）」

に関して、「戦略・戦術マトリックス」を使い、対応する戦術を「戦略・戦術マトリックス」

から抽出することによって戦略を具体化する研修である。 

 

（３）研修＃３：従来法による戦術からＫＰＩ、業務機能への展開   

あなたはX社の経営企画部員です。先ほど社長に呼ばれ、「そろそろ来年度の経営計画を立てようと考え
ている。事業の達成目標としてどのようなKPI（重要業績指標）を設定し、各部門に対しどのように指示を
出すかを考え、経営計画書をまとめてほしい。」と言われました。

その後に、社長は自分の思いを話しながら、ホワイトボードに要点を書いていきました。

「重要なことが３つある。」
「まずは、経営の根幹である財務について、キャッシュフローを改善したいと思っている。そのためには、
滞りがちな売掛金回収のスピードを上げることと、在庫の削減だ。うちのメンバーは、キャッシュフローの
考え方が徹底していないので支払期限を購入月の翌々月の末日などと悠長なことをやっている。あとは、
在庫だ。在庫を抱えていることで倉庫代や金利が発生していること、廃棄のリスクを抱えていることなど認
識が甘いんだ。」

「次は、売上の拡大だ。今のうちの市場は、飽和しつつある。新市場の開拓と、そこに向けた新製品開発
のスピードを上げないと、このままでは売り上げが頭打ちになってしまう。」

「最後は、やはりコスト削減だな。うちは製造業だから製造コストを集中的に下げて筋肉質のモノづくり集
団にしたい。そのためには、平準化生産と外注コストの削減に着手したい。」
「以上の内容を踏まえて、経営計画に着手する前に、まず戦術のリストとそのKPI、さらに対象となる社内
業務の一覧を今日中に作ってくれ。」
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具体的な戦術として挙げられた中から、「在庫削減」の戦術に対して、具体的なＫＰＩ候

補の抽出および業務機能候補を抽出する課題を課した。課題は３つあり、課題３－１は、「在

庫削減」の達成度を測るＫＰＩを記入するものであり、課題３－２は、「在庫削減」に関連

する業務機能を抽出する研修である。課題３－３は、課題３－１で抽出したＫＰＩと、課

題３－２で抽出した業務機能を対応させて示すものである。いずれも従来法によって、戦

術とＫＰＩ並びに業務機能を関連づける研修である。 

 

（４）研修＃４：「KPI プール」による戦術から KPI への展開 

次に、「在庫削減」の戦術に対して、「戦略展開フロー」の構成要素である「ＫＰＩプー

ル」を使ってＫＰＩ候補を抽出する課題を課した。課題は、「ＫＰＩプール」から抽出され

た「在庫削減」に関するＫＰＩ候補から、課題に最適なＫＰＩを選定する研修である。 

 

（５）研修＃５：「業務機能プール」の活用による戦術から業務機能の展開 

次に、「在庫削減」の戦術に対して、「戦略展開フロー」の構成要素である「業務機能プ

ール」を使って業務機能候補を抽出する課題を課した。課題は、「業務機能展開表」から抽

出された「在庫削減」に関する業務機能に対して、課題に最適な業務機能を選定する研修

である。 

 

（６）研修＃６：「戦略展開フロー」による戦術からＫＰＩ、業務機能の展開 

次に、「在庫削減」の戦術を「戦略展開フロー」の構成要素である「ＫＰＩプール」、「業

務機能プール」を同時に使って、ＫＰＩ候補と業務機能候補を抽出する課題を課した。課

題は３つあり、課題６－１は、研修＃４で抽出したＫＰＩのうち、重要と思われるものを

選定する研修である。課題６－２は、研修＃５で抽出した業務機能に対して、課題に最適

な業務機能を選定する研修である。課題６－３は、課題６－２で選定した業務機能と研修

＃４で抽出した、課題に最適なＫＰＩをセットでまとめる研修である。 

 

４．６．３ 業務プロセス改革研修における効果の仮説とアンケート調査票の設計 

 

今回考案した「戦略展開フロー」が業務プロセス改革の研修に役立つかについて、従来

法との比較も含めてアンケート調査を実施した。 

 

（１）効果の仮説 

今回開発された「戦略展開フロー」が業務プロセス改革の研修に役立つかについて、従

来法との比較も含めて以下の４つの仮説を設定して、アンケート調査票を設計した。  

仮説 1：「戦略・戦術マトリックス」は、戦略を戦術にブレークダウンしようとする者にと

って、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 
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仮説 2：「戦略展開フロー」は、戦術からその成果を計測するＫＰＩを導こうとする者にと

って、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 

仮説 3：「戦略展開フロー」は、戦術からその対象業務を導こうとする者にとって、従来実

務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 

仮説 4：「戦略展開フロー」は、整合性のある「戦略・戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセット

を導こうとする者にとって、従来実務で用いられている方法と比較して、質と質の

両面で有効である。 

 

（２）アンケート調査票の設計 

次に４つの仮説を検証するアンケート調査票を図表４－１６に示す。 

 

図表４－１６ 研究仮説とアンケート調査票の関係 

 

 

仮説 手法
アン

ケート
NO.

質問NO. 質問

仮説1
『戦略・戦術マトリックス』は、戦略
を戦術にブレークダウンしようとす
る者にとって、従来実務で用いら
れている方法と比較して、量と質
の両面で有効である.

従来法 ＃１

1
「戦略-戦術」を関連付けて整理することができまし
たか？

2
「戦略-戦術」の関連付けにおいて、自分が出した結
果がよくできていると自信を持てていますか？

3
「戦術-KPI」を関連付けて整理することができました
か？

4
「戦術-KPI」の関連付けにおいて、自分が出した結
果がよくできていると自信を持てていますか？

戦略展開フロー ＃２
1

戦略・戦術マトリックスは「戦略-戦術」を関連付けて
整理する時に思考をより広く、より深く理解するのに
役立ちましたか？

3
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

仮説2
『KPI・業務機能抽出システム』は、
戦術からその成果を計測するKPI
を導こうとする者にとって、従来実
務で用いられている方法と比較し
て、量と質の両面で有効である.

従来法 ＃３
1

「戦術-KPI」を関連付けて整理することができました
か？

2
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

戦略展開フロー ＃４
1

「戦術-KPI」を関連付けて整理することができました
か？

2
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

仮説3
『KPI・業務機能抽出システム』は、
戦術からその該当業務を導こうと
する者にとって、従来実務で用い
られている方法と比較して、量と質
の両面で有効である.

従来法 ＃３
3

「KPI－業務機能」を関連付けて整理することができ
ましたか？

4
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

戦略展開フロー ＃５
1

「戦術－業務機能」を関連付けて整理することがで
きましたか？

2
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

仮説
『KPI・業務機能抽出システム』は、
整合性のある「戦略・戦術・KPI・業
務機能」のセットを導こうとする者
にとって、従来実務で用いられて
いる方法と比較して、質と質の両
面で有効である.

戦略展開フロー ＃６
1

「戦術－KPI－業務機能」を関連付けて整理すること
ができましたか？

2
上記に関し、自分が出した結果がよくできていると自
信を持てていますか？

比較 ＃６
3

課題＃６では、課題＃３と比較して「戦術－KPI－業
務機能」を関連付けて整理することができました
か？

4
課題＃６では、課題＃３と比較して、自分が出した結
果がよくできていると自信を持てていますか？
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研修による結果は２つの方法で検証することとした。図表４－１７に実際のアンケート

調査票を示す。 

一つ目は主観的な出来栄えの評価である。ツールや思考法は，使った結果，整理がうま

くできることが重要である。うまく整理できたかどうかを 7 段階の自己評価方式で測定す

る。図表４－１７では、網掛けをしていない質問が該当する。 

二つ目は、その結果を活用するに当たり、自信が持てているか否かを問うものである。

整理された結果は，経営者との対話のベースとなるため，作成されたものに自信を持てる

かが重要であり、同じく 7 段階の自己評価方式で測定する。図表４－１７では、網掛けを

した質問が該当する。 

 

図表４－１７ アンケート調査用紙＃１における二種類の問いかけのパターン 

（アンケート調査＃１の質問１，２，３，４を示す） 

 

 

 

４．６．４ アンケート調査分析による研修結果 

  

研修でのアンケート調査結果について以下の分析を行った。 

 

（１）全データの相関分析 

取得した全データについて、ＳＰＳＳによる相関分析を行ったが、その結果、互いに相

関が認められるデータ群のみを示すと図表４－１８のようになった。これらのデータにつ

いてより詳しく分析していくことにした。 

 

 

アンケート項目 数値基準
解答欄：数字を
記入ください

「戦略-戦術」を関連付けて
整理することができました
か？

「戦略-戦術」の関連付けに
おいて、自分が出した結果が
よくできていると自信を持て
ていますか？

「戦術-KPI」を関連付けて整
理することができましたか？

「戦術-KPI」の関連付けにお
いて、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てて
いますか？
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図表４－１８ 研修受講者属性とアンケート調査結果の相関分析 

（ＳＰＳＳによる分析結果から分析対象項目を選択した） 

 

 

 

（２）研修受講者のカテゴリー 

研修受講者を何らかの基準でカテゴリーに分けるにあたって、研修の内容は製造業の業

務に関する設問で構成しているので、より多くの業務経験をした研修受講者とそうでない

アンケートＮＯ． ＃１ ＃１ ＃１ ＃２ ＃２ ＃３ ＃３ ＃４ ＃５ ＃６ ＃６

アン
ケート

質問Ｎ
Ｏ．

質問ＮＯ． 1 2 3 1 3 1 3 1 1 1 3

Pearson の
相関係数

1 .408** .325** .397** .330** .325** .282* .349** .264* .189 .219 .235 .165

有意確率
(両側)

.001 .006 .001 .006 .007 .019 .003 .028 .120 .070 .052 .176

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.408** 1 .298* .357** .258* .051 -.008 .277* .374** -.020 -.048 .065 -.014

有意確率
(両側)

.001 .013 .003 .033 .679 .951 .021 .002 .871 .694 .594 .910

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.325** .298* 1 .827** .858** .189 .341** .666** .511** .240* .240* .238* .108

有意確率
(両側)

.006 .013 .000 .000 .121 .004 .000 .000 .047 .047 .049 .376

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.397** .357** .827** 1 .788** .131 .263* .547** .525** .162 .233 .194 .089

有意確率
(両側)

.001 .003 .000 .000 .282 .029 .000 .000 .184 .054 .110 .468

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.330** .258* .858** .788** 1 .202 .264* .668** .613** .249* .255* .186 .043

有意確率
(両側)

.006 .033 .000 .000 .096 .028 .000 .000 .039 .035 .125 .725

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.325** .051 .189 .131 .202 1 .537** .169 .178 .633** .670** .528** .500**

有意確率
(両側)

.007 .679 .121 .282 .096 .000 .165 .143 .000 .000 .000 .000

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.282* -.008 .341** .263* .264* .537** 1 .251* .049 .505** .538** .380** .379**

有意確率
(両側)

.019 .951 .004 .029 .028 .000 .037 .687 .000 .000 .001 .001

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.349** .277* .666** .547** .668** .169 .251* 1 .731** .393** .301* .345** .255*

有意確率
(両側)

.003 .021 .000 .000 .000 .165 .037 .000 .001 .012 .004 .035

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.264* .374** .511** .525** .613** .178 .049 .731** 1 .333** .200 .272* .088

有意確率
(両側)

.028 .002 .000 .000 .000 .143 .687 .000 .005 .100 .024 .473

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.189 -.020 .240* .162 .249* .633** .505** .393** .333** 1 .827** .820** .700**

有意確率
(両側)

.120 .871 .047 .184 .039 .000 .000 .001 .005 .000 .000 .000

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.219 -.048 .240* .233 .255* .670** .538** .301* .200 .827** 1 .752** .719**

有意確率
(両側)

.070 .694 .047 .054 .035 .000 .000 .012 .100 .000 .000 .000

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.235 .065 .238* .194 .186 .528** .380** .345** .272* .820** .752** 1 .825**

有意確率
(両側)

.052 .594 .049 .110 .125 .000 .001 .004 .024 .000 .000 .000

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69
Pearson の
相関係数

.165 -.014 .108 .089 .043 .500** .379** .255* .088 .700** .719** .825** 1

有意確率
(両側)

.176 .910 .376 .468 .725 .000 .001 .035 .473 .000 .000 .000

N 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69 69

*    ：　相関係数は 5%水準で有意 (両側)

＃４ 1

＃５ 1

＃６ 1

＃６ 3

* * ：　相関係数は 1%水準で有意 (両側)

＃２ 3

＃３ 1

＃３ 3

＃１ 2

＃１ 3

＃２ 1

＃０社
会人経
験

＃０業
務機能
の個数

＃０社会人経験

＃０業務機能の
個数

＃１ 1
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研修受講者で差があると考えられる。また、業務経験は社会人経験年数と何らかの関係が

あると考えられる。 

業務個数は事前に準備した５１の業務機能から経験した業務機能を選択して、その数を

業務個数とした。社会人経験は０－５年、６－１０年、１１－１５年、１６－２０年、２

１－２５年、２６－３０年、３１－３５年、３６年以上の８段階で該当する年数を選択し、

それぞれ１から８までの数字で表した。実際にＳＰＳＳの相関分析では、社会人経験年数

と業務個数の間には相関係数が０．４０８で有意確率（両側）が０．００１で相関係数は

１％水準で有意である。 

そこで、経験した業務個数で３つのカテゴリーに分けた。すなわち経験した業務個数が

０から 4 までの研修受講者を新人とし、経験した業務個数が５から９までの研修受講者を

中堅、同じく１０以上（４１まで）をベテランとした。図表４－１９は３つのカテゴリー

の比較を示す。 

研修受講者のカテゴリーを経験した業務機能の個数で分けたことは、今回の研修の主旨

（知識と経験の幅を広げ、深く考えて知恵を出す）と整合していると考えられる。そのよ

うに区分したカテゴリー間では、社会人経験（年数）には大きな差が無いという結果にな

った。これは、同じ部署に留まっておれば、社会人経験が長くても経験した業務の数は増

えないし、一方、社会人としての年数が少なくても異動により多くの業務を経験すること

は大いに考えられる。 

 

図表４－１９ 研修受講者の３つのカテゴリーの比較 

 

 

 

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

新人 中堅 ベテラン

研修受講者カテゴリー

業務機能の個数

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

新人 中堅 ベテラン

研修受講者カテゴリー

社会人経験

新人 中堅 ベテラン全体
社会人経験 3.39 3.67 4.32 3.7

研修受講者カテゴリー
新人 中堅 ベテラン全体

業務機能の個数 1.74 6.83 20.95 7.91

研修受講者カテゴリー

＃０業務機能の個数

Pearson の
相関係数

.408**

有意確率
(両側)

.001

N 69

＃０社会人
経験
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（３）アンケート調査結果に対する記述統計分析 

新人、中堅、ベテラン、全体に分けて、アンケート調査結果の平均値と標準偏差を図表４

－２０に示す。 

図４－２０ アンケート調査結果の記述統計分析 

 

 

仮説 手法
アン

ケート
NO.

質問
NO.

質問 平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

1
「戦略-戦術」を関連付けて整
理することができましたか？

2.76 1.36 3.33 1.23 3.84 1.57 3.16 1.46

2

「戦略-戦術」の関連付けにお
いて、自分が出した結果がよく
できていると自信を持てていま
すか？

2.05 1.35 2.50 1.00 3.11 1.59 2.42 1.43

3
「戦術-KPI」を関連付けて整理
することができましたか？

2.76 1.53 3.17 1.11 3.58 1.54 3.06 1.49

4

「戦術-KPI」の関連付けにおい
て、自分が出した結果がよくで
きていると自信を持てています
か？

1.89 1.29 2.42 1.16 2.74 1.33 2.22 1.32

1

戦略・戦術マトリックスは「戦略
-戦術」を関連付けて整理する
時に思考をより広く、より深く理
解するのに役立ちましたか？

5.87 1.19 5.58 1.38 5.63 1.38 5.75 1.26

3
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

3.87 1.77 3.92 1.44 3.74 1.33 3.84 1.59

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理
することができましたか？

3.76 1.36 4.33 1.30 4.37 1.26 4.03 1.34

2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

2.89 1.29 3.50 1.31 3.47 1.47 3.16 1.36

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理
することができましたか？

3.55 1.33 4.08 1.38 4.58 1.17 3.93 1.35

2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

2.84 1.39 3.33 1.50 3.63 1.42 3.14 1.44

3
「KPI－業務機能」を関連付け
て整理することができました
か？

4.95 1.04 5.00 1.04 4.47 1.58 4.83 1.21

4
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

4.18 1.37 4.17 1.34 3.84 1.46 4.09 1.38

1
「戦術－業務機能」を関連付け
て整理することができました
か？

5.11 1.03 5.00 1.13 4.47 1.39 4.91 1.17

2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

4.37 1.26 4.08 1.31 4.11 1.45 4.25 1.31

1
「戦術－KPI－業務機能」を関
連付けて整理することができま
したか？

5.11 1.16 5.00 1.21 4.95 1.35 5.04 1.21

2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持て
ていますか？

4.34 1.38 4.17 1.40 4.11 1.45 4.25 1.39

3

課題＃６では、課題＃３と比較
して「戦術－KPI－業務機能」を
関連付けて整理することができ
ましたか？

5.42 0.98 5.25 1.22 4.89 1.37 5.25 1.14

4

課題＃６では、課題＃３と比較
して、自分が出した結果がよく
できていると自信を持てていま
すか？

5.00 1.14 4.92 1.56 4.32 1.29 4.80 1.28

従来
法

中堅 ベテラン 全体

従来
法

仮説1
『戦略・戦術マトリッ
クス』は、戦略を戦
術にブレークダウン
しようとする者にとっ
て、従来実務で用い
られている方法と比
較して、量と質の両
面で有効である.

新人

仮説2
『KPI・業務機能抽出
システム』は、戦術
からその成果を計測
するKPIを導こうとす
る者にとって、従来
実務で用いられてい
る方法と比較して、
量と質の両面で有
効である.

仮説3
『KPI・業務機能抽出
システム』は、戦術
からその該当業務を
導こうとする者にとっ
て、従来実務で用い
られている方法と比
較して、量と質の両
面で有効である.

仮説4
『KPI・業務機能抽出
システム』は、整合
性のある「戦略・戦
術・KPI・業務機能」
のセットを導こうとす
る者にとって、従来
実務で用いられてい
る方法と比較して、
質と質の両面で有
効である.

＃１

＃２

＃４

戦略
展開

フロー
＃６

比較 ＃６

＃５

＃３

戦略
展開

フロー

従来
法

＃３

戦略
展開

フロー

戦略
展開

フロー
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図表４－２０の網掛けはそれぞれのカテゴリーで平均値の高い 5 項目を示す。全体で最

も高い評価は質問項目＃－１で、平均値が５．７５であった。戦略から戦術を具体化する

支援ツールとしての「戦略・戦術マトリックス」の支援機能が高く評価されている。二番

目は質問項目＃６－３で、平均値が５．２５であった。「戦略展開フロー」が従来法に比較

して「戦術－ＫＰＩ－業務機能」を関連づけて整理できることを高く評価している。三番

目は質問項目＃６－１で平均値が５．０４であった。同じく「戦略展開フロー」そのもの

が「戦術－ＫＰＩ－業務機能」を関連づけて整理できることを高く評価している。四番目

は＃５－１で平均値が４．９１であった。「戦略展開フロー」そのものが戦術と業務機能を

関連づけて整理できることを高く評価している。以上は全体でも上位４項目であると同時

に全てのカテゴリーで上位 5項目に入っている。 

以上の記述統計分析の結果から、研修受講者は「戦略展開フロー」が従来法に比較して

戦略から戦術へ、さらにＫＰＩ候補の抽出、業務機能の抽出とそれらを関連づけて整理で

きることを高く評価していることが分かる。 

以下では、事前に設定した４つの仮説についての考察を述べる。 

 

（４）仮説 1について：「戦略・戦術マトリックス」に対する研修受講者の回答結果 

『仮説 1：「戦略・戦術マトリックス」は、戦略を戦術にブレークダウンしようとする者

にとって、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。』とい

う仮説に対する質問の結果を図表４－２１に示す。 

図表４－２１の上段には、従来法で行った研修の結果をアンケート調査＃１－１「戦略-

戦術」を関連付けて整理することができましたか？」の問いかけに対する 7 段階の回答と

アンケート調査＃２－１「戦略・戦術マトリックス」は戦略-戦術を関連付けて整理する時

に思考をより広く、より深く理解するのに役立ちましたか？」の問いかけに対するそれぞ

れの平均値と、7段階の回答の差分（増分）を示す。 

図表４－２１の下段には、従来法で行った研修の結果をアンケート調査＃１－２「戦略-

戦術の関連付けにおいて、自分が出した結果がよくできていると自信を持てていますか？」

の問いかけに対する７段階の回答とアンケート調査＃２－３「上記に関し、自分が出した

結果がよくできていると自信を持てていますか？」の問いかけに対するそれぞれの平均値

と、7段階の回答の差分（増分）を示す。 
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図表４－２１ 「戦略・戦術マトリックス」に対する研修受講者の回答結果 

 

 

上段の整理・理解についての問いかけに対して、回答の絶対値では、従来法に比較して

「戦略展開フロー」はいずれのカテゴリーでも高い評価になっている。従来法は全体の平

均値が３．１６で、中心値が４．００であるので、全体には理解が高いとは言えない。一

方、「戦略展開フロー」では、全体の平均値が５．７５で、いずれのカテゴリーでも理解が

出来ていると回答している。従来法では良く整理できない課題も「戦略展開フロー」を使

うと良く整理できることがわかった。特に新人の場合は従来法が２．７６であるのに対し

て、「戦略展開フロー」では５．８７と高い評価になっている。差分では、新人、中堅、ベ

テランの順に差分が大きく、「戦略展開フロー」の活用の効果があることがわかった。 

すなわち、戦略を具体的な戦術に展開するに当たり、「戦略展開フロー」は従来法に比較

して、研修受講者の能力の拡大と深化に役立つ。その効果は新人,中堅、ベテランの順に大

きいことがわかった。 

下段の自信が持てたかという問いかけに対して、回答の絶対値では、従来法に比較して

「戦略展開フロー」はいずれのカテゴリーでも高い評価になっている。従来法は平均値全

体の平均値が２．４２で、中心値が４．００であるので、全体には自信が持てていないこ

とがわかる。一方、「戦略展開フロー」では、全体の平均値が３．８４で、いずれのカテゴ

リーでも中心地に近い評価の回答が得られている。従来法では良く整理できない課題も「戦

1 2
2 3

Pearson の相関
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1 1
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N 69 69
*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) です。

差分
質問ＮＯ．

アンケートＮＯ．

新人 中堅
ベテラ

ン
全体

1 1
「戦略-戦術」を関連付けて整
理することができましたか？

従来法 2.76 3.33 3.84 3.16

2 1

戦略・戦術マトリックスは「戦略
-戦術」を関連付けて整理する
時に思考をより広く、より深く
理解するのに役立ちました
か？

戦略展
開フ
ロー

5.87 5.58 5.63 5.75

差分 3.11 2.25 1.79 2.59

アン
ケート
NO.

質問
NO.

質問
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比較対
象手法

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00
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新人 中堅 ベテラン
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戦略展開フロー

差分

新人 中堅
ベテラ
ン

全体

1 2

「戦略-戦術」の関連付けにお
いて、自分が出した結果がよく
できていると自信を持てていま
すか？

従来法 2.05 2.50 3.11 2.42

2 3
上記に関し、自分が出した結
果がよくできていると自信を持
てていますか？

戦略展
開フ
ロー

3.87 3.92 3.74 3.84

差分 1.82 1.42 0.63 1.42

研修受講者カテゴリーアン
ケート
NO.

質問
NO.
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比較対
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3.00

4.00

5.00
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新人 中堅 ベテラン
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従来法

戦略展開フロー
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略展開フロー」を使うと結果に自信が持てることがわかった。特に新人の場合は従来法が

２．０４で、中心値の４．００の半分であるのに対して、「戦略展開フロー」では３．８７

中心値に近い評価になっている。差分では、新人、中堅、ベテランの順に差分が大きく、「戦

略展開フロー」の活用の効果があることがわかった。 

すなわち、戦略を具体的な戦術に展開するに当たり、「戦略展開フロー」は従来法に比較

して、研修受講者が結果に対して自信が持てることがわかり、その効果は新人,中堅、ベテ

ランの順に大きいことがわかった。 

しかし、自信が持てたかという問いかけに対しては、実際に結果を経営者にプレゼンテ

ーションを行うことを想定して研修事例を作成したことにより、プレゼンテーションの対

象者である経営者の理解および納得を得るということが研修受講者自身の理解以外の要素

が加味された可能性がある。理解できたという回答と自信が持てたかという回答の間にあ

る違いについては別の研究に委ねて、本論文では、仮説検証において整理・理解できたか

という上段の問いかけに対する結果のみを示す。下段を含む全体については、付録でアン

ケート調査結果のみを示す。 

 

（３）仮説 2について：戦術からＫＰＩを抽出する手法に対する研修受講者の回答結果 

『仮説２：「戦略展開フロー」は、戦術からその成果を計測するＫＰＩを導こうとする者

にとって、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である』とい

う仮説に対する研修受講者の回答結果を図表４－２２に示す。 

 

図表４－２２ 戦術からＫＰＩを抽出する手法に対する研修受講者の回答結果 

 

 

 

アンケートＮＯ． ＃１ ＃４
質問ＮＯ． 3 1
差分 Pearson の相関

係数
-.420** .487**

有意確率 (両側) .000 .000
N 69 69

新人 中堅
ベテラ
ン

全体

＃1 3
「戦術-KPI」を関連付けて整理することが
できましたか？

従来法 2.76 3.17 3.58 3.06

＃4 1
「戦術-KPI」を関連付けて整理することが
できましたか？

戦略展開フロー 4.95 5.00 4.47 4.83

差分 2.18 1.83 0.89 1.77

比較対象手法
研修受講者カテゴリーアン

ケート
NO.

質問
NO.

質問

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

新人 中堅 ベテラン

研修受講者カテゴリー

従来法

戦略展開フロー

差分
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回答の絶対値では、従来法に比較して「戦略展開フロー」はいずれのカテゴリーでも高

い評価になっている。従来法は研修受講者全体の平均値が３．０６で、全体に理解が高い

とは言えない。一方、「戦略展開フロー」では、全体の平均値が４．８３で、いずれのカテ

ゴリーでも理解が出来ていると回答している。従来法では良く整理できない課題も「戦略

展開フロー」を使うと良く整理できることがわかった。特に新人の場合は従来法が２．７

６であるのに対して、「戦略展開フロー」では４．９５であり、ほぼ 2倍の高い評価になっ

ている。差分では、新人、中堅、ベテランの順に差分が大きく、「戦略展開フロー」の活用

の効果があることがわかった。 

すなわち、戦略からＫＰＩを抽出し、関連づけて整理するに当たり、「戦略展開フロー」

は従来法に比較して、研修受講者の能力の拡大と深化に役立つ。その効果は新人,中堅、ベ

テランの順に大きいことがわかった。この傾向は仮説 1の場合と同じである。 

 

（４）仮説 3について：戦術から対象業務を抽出する手法に対する研修受講者の回答結果 

『仮説３：「戦略展開フロー」は、戦術からその対象業務を導こうとする者にとって、従来

実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である』という仮説に対する

研修受講者の回答結果を図表４－２３に示す。 

 

図表４－２３ 戦術から対象業務を抽出する手法に対する研修受講者の回答結果 

 

 

 

回答の絶対値では、従来法に比較して「戦略展開フロー」は新人と中堅で高い評価にな

っている。一方、ベテランにおいては、従来法がわずかに高い評価になっている。従来法
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は全体の平均値が３．９４で、全体には理解が高いとは言えない。一方、「戦略展開フロー」

では、全体の平均値が４．９１で、いずれのカテゴリーでも理解が出来ていると回答して

いる。従来法では良く整理できない課題も「戦略展開フロー」を使うと良く整理できるこ

とがわかった。特に新人の場合は従来法が３．５５であるのに対して、「戦略展開フロー」

では５．１１であり、高い評価になっている。差分では、新人、中堅、ベテランの順に差

分が大きく、上述の通り、ベテランでは従来法が高い評価になっている。 

すなわち、戦略からＫＰＩを抽出し、関連づけて整理するに当たり、「戦略展開フロー」

は従来法に比較して、研修受講者の能力の拡大と深化に役立つ。その効果は新人,中堅、ベ

テランの順に大きいことがわかった。この傾向は仮説 1の場合と同じである。 

ベテランの場合は従来法に高い評価をしていることについて、本研修において従来法で

は、戦術からＫＰＩを検討し、そのＫＰＩを抽出する業務機能を検討した。一方、「戦略展

開フロー」では、戦術から直接、業務機能を抽出した。ベテランは経験した業務の個数で

カテゴリー化したので、より業務に精通したベテランにとっては知識として知っているこ

とにより、「戦略展開フロー」の効果を感じなかったと想定されるが、今後のさらなる調査

研究が必要である。 

「戦略展開フロー」は業務機能候補を抽出するに当たり、従来法に比較して、新人や中

堅などのより業務経験の少ない研修受講者の能力を高める支援法といえる。 

 

（５）仮説 4：戦術から対象業務を抽出する手法に対する研修受講者の回答結果 

仮説４：「戦略展開フロー」は、整合性のある「戦術・ＫＰＩ・業務」のセットを導こう

とする者にとって、従来実務で用いられている方法と比較して、質と質の両面で有効であ

るという仮説に対する研修受講者の回答結果を図表４－２４に示す。 

上段は、「戦術－ＫＰＩ－業務機能」を関連付けて整理する場合の従来法と「戦略展開フ

ロー」を比較しようとしたものである。 

従来法では、戦術からＫＰＩ候補を抽出し、そのＫＰＩのデータを生成する時に関連す

る業務機能候補を抽出し整理するのに対して、「戦略展開フロー」では、戦術からＫＰＩ候

補と業務機能候補を同時に抽出する。従って、アンケート調査分析においては戦術とＫＰ

Ｉを関連づける（＃３の１）こととＫＰＩと業務機能を関連づける（＃３の３）の２段階

のアンケート調査結果を統合（＃３の１＋３）し、その結果を「戦略展開フロー」法と比

較した。 
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図表４－２４ 戦術・ＫＰＩ・業務機能のセットを作成する手法に対する 

研修受講者の回答結果 

 

 

 

回答の絶対値では、従来法に比較して「戦略展開フロー」はいずれのカテゴリーでも高

い評価になっている。従来法は全体の平均値が３．９８で、中心値が４．００であるので、

全体には理解が高いとは言えないが、ベテラン、中堅、新人の順に理解が高いことがわか

る。一方、「戦略展開フロー」では、全体の平均値が５．０４で、いずれのカテゴリーでも

理解が出来ていると回答しており、その特徴はカテゴリー間で差が小さいことである。従

来法では良く整理できない課題も「戦略展開フロー」を使うと新人も中堅もベテランも同

じく理解が高まり、良く整理できることがわかった。特に新人の場合は従来法が３．６６

であるのに対して、「戦略展開フロー」では５．１１であり、高い評価になっている。差分

では、新人、中堅、ベテランの順に差分が大きく、新人に対してより役立つことがわかっ

た。すなわち、戦略からＫＰＩを抽出し、関連づけて整理するに当たり、「戦略展開フロー」

は従来法に比較して、研修受講者の能力の拡大と深化に役立つ。その効果は新人,中堅、ベ

テランの順に大きいことがわかった。この傾向は仮説 1～３の場合と同じである。 

 下段は、最終的なアウトプットである「戦術－ＫＰＩ－業務機能」を関連付けて整理す

るにあたり、従来法に比較して「戦略展開フロー」の役立ちについて聞いたものである。

その結果、平均値は５．２５であり、高い評価をしている。また、この全体評価では、新

人、中堅、ベテランの間の差が小さいという結果が出ている。すなわち、従来法に比較し

て「戦略展開フロー」は全てのカテゴリーで研修受講者の能力を高める支援法といえる。 

新人 中堅 ベテラン全体

＃３ 1
「戦術-KPI」を関連付けて整理
することができましたか？ 3.76 4.33 4.37 4.03

＃３ 3
「KPI－業務機能」を関連付けて
整理することができましたか？ 3.55 4.08 4.58 3.93

＃３ １＋３ 従来法の平均値 従来法 3.66 4.21 4.47 3.98

＃６ 1
「戦術－KPI－業務機能」を関連
付けて整理することができまし
たか？

戦略展開フ
ロー 5.11 5.00 4.95 5.04

1.45 0.79 0.47 1.07「戦略展開フロー」と従来法の平均値との差分

研修受講者カテゴリー比較対象手
法

質問質問NO.
アンケー

トNO.

従来法

新人 中堅
ベテラ

ン
全体

＃6 3

課題＃６では、課題＃３と比較して

「戦術－KPI－業務機能」を関連付

けて整理することができましたか？

従来法と戦略

展開フローの

比較
5.42 5.25 4.89 5.25

研修受講者カテゴリー質問

NO.
質問 比較対象手法

アンケー

トNO.
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（６）研修における「戦略展開フロー」に対する研修受講者の回答結果のまとめ 

「戦略展開フロー」の有効性を検証する４つの仮説、すなわち、 

仮説 1：「戦略・戦術マトリックス」は、戦略を戦術にブレークダウンしようとする者にと

って、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 

仮説 2：「戦略展開フロー」は、戦術からその成果を計測するＫＰＩを導こうとする者にと

って、従来実務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 

仮説 3：「戦略展開フロー」は、戦術からその対象業務を導こうとする者にとって、従来実

務で用いられている方法と比較して、量と質の両面で有効である。 

仮説 4：「戦略展開フロー」は、整合性のある「戦略・戦術・ＫＰＩ・業務」のセットを導

こうとする者にとって、従来実務で用いられている方法と比較して、質と質の両

面で有効である。 

に対して、いずれの場合も絶対値で比較して「戦略展開フロー」が従来法に比較して高

い評価を獲得した。さらに、差分では、従来法と比較して、「戦略展開フロー」を用いた場

合には、新人、中堅、ベテランの順に高い評価を獲得した。 

このことにより、「戦略展開フロー」は特に新人や中堅に対してその効果が大きく、今後

は業務改革プロジェクトのみでなく、人材育成のための研修にも適用できる可能性がある

といえる。 

 

４．７ 中堅製造業における「戦略展開フロー」の適用事例 

 

カーツ株式会社は岡山市に本社を置き、芝刈り機や刈払機などの農作業機器を開発・製

造・販売・アフターサービスをする中堅の製造業である。Made in Japan を理念に掲げ、

高品質の製品を全量国内生産し、欧州をはじめとして、売上高の８０％を海外で販売して

いる。同社は、３年間の中期経営計画最終年度に当たり、次年度から始まる次期中期経営

計画を策定する為の指針をつくることにした。そして、その指針を作成するにあたって、

本論文の成果である「戦略展開フロー」を活用して、短期間で「戦術・ＫＰＩ・業務プロ

セス改革対象業務」のセットをつくることとした。すなわち、同社の経営の方向性を示す

戦略を実現するための具体的な戦術を明らかにし、その戦術に関連する最適なＫＰＩを設

定する。そのＫＰＩを使ってＰＤＣＡを回すための業務プロセス改革対象業務を設定する。

下期から始まる中期経営計画策定作業の中で、業務プロセス改革の実行計画を策定する。 

以下に、その「業務改革検討ガイド」を作成するその取り組みと活動の成果について述べ

る。 

 

４．７．１ 適用した手法とプロジェクトの推進計画 

 

中期経営計画を構成する数値計画については、同社は以前より繰り返し実施しており、
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策定方法に関する課題は無いと考えた。すなわち、上期の実績値と下期の見込地を参考に

して、今期の着地計画を作り、その着地計画をもとにして次期中期経営計画の数値計画を

つくることである。 

一方、経営幹部は、次期中期経営計画を策定する為の課題として、経営者や経営幹部の

考えている戦略の方向性を確認し、その戦略を具体化した戦術に展開して、その戦術を実

現する為のＫＰＩと業務プロセス課題を明確にすることが重要であると考えた。すなわち、

上半期では、数値計画ではなく、中期経営計画で討議すべき事業の方向性や経営者の戦略

を実現する戦術とその戦術の実行と実行の結果の経営成果を管理する為のＫＰＩを具体化

する。さらにその戦術を実行するための業務プロセスを具体化した「業務改革検討ガイド」

を策定する。下半期では、その指針に従って、次年後より始まる３年間の次期中期経営計

画を策定することにした。 

 

（１）取り組み方針 

同社は、「業務改革検討ガイド」を作成するにあたって、本論文の成果である「戦略展開

フロー」を活用して、短期間で「戦術・ＫＰＩ・業務プロセス改革対象業務」のセットを

つくることとした。 

その理由は、経営者だけでなく、中期経営計画策定にかかわる中堅幹部も日常業務で多

忙であり、「業務改革検討ガイド」を策定する為に必要な参画時間を確保できない。特に、

外部のコンサルタントとスケジュールを合わせてインタビューやそれに伴う情報収集、さ

らに必要な討議などの時間を捻出するのは困難であると判断した。実際に、プロジェクト

を推進するにあたって、外部のコンサルタントが同社で業務を行う場合に、打ち合わせ等

の調整が出来なくて、空き時間が生じてもコンサルティングフィーが発生して、無駄な出

費がかさむことになる。このような無駄は同社だけでなく、コンサルタントにとっても無

駄な時間であり、効率の悪いプロジェクトになってしまう。 

そこで、「戦略展開フロー」を使って、効率的に本プロジェクトを推進するプログラムを

策定して進めることにした。すなわち、同社の経営の方向性を示す戦略を実現するための

具体的な戦術を明らかにし、その戦術に関連する最適なＫＰＩを設定する。そのＫＰＩを

使ってＰＤＣＡを回すための業務プロセス改革対象業務を設定する。この一連の作業を「戦

略展開フロー」を使って行う。下期から始まる中期経営計画策定作業の中で、業務プロセ

ス改革の実行計画を策定する。 

以下に、その「業務改革検討ガイド」を作成するプログラムについて述べる。 

 

（２）プロジェクトの推進プログラム 

同社は本論文の成果である「戦略展開フロー」を用いて、２か月で「業務改革検討ガイ

ド」を作成するためのプロジェクトを発足させた。そのプロジェクトの推進プログラムを

図表４－２５に模式図で示す。 
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図表４－２５ 「戦略展開フロー」による推進プログラム 

 

 

 

図表４－２５に示した中期経営計画策定ガイドの作成計画の特徴は以下のとおりである。 

①既存の戦略や戦術を明らかにするにあたって、図表４－２５の『（１）既存の資料から戦

術とＫＰＩを抽出する』に示す通り、過去の経営会議資料から戦略や戦術名を抽出し、既

存の管理帳表からＫＰＩを抽出する作業を行った。これらの作業は、同社から必要な資料

を受領し、その資料を基にしてコンサルタントが独自に作業を進めることができる。これ

によって、同社のプロジェクト関係者とコンサルタントが、作業推進の為のスケジュール

を調整する必要が無くなった。さらに、この作業はベテランのコンサルタントではなく、

経験の浅いコンサルタントでできる作業であり、同社にとってもコンサルタントにとって

も双方に費用面で大きな利点のある取り組みであった。 

②具体的な戦術を明らかにし、その戦術に関連する最適なＫＰＩを設定するにあたって、

図表４－２５の『（２）「戦略展開フロー」を使って、最適な戦術と最適なＫＰＩを設定す

（１）既存の資料から戦術とＫＰＩを抽出する

②既存の管理帳表からＫ
ＰＩを抽出する

①過去の経営会議資料
から戦略や戦術名を抽
出する

既存の帳票から抽出した
既存のＫＰＩ

既存の資料から抽出した
既存の戦術名

（２）「戦略展開フロー」を使って、最適な戦術と最適なＫＰＩを設定する

「ＫＰＩプール」

①「戦略・戦術マトリック
ス」を使って、戦術名を
抽出し、整理する

「戦略・戦術
マトリックス」

②「ＫＰＩプール」を使って、
戦術名に対応するＫＰＩ候補
を抽出し、整理する

整理された戦術名 抽出した戦術とＫＰＩ

最適なＩ戦術と最適なＫＰＩ

③最適な戦術と最適な
ＫＰＩを設定する

（３）「戦略展開フロー」を使って、戦術とＫＰＩと業務機能の関係を整理する

「業務機能
プール」

③最適な戦術と最適なＫＰＩ
と業務プロセス改革の対象
業務の関係を整理する

中期経営計画で具体化す
る戦術とＫＰＩと業務機能

①「ＫＰＩプール」を使って、
戦術名から、関連する業
務機能候補を抽出する

②業務プロセス改
革の改善対象業務
を設定する

抽出した業務機能候補

業務プロセス改革
の対象業務

作業内容（大項目）

作業内容（小項目）

作業の結果のアウトプット

図の表示の説明
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る』に示す通り、「戦略展開フロー」の「戦略・戦術マトリックス」を使って、戦術名を抽

出し、さらに、「ＫＰＩプール」を使って、その戦術名に対応するＫＰＩ候補を抽出し、整

理した。この結果、抽出し整理した戦術名とＫＰＩ候補をコンサルタントと経営幹部が討

議し、最適な戦術と最適なＫＰＩを設定する作業を行った。この一連の作業において、同

社のプロジェクト関係者とコンサルタントが、スケジュール調整して、一緒に討議を行っ

たのは、図表４－２５の『（２）「戦略展開フロー」を使って、最適な戦術と最適なＫＰＩ

を設定する』作業の中の「③最適な戦術と最適なＫＰＩを設定する」作業のみである。 

③業務プロセス改革対象業務を設定するにあたって、図表４－２５の『（３）「戦略展開フ

ロー」を使って、戦術とＫＰＩと業務機能の関係を整理する』に示す通り、まず、「ＫＰＩ

プール」を使って、戦術名から、関連する業務機能候補を抽出した。この結果、その業務

機能候補をもとにして、コンサルタントと経営幹部が討議し、業務プロセス改革の改善対

象業務を設定した。これらの作業により、最適な戦術と最適なＫＰＩと業務プロセス改革

の対象業務の関係を整理することが出来た。 

以下に、その「業務改革検討ガイド」を作成するプログラムの作業内容について、具体

的な取り組み内容を示す。 

 

４．７．２ 取り組み内容 

 

図表４－２５に模式図で示した、「業務改革検討ガイド」を作成するプログラムの作業内

容は以下のとおりである。 

 

（１）既存の資料から戦術とＫＰＩを抽出する 

過去の経営会議資料から戦略や戦術名を抽出し、既存の管理帳表からＫＰＩを抽出する

作業を行った。 

今回のプロジェクトでは、短期間で経営幹部が納得できる「業務改革検討ガイド」を作

成する必要がある。そこで、戦略や戦術の抽出においては、過去 2 年間に実施した重点実

施項目を抽出した。具体的には、経営者が販売会議や生産会議や開発会議で述べた言葉や

方針並びに指示事項などを抽出して整理した。この作業はスタッフでできるだけでなく、

経営幹部との打ち合わせ等も不要なので、スケジュール調整などの手間が不要である。 

図表４－２６に、過去２年間の取り組みから整理した戦術名と、管理帳表を整理して抽

出したＫＰＩを整理し、マトリックスでその関係を網掛けして示す。図表４－２６はその

一部を抜粋して示したものである。 
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図表４－２６ 既存の管理帳表から抽出し、整理した戦術とＫＰＩの関係（抜粋） 

 

 

（２）「戦略展開フロー」を使って、最適な戦術と最適なＫＰＩを設定する 

「戦略展開フロー」の「戦略・戦術マトリックス」を使って、戦術名を抽出し、さらに、

「ＫＰＩプール」を使って、その戦術名に対応するＫＰＩ候補を抽出し、整理した。 

図表４－２７では、「ＫＰＩプール」から抽出された戦術候補と、同じく「ＫＰＩプール」

から抽出したＫＰＩ候補を示す。抽出した戦術候補は８３であり、ＫＰＩ候補は６７８で

あった。このうち、既存帳票からの戦術候補は３２であり、新規の戦術候補は５１である。

抽出し整理した戦術名とＫＰＩ候補をコンサルタントと経営幹部が討議し、最適な戦術と

最適なＫＰＩを設定する作業を行った。 

特に同社の次期中計での課題とした新製品開発やブランドについて、具体的な戦術候補

とＫＰＩ候補を用いて議論することが出来た。討議の結果、設定した戦術は１９で、ＫＰ

Ｉは１６９個であり、その戦術とＫＰＩの関係をひもづけた。図表４－２７はその一部を
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抜粋して示したものである。 

 

図表４－２７ 「戦略展開フロー」による戦術候補とＫＰＩ候補の整理（抜粋） 
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（３）戦略展開フロー」を使って、戦術とＫＰＩと業務機能の関係を整理する 

「ＫＰＩプール」を使って、戦術名から、関連する業務機能候補を抽出した。次に、そ

の業務機能候補をもとにして、コンサルタントと経営幹部が討議し、業務プロセス改革の

改善対象業務を設定した。討議においては、「戦略展開フロー」では、戦術に対するＫＰＩ

候補と業務プロセス改革対象業務を同時に抽出することができるので、双方を同時に確認

しながら、討議することが出来た。具体的には、最適なＫＰＩに対して、業務プロセス改

革対象業務の管理、統制水準を同時に論じることが出来、短時間で最適なＫＰＩと業務プ

ロセス改革対象業務を設定することが出来た。 

成果として、新たに提示できた戦術と最適なＫＰＩと業務プロセス改革対象業務の関係

を図表４－２８に一部を抜粋して示す。 

 

図表４－２８ 戦術、ＫＰＩと業務プロセス改革対象業務（抜粋） 

 

 

 

同社は、次期中期経営計画作成の為の指針である「業務改革検討ガイド」を作成するに

あたって、本論文の成果である「戦略展開フロー」を活用することによって、２か月間で

まとめることが出来た。具体的には、経営者や経営幹部の考えている戦略の方向性を確認

し、その戦略を具体化した戦術に展開して、その戦術を実現する為のＫＰＩと業務プロセ

ス課題を明確にすることが出来た。 
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販売管理 情報管理 販売情報分析
開発・設計 製品開発 製品開発計画立案
開発・設計 製品開発 製品開発計画立案
販売管理 情報管理 販売情報分析
開発・設計 設計工数管理 設計工数管理
開発・設計 設計工数管理 設計工数管理
開発・設計 設計工数管理 設計工数管理
財務会計 債権管理 督促管理
財務会計 債権管理 売掛金(債権)残高の管理
販売管理 情報管理 販売情報分析
製造 品質管理 製品検査
製造 品質管理 製品検査
製造 品質管理 製品検査
製造 品質管理 製品検査
製造 情報管理 生産情報
製造 情報管理 生産情報

製造 情報管理 生産情報

販売管理 販売契約管理 引合(販売)
管理会計 予算策定 全社方針
製造 情報管理 生産情報

対応する業務

省略
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４．８ 小括 

 

業務プロセス改革には、業務全体を可視化するための理論と手法が必要になる。とくに、

現状の業務を如何に効率的に把握できるか、また、その業務をどのように可視化すること

ができるかが重要である。 

そこで、第２章では、業務機能に着目し、業務を業務機能の側面から可視化することを

実現する手法である「業務機能プール」を考案した。さらに、業務プロセスに注目し、業

務をプロセスの側面から可視化するという課題に取り組んだ。すなわち、「業務機能プール」

の結果を業務フローで表現し、業務を機能とプロセスの両面から同時に可視化する手法

「Stream+」を考案した。 

一方、業務プロセス改革プロジェクトにおいて、改善された業務の成果を計測するため

には、ＫＰＩが有効なツールである。そこで、第３章では、ＫＰＩに注目し、最適なＫＰ

Ｉを設定する新手法を考案した。すなわち、多くの業務プロセス改革事例からＫＰＩを収

集整理し、必要なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプール」を考案した。 

本章では、第２章及び第３章の考察をベースに、次の３つの課題を設定して考察を進め

た。 

課題１．業務プロセス改革プロジェクトで抽出されたＫＰＩは、業務で安定してそのＫＰ

Ｉデータを生成することができるか 

課題２．業務プロセス改革プロジェクトにおいて設定した改革対象業務は、改革の実行に

おいて優先度が高いと判断できるか 

課題３．業務改革プロジェクトにおいて、最適なＫＰＩとそのＫＰＩに対する対象業務機

能を同時に検討することができるか 

すなわち、今までに考案した「業務機能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使うと、

当該企業で明示された経営戦略に対して、①それを具体的な実行計画に変換すること、す

なわち戦術を従来よりも網羅的かつ迅速に整理でき、②戦術と関連する改革対象の業務機

能候補とＫＰＩ候補が同時にかつ的確に抽出できるという仮説を設定して考察を進めた。 

そして、３つの課題を解決する新手法である「戦略展開フロー」を考案した。具体的に

は、「業務機能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使って、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」

のセットを抽出し、業務プロセス改革対象の業務機能候補とＫＰＩ候補をひもづけて表示

する方法として「戦略展開フロー」を考案した。 

「戦略展開フロー」では、これら３つの課題を検討し、戦略、戦術とＫＰＩ並びに改革

対象の業務機能を関連づける方法として、ＫＰＩと業務機能を関連づける為に、ＫＰＩと

業務機能を直接関連づけるのではなく、まず、戦術とＫＰＩを関連づけて、次に戦術と業

務機能を関連づける方法を考案した。そこで、戦術からＫＰＩ候補を抽出するために、「Ｋ

ＰＩプール」を改修した。また、戦術と「業務機能プール」の各業務を関連づけるために、

文字検索の対象となるカラムが設定できるように「業務機能プール」を改修した。また、「Ｋ
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ＰＩプール」において、戦略／戦術を同一のカラムに記述していた記述方法を改め、戦略

と戦術を分離して記述するように「ＫＰＩプール」を改修した。これによって、戦略と戦

術を相互に対照して関連づける「戦略・戦術マトリックス」を考案した。 

すなわち、課題１と課題２に対しては、まず、「戦略・戦術マトリックス」を用いて、戦

略から戦術を抽出する。次に、具体的に抽出し設定された戦術名を「検索キー」にして、

戦術から Excel の検索機能を使って、ＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出する方法を

考案した。課題３に対しては、ＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出することによって、

「戦術・ＫＰＩ・業務機能」をセットとして整理する事が可能になり、最適なＫＰＩとそ

のＫＰＩに対する対象業務機能を同時に検討することが出来た。 

この方法を実際に地方銀行と中堅のシステム開発会社の業務プロセス改革推進メンバー

などを対象とした業務プロセス改革研修に適用し、研修受講者のほとんどにおいて、「戦略

展開フロー」を活用すれば自信をもって業務プロセス改革が推進できるようになるという

認識をしたことがアンケート調査により確認できた。さらに中堅の機械製造業で、中期経

営計画策定における「業務改革検討ガイド」を作成する取り組みに「戦略展開フロー」を

適用した結果、戦術の抽出と整理、ＫＰＩの設定並びに対象業務機能の抽出が効率的かつ

効果的にできることがわかった。 
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第５章 結論 

 

これまでの議論を総括したうえで、本論文の貢献と限界を示し、今後の業務プロセス改

革の展開を展望する。 

 

５．１ 本論文の発見事実と貢献の要約 

 

第１章では、日本の製造業の置かれている状況、すなわち、製造業の海外事業展開によ

り、製造だけでなく、生産管理や調達などの管理業務も海外移管が進んでいることや、国

内においては生産数量が増えない中で、業務プロセス改革が必要になっていることなどを

ふまえて、国内と海外の業務プロセス連携による業務プロセス改革が必要になっているこ

とを指摘した。業務プロセス改革では、業務レベル、管理レベル、戦略レベルの視点から

の取り組みが必要になっている。その最も基本である業務の可視化の手法の開発をはじめ

として、それぞれ、業務レベル、管理レベル、戦略レベルにおける業務プロセス改革の為

の新手法の開発の概要を示し、実戦での考察を経て結論に至る筋道を示した。 

第２章では、考案した加工組立型製造業の業務機能調査表（雛形）をベースにして、そ

の業務機能調査表に自己チェックで業務を可視化するチェック項目を追記し、業務の現状

を可視化する手法である「業務機能プール」を考案した。さらに、「業務機能プール」で可

視化された情報を、業務フローで表現する手法である「Stream+」を考案し、実際に製造業

の業務プロセス改革プロジェクトに適用して「Stream+」の効果を考察した。「Stream+」を

使った業務抽出支援法は、実際に業務プロセス改革プロジェクトで適用した結果、業務の

可視化と業務課題の抽出に役立つことがわかった。また、日本企業の海外生産拠点におけ

る新業務設計並びに業務システムの開発・導入プロジェクトで、効率的且つ効果的に活用

できることを実践で確認した。 

第３章では、多くの業務プロセス改革事例からＫＰＩを収集整理し、ＫＰＩの設定を支

援するツール「ＫＰＩプール」を開発し、実際に製造業の業務プロセス改革プロジェクト

に適用して「ＫＰＩプール」の効果を考察した。「ＫＰＩプール」を使ったＫＰＩ抽出支援

法はプロジェクトメンバーの思考する力（知識や知恵など）を支援し、最適なＫＰＩの設

定に有効であると考えられ、実際に業務プロセス改革プロジェクトで適用した結果、経営

管理の改善に役立つＫＰＩを抽出できることがわかった。 

第４章では、今までに考案した「業務機能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使うと、

当該企業で明示された経営戦略に対して、①それを具体的な実行計画に変換すること、す

なわち戦術を従来よりも網羅的かつ迅速に整理でき、②戦術と関連する業務プロセス改革

対象の業務機能候補とＫＰＩ候補が同時にかつ的確に抽出できると考えた。そして、具体

的に、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットを抽出し、業務プロセス改革対象の業務機能候
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補とＫＰＩ候補をひもづける方法として「戦略展開フロー」を考案した。さらに、この方

法を実際にコンサルタントや企業における業務プロセス改革推進メンバーなどを対象とし

た業務プロセス改革研修に適用し、その効果を確認した。すなわち、研修受講者のほとん

どにおいて「戦略展開フロー」を活用すれば自信をもって業務プロセス改革が推進できる

ようになるという認識をしたことがアンケート調査により確認できた。さらに、実務で中

堅の機械製造業に「戦略展開フロー」を適用して、経営計画策定において、戦術の抽出、

ＫＰＩの設定および業務プロセス改革の対象業務の特定に役立つことがわかった。 

 

５．２ 今後の展望 

 

最後に、今後の研究課題を、業務プロセス改革を効率的且つ効果的に推進する為の手法

に関する課題と、業務プロセス改革プロジェクト以外の分野への適用に関する課題に分け

て提示して、本論文を締めくくりたい。 

 

５．２．１ 業務プロセス改革を効率的且つ効果的に推進する為の手法に関する課題 

 

（１）考案した「業務機能プール」の拡張と加工組立型製造業以外の業種への拡大 

現在の「業務機能プール」は、自動車部品製造業を代表とする加工組立型製造業を対象

にして、レベル３で４３７の標準業務機能を整理した「業務機能プール」をもとにして開

発されている。現在の「業務機能プール」は、加工組立型製造業において、実際の業務と

の適合性が高いことが確認されているが、その他の業種の製造業における適用実績はまだ

少ない。また、流通サービス業における適用は一社にとどまっている。そこで、他の業種

における「業務機能プール」を作成することによって、「戦略展開フロー」の活用の場が広

がり、より効率的に業務プロセス改革プロジェクトが推進されることが期待できる。 

 

（２）考案した「ＫＰＩプール」の拡張と今後の研究について 

現在の「ＫＰＩプール」は、膨大にあると思われるＫＰＩの数に対して、収集整理でき

ているのは、１，６９７である。今後、「ＫＰＩプール」におけるＫＰＩ数をさらに増やし

ていくことによって、変化する企業環境に対応したＫＰＩが抽出され、最適なＫＰＩの設

定ができると考えられる。 

また、「ＫＰＩプール」は業種を特定せずに収集整理したが、「業務機能プール」を様々

な業種に適合できるように整理することで、それぞれの業種における業務機能とＫＰＩを

関連づけて整理することができると考えられる。その結果、業種ごとの戦略、戦術とＫＰ

Ｉ並びに業務機能を整理して提示できることによって、経営管理における新たな視点が発

見できる可能性がある。 
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（３）対象とする機能分野の拡大 

 現在の「業務機能プール」は製造業の基幹業務の一部である販売管理、調達管理、製造、

在庫管理、物流管理、原価計算、財務会計、管理会計、開発・設計、サービスについて、

その業務機能を整理している。実際に、「業務機能プール」並びに「Stream+」の適用事例

が増えるにつれて、コンサルティングの実務で、人事管理並びに営業に関する機能の追加

の要求が多い。人事管理は、経営を行うにあたってその基本になる人に関する機能である。

また、営業は既存の事業の拡大に必要な機能である。今後は人事管理や営業などへ対象機

能を拡大させることによって、より広範囲に業務プロセス改革における改善への取り組み

や経営管理の可視化が可能になると考えられる。 

 

（４）ＩＳＰプロジェクトにおける新業務設計への適用 

業務を業務機能と業務プロセスの両面から把握するとともに、業務プロセス改革活動に

おいて、業務機能と業務プロセスの両面から現状業務の分析と新業務の設計を可能にする

「Stream+」を考案し、自動車部品製造業のＩＳＰプロジェクトに適用し、実際に機能とプ

ロセスの両面から新業務を効率的且つ効果的に設計し導入できることがわかった。 

今後は、本論文で考案した「戦略展開フロー」をＩＳＰプロジェクトに適用することに

よって、次のような効果が見込める可能性がある。①新業務の設計だけではなく、戦略や

戦術とひもづいた業務プロセス改革の一環として、ＩＳＰプロジェクトを推進できる可能

性がある。②新業務設計と同時に、その戦略や戦術にひもづいたＫＰＩを関連づけて設計

することができる可能性がある。③そのＫＰＩを生成する業務を特定することによって、

必要なＫＰＩを確実に生成できることを新業務の設計段階で検証できる可能性がある。 

 

（５）新人や中堅社員の能力向上のための教育研修の開発 

本論文の成果である「戦略展開フロー」を用いて、業務プロセス改革研修を行った。研

修におけるアンケート調査で、「戦略展開フロー」による研修が従来法に比較して高い評価

を獲得した。さらに、差分では、従来法と比較して、「戦略展開フロー」を用いた場合には、

新人、中堅、ベテランの順に高い評価を獲得した。このことにより、「戦略展開フロー」は

特に新人や中堅に対してその効果が大きく、今後は業務改革プロジェクトのみでなく、人

材育成のための研修にも適用できる可能性があるといえる。 

そこで、「戦略展開フロー」を使った教育研修プログラムを開発し、新人並びに中堅のビ

ジネスコンサルタントの育成に適用することによって、研修参加者が企業の現場でより活

躍することを支援できる可能性がある。また、企業の業務プロセス改革プロジェクトメン

バーにも同様の教育研修を行うことによって、研修参加者が戦略から戦術へ、さらにＫＰ

Ｉの設定およびそのＫＰＩを生成する業務機能の抽出ができる人材育成に役立つ可能性が

ある。 

業務プロセス改革を推進するビジネスコンサルタントと、企業のプロジェクトメンバー
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が協同で行う業務プロセス改革プロジェクトの場合には、本論文の成果を双方のメンバー

の能力向上に役立てることによって、業務プロセス改革プロジェクトがより効率的且つ効

果的に推進されると思われる。 

 

５．２．２ 業務プロセス改革プロジェクト以外の分野への適用に関する課題 

 

（１）海外事業会社の業務監査並びに経営管理のモニタリングへの活用 

日本の製造業は、今後、特にアジアを中心に生産拠点の海外移管が進むと思われる。そ

こでは、日本国内を経由しないビジネスが増えて、日本本社で把握できない取引が増加し、

グループ内取引における国をまたがる部品や製品が増えていることにより、業務管理がま

すます複雑になっている。一方では、拠点別に基幹業務を遂行する情報システムが、それ

ぞれ個別に作られたことにより、各国でマスター情報の定義の違いによる拠点間の仕組み

の不整合が存在し、問題解決への取り組みが困難になっている。さらに、海外生産拠点に

おいては、日本国内と異なり、高い離職率によって、十分なオペレーション教育が間に合

わず、基本的な受け払い処理さえできていない現状がある。現地での生産量が増えること

で、海外生産拠点のオペレーションの劣化問題が顕在化し、国内・海外連携での“業務品

質”の向上が急務になっている。 

そこで、「Stream+」を使って、業務統一と統一後の「新業務の維持・管理」および「組

織変更や業務プロセスの変さらに応じた業務マニュアル等の管理」を効率的且つ効果的に

行う手法の開発が期待できる。 

 

（２） 経営計画策定への適用 

本論文では、中堅の機械製造業を対象にして、中期経営計画作成にあたり、「戦略展開フ

ロー」を活用して、短期間で「戦略・戦術・ＫＰＩ・対象業務機能」のセットをつくる事

例について考察した。具体的には、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」の前後関係を段階的に検討

するのではなく、具体的な戦術に対して、ＫＰＩ候補と業務機能候補を同時に抽出するこ

とによって、最適なＫＰＩの設定と、必要な業務機能の設定を同時並行で議論し、その効

果を確認した。 

本論文の成果を経営計画の策定に適用することによって、経営計画策定作業を効果的且

つ効率的に遂行できる可能性がある。 

 

（３）ＡＢＬにおける最適なＫＰＩの設定への適用 

業務機能と業務プロセスの両面から現状業務を分析し、さらに新業務の設計を可能にす

る「Stream+」を地方銀行の取引先企業に適用し、資金の貸し手である銀行と資金の借り手

である企業の双方において、業務の可視化による現状把握と課題抽出が効率的に行われ、

銀行による経営改善支援と企業における業務プロセス改革の推進に役立つことがわかった。 
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一方、業務プロセス改革プロジェクトにおいて、改善された業務の成果を計測するため

には、ＫＰＩが有効なツールであり、最適なＫＰＩの設定を支援するツール「ＫＰＩプー

ル」を考案した。この「ＫＰＩプール」を活用することで、経営管理の改善に役立つＫＰ

Ｉを的確に効率よく抽出できることがわかった。 

さらに、今までに考案した「業務機能プール」と「ＫＰＩプール」を同時に使うと、当

該企業で明示された経営戦略に対して、「戦術・ＫＰＩ・業務機能」のセットを抽出し、改

革対象の業務機能候補とＫＰＩ候補をひもづける方法として「戦略展開フロー」を考案し

た。 

そこで、本論文の成果を銀行業界における取引先の資金調達手段の一つであるＡＢＬ

（Asset-Based Lending：動産・売掛金担保融資）の分野に適用することが考えられる。背

景として、銀行業界では不動産価値の低下により貸し出しが低調で、貸し出しの増加の為

には動産担保の活用が必要であり、金融庁もＡＢＬの積極的な活用を推進している22。 

しかし、実際には活性化していない実態がある。動産を担保とする場合はその動産の有

り高情報の信頼性と最適なＫＰＩによるモニタリングが必要であるが、貸し手も借り手も

モニタリングの対象となる経営情報の量と質、すなわち、直接のモニタリングデータであ

る動産データの正確性と信頼性が十分でないことが理由の一つと考えられる。 

そこで、本論文の成果をＡＢＬの分野に適用し、取引先の経営計画を具体化するに当た

り、経営課題に対する戦略に対して、具体的な戦術と最適なＫＰＩを設定し、改善すべき

業務プロセスを特定して、取引先と共有する。それによって、貸出先である銀行と借り手

である取引先の信頼関係が高まることによって、ＡＢＬがより積極的に活用される可能性

が高い。すなわち、最適なＫＰＩを設定するだけでなく、取引先の経営計画の具体化まで

も共有することにより、貸し手である銀行のリスクが低減すれば、貸し出しは増えていく

ものと期待される。 

 

本論文では、業務プロセス改革にスポットライトを当てて、業務レベル、管理レベル、

戦略レベルのそれぞれの視点から、課題解決の為の手法の考案並びに実務での適用による

成果の確認について論じた。すなわち、業務プロセス改革の最も基本となる現状業務の可

視化から、経営管理におけるＫＰＩの設定、さらには戦略展開までを視野に入れた取り組

みである。今後の展望で述べた、業務プロセス改革を効率的且つ効果的に推進するための

手法の開発に関する課題と、業務プロセス改革プロジェクト以外の分野への適用に関する

課題のいずれも、今後の研究の広がりによっては、より大きな議論を展開することが可能

と思われる。 

                                                   
22 2013年 2月 5日付、金融庁による報道発表資料「ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）の積極的

活用について」において、「金融庁では、ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）の積極的な活用を推

進することにより、中小企業等が経営改善・事業再生等を図るための資金や、新たなビジネスに

挑戦するための資金の確保につながるよう、今般、金融検査マニュアルの運用の明確化を行うこ

ととしました」との内容に関する資料が発表された。 
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特に、グローバルに事業展開する企業が直面する複雑な経営管理の側面で、経営者が直

面する経営管理課題対して、効率的で且つ効果的な課題解決の為の取り組み方法を提供す

るというテーマは、今後も興味深い研究対象であり続けるだろう。 
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１．研修の目的 

 

企業における業務プロセス改革の支援は、ビジネスコンサルタントに限らず多くの業種

で必要性が増している。銀行の法人営業部は、企業の審査をして資金を貸し出すだけでな

く、企業の成長を促す手助けをすることで、より潤沢な資金の運用が可能になる。システ

ム開発おいても、顧客企業のシステム化を進める中で業務プロセス改革を同時に行なわな

くては、ビジネスでの成果が得られず顧客満足度は低下する。 

本研修は、業務プロセス改革を担当できる人材を育成するため、従来法による研修プロ

グラムに、新たに開発した「戦略展開フロー」を併用した研修プログラムを考案し、実際

の企業において研修を実施した。 

 

２．研修実施者 

 

平山賢二 （株式会社アットストリーム 会長・ビジネスフェロー ） 

勝眞一郎 （サイバー大学ＩＴ総合学部教授） 

大矢好彦 （株式会社アットストリーム シニアコンサルタント） 

 

３．研修対象企業  

 

研修対象企業は以下の２社である。(計６９名) 

 

３．１ 広島銀行（法人営業部） 

 

①研修実施日：２０１４年５月２４日（土） 

②研修場所：広島銀行本店会議室（〒 730-8588 広島市中区紙屋町 1−3−8） 

③研修対象人数：３１名 

④対象企業の概要： 

株式会社広島銀行は、２０１４年９月３０日時点で、国内本支店１５０店、出張所１８、

海外駐在員事務所２３を有する地方銀行で、預金業務、貸出業務、有価証券売買業務・投

資業務、為替業務などを行っており、資本金５４５億７３百万円、預金６兆２，３８８億

円、貸出金４兆９，４２６億円 である。 

 

３．２ 株式会社アミック 

 

①研修実施日：２０１４年５月３１日（土） 

②研修場所：株式会社アミック本社会議室（〒430-7720 静岡県浜松市中区板屋町 111-2） 
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③研修対象人数：３８名 

④対象企業の概要： 

株式会社アミックは、浜松市に本社を置き、国内外に開発拠点や導入拠点を有するシス

テムインテグレーターである。自社製品のハイブリット型統合生産管理システム「ＡＭＭ

ＩＣシリーズ」を発表し、製造業のオープンシステムでの、提案～開発～導入を行ってい

る。 

 

４．研修の確認方法 

 

業務プロセス改革についてより理解を深めるため、従来からある手法「枠組み法」と今

回開発した「戦略展開フロー」の２手法について並行して行う研修プログラムを開発した。

研修成果を研修受講者アンケート（７段階評価）により確認した。 

 

５．研修プログラム 

 

５．１ 時間配分 

 

日常業務で多忙な人材の研修に多くの時間は割けず、短時間で網羅的な研修内容にする

必要がある。そこで、実質５時間程度で理解できることを目指し、以下のようなスケジュ

ールとした。 

 

 

５．２ 研修プログラム 

 

研修プログラムは、研修受講者がより理解を深めるために、最初に従来法による研修を

行い、そのあとで「戦略展開フロー」を使って行った。その後、研修に対する研修受講者

◆オリエンテーション
9:00 - 9:45     本日の進め方の説明およびケース（X社）の説明

◆ケースAを用いた研修
9:45 – 10:30     研修#1 従来法による戦略の展開

10:30 – 11:00     研修#2 「戦略展開フロー」による戦術への展開

◆ケースBを用いた研修
11:00 – 12:30     研修#3 従来法による戦術からKPI、業務機能への展開

== お昼休憩 ==

13:00 – 13:30     研修#4 「KPIプール」による戦術からKPIへの展開
13:30 – 14:00     研修#5 「業務機能プール」による戦術から業務機能への展開
14:00 – 15:00     研修#6 「戦略展開フロー」による戦術からKPI、業務機能への展開
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の評価を確認するために、アンケート調査を実施した。 

アンケートでの確認は以下の二つの質問でおこなった。 

①理解できたか 

②自信が持てたか 

の２つである。 

つまり、従来法と「戦略展開フロー」を比較しながら、①理解できたか②自信が持てた

かの両面から研修受講者の評価を確認できるようにアンケートを設計にした。 

 

（１）研修開発の目的の説明 

 研修受講者に、業務プロセス改革プロジェクトの推進において、課題や課題解決の糸口

が、研修プログラムの背景にあることを理解してもらうため、図表１で、本研修の背景や

目的を説明した。 

 

図表１ 研修の狙い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



133 

 

（２）研修の目的と「戦略展開フロー」活用の狙いの説明 

 研修の開始にあたって、研修に使う「戦略展開フロー」の活用の狙いについて、図表２

に示す資料で説明した。 

 

図表２ 研修の目的と「戦略展開フロー」活用の狙い 

 

 

研修の目的は、戦略から戦術を展開し、その戦術を遂行するに当たり最適なＫＰＩを設

定すること、並びに関連する業務機能候補を抽出して必要な業務機能を設定する事である。

また、「戦略展開フロー」法を使う狙いは、「戦略展開フロー」が特に経験の浅い人の育成

に効果があると想定されるからである。 

 研修プログラムの狙いは、経営者の曖昧な言葉に対して＜戦略－戦術－ＫＰＩ－業務＞

のセットを作成する能力をつけることであること。さらに、従来法では個人の能力以上に

は解決策を提示できないという課題に対して、「戦略展開フロー」（戦略/戦術プール、ＫＰ

Ｉプール、業務機能テンプレート）を使う事によって、質と量の両面で提案能力が向上す

ること。この２点を説明した。 

 こうした、研修の導入の段階で研修の意図をはっきりと研修受講者に伝えておくことで、

取り組みに対するモチベーションが向上し、研修の成果は上がると考えた。 

更に、今回新たに紹介する「戦略展開フロー」について、全体の流れと、研修で行う作

業の位置づけを図表３に示す資料で説明した。こうした流れを説明することで、研修受講

者は全体のどの部分をやっていて、それは何のためかということを確認することが出来る。 
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図表３ 「戦略展開フロー」による戦略展開の流れ 

 

 

（３）ケース対象企業の説明 

 ケーススタディの題材となるＸ社の概要を図表４に示す資料で説明した。研修受講者は、

今回のケース企業の背景を理解することが出来る。限定された情報であるので、業務経験

の中から不足の情報を補うことになる。実際の企業を担当する場合でも、情報は完全でな

く、研修受講者の経験や知識が重要である。 

 

図表４ Ｘ社の概要 
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 更に、Ｘ社の業務機能関連図として、一般的な製造業の業務機能を図表５で説明した。

対象企業の業務機能を説明することで、対象企業ではどのような業務が行われているのか

を知ることが出来る。 

 

図表５ 対象会社の業務機能関連図（除く：人事総務他） 
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次に、図表６で、今回研修で利用する業務の階層別記述に関する理解を深めるために、

対象企業の一部業務である「販売管理」業務を階層化して、レベル１、レベル２の機能の

詳細を説明した。 

図表６ 対象会社の階層化された業務機能（一部抜粋） 

 

 

（４）ケースＡの説明 

従来法での戦略展開の実習を行なうために、経営戦略に関する思いを曖昧な表現で伝え

る経営者のパターンとして図表７でケースＡの説明をし、作業を進めた。 

 

図表７ ケースＡの説明 

 

 

 

次に、研修の最初の課題として、従来法を使って、戦術とＫＰＩを記入用紙に列挙する

研修を行った。制限時間は２０分。その後に理解と自信について自己評価を７段階で実施
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した。 

 

図表８ 従来法による戦略の展開 

 

 

 

業務機能一覧を図表９に示す。 

ＫＰＩの例示を図表１０に示す。 
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図表９ 業務機能一覧表 

 

 

 

図表１０ ＫＰＩの例示 
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（５）従来法の説明 

従来法の説明として、ＫＰＩを導くために図表１１に示される「４×３マトリクス法」

を紹介し、説明した。「４×３マトリクス法」は、横軸にコスト、品質、時間を、縦軸に財

務の視点、顧客の視点、プロセスの視点、人・組織の視点をとり、それらの交差する格子

の枠の中にＫＰＩを入れていく思考法である。 

 

図表１１ 「４×３マトリクス法」（ＫＰＩ抽出のための思考法） 

 

 

 

 図表１２に例示した記入表＃１を研修受講者に配布し、制限時間内(２０分)で記入用紙

に列挙する研修を行った。今回は、「ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）」というテ

ーマでの展開であるため、作成例として異なる業務である「新製品開発」を取り上げ、記

入要領について研修受講者に伝えた。 

 

 以上で研修＃１が終了し、自己評価によるアンケートが終了した後、研修＃２を行った。 

 

（６）従来法の説明 

曖昧な表現である戦略から具体的な戦術を展開するにあたって、「戦略展開フロー」を活

用する方法を説明し、「戦略展開フロー」を構成する「戦略・戦術マトリックス」を用いて、

課題解決に取り組んだ。図表１３にその内容を示す。今回はＳＣＭに関する戦術について

研修した。 
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図表１２ 記入表＃１の作成例 

 

 

 

図表１３ 戦略・戦術マップを用いた戦略の展開 
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 該当する戦術例を選択し、記入用紙にチェックする研修を２０分で行った。さらに自己

評価によるアンケートを記入して研修＃２が終了した。 

  

次に研修＃３では、従来法を使って戦術からＫＰＩと業務機能を抽出する研修を行った。 

 

（７）従来法を使って戦術からＫＰＩと業務機能を抽出する 

対象となる企業は同じであるが、ケースＢの経営者は、戦術展開までのイメージを具体

的に表現できるタイプである。経営者が発したキーワードを正確に把握することが重要で

ある。研修では、具体的な戦術として挙げられた中から、「在庫削減」の戦術に対して、具

体的なＫＰＩ候補の抽出及び業務機能候補を抽出する課題を提示した。図表１４に説明し

た内容を示す。 

 

図表１４ ケースＢの説明 

 

 

 

研修受講者は従来からの枠組み法で在庫削減に関するＫＰＩと対象業務の抽出に取り組

んだ。図表１５に説明した内容を示す。 

在庫削減に関するＫＰＩと業務機能の抽出を終えて、あらかじめ用意されたチェックリ

ストで自分の回答との相違点を確認する。その後、アンケートを実施した。 
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図表１５ 従来法による戦術からＫＰＩ、業務機能への展開 

 

 

 

研修＃４では、「在庫削減」の戦術を、「戦略展開フロー」の構成要素である「ＫＰＩプ

ール」を使って、ＫＰＩ候補を抽出する研修を行った。図表１６に示す資料を使って研修

受講者に「ＫＰＩプール」の説明をし、１，１９４個のＫＰＩから成る「ＫＰＩプール」

からキーワードを使って絞り込むことで、業務に詳しくない担当者でも指標としてのＫＰ

Ｉのリストアップが可能になる 

 

 

 

 

 

 



143 

 

図表１６ 「ＫＰＩプール」による戦術からＫＰＩへの展開 

 

 

（８）従来法を使って戦術からＫＰＩと業務機能への展開 

 研修＃５では、「業務機能プール」を使って、経営戦略に含まれるキーワードから対象業

務候補をリストアップする研修を行った。 

「業務機能プール」からあらかじめ抽出された表を配布し、研修参加者自身がチェック

した回答と比較して、再確認した。図表１７にその内容を示す。 

 

図表１７ 「業務機能プール」の活用による戦術から業務機能の展開 
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（９）「戦略展開フロー」の活用 

 研修のまとめとして、「戦略展開フロー」を使って、戦略から戦術、ＫＰＩ、対象業務機

能を抽出する研修を行った。図表１８に研修内容を示す。 

 

図表１８ 「戦略展開フロー」による戦術からＫＰＩ、業務機能の展開 

 

 

 

 研修＃４と＃５で回答した内容を使って、記入表を埋める研修を行い、アンケートを実

施した。 

 その後、回答記入用紙とプロフィール記入用紙を回収し、後日集計した。 
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６．研修結果 

 

６．１ アンケートの結果 

アンケートは、各質問に対して４を中間値とし、１が全くできなかった、７が精度よく

関連付けられたとする７段階の自己評価方式で測定した。各質問項目と、６９名の回答結

果を図表１９に示す。 

図表１９ アンケートの結果 

 

 

手法
アン

ケート
NO.

質問
NO.

質問 1 2 3 4 5 6 7 平均

1
「戦略-戦術」を関連付けて整理する
ことができましたか？

8 18 17 13 8 4 1 3.16

2
「戦略-戦術」の関連付けにおいて、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

22 20 13 8 3 2 1 2.42

3
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

11 17 17 10 9 5 0 3.06

4
「戦術-KPI」の関連付けにおいて、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

28 15 16 4 5 1 0 2.22

1

戦略・戦術マトリックスは「戦略-戦
術」を関連付けて整理する時に思考
をより広く、より深く理解するのに役
立ちましたか？

1 1 1 7 13 24 22 5.75

3
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

6 12 6 20 15 8 2 3.84

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

0 11 15 15 18 9 1 4.03

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

5 23 14 12 14 0 1 3.16

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

1 12 14 15 18 9 0 3.93

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

9 17 17 10 13 3 0 3.14

3
「KPI－業務機能」を関連付けて整
理することができましたか？

1 3 5 13 24 22 1 4.83

4
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

3 6 13 19 17 10 1 4.09

1
「戦術－業務機能」を関連付けて整
理することができましたか？

1 2 4 12 30 16 4 4.91

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

3 4 10 19 23 9 1 4.25

1
「戦術－KPI－業務機能」を関連付
けて整理することができましたか？

1 2 5 8 25 25 3 5.04

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

4 3 13 13 25 10 1 4.25

3
課題＃６では、課題＃３と比較して
「戦術－KPI－業務機能」を関連付
けて整理することができましたか？

0 2 3 10 22 25 7 5.25

4
課題＃６では、課題＃３と比較して、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

0 3 8 16 21 15 6 4.80

戦略展
開フ
ロー

＃６

比較 ＃６

回答

従来法 ＃３

戦略展
開フ
ロー

＃４

従来法 ＃３

戦略展
開フ
ロー

＃５

従来法 ＃１

戦略展
開フ
ロー

＃２
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６．２ ＳＰＳＳによる相関分析の結果 

 

取得した全アンケートデータについて、関連性を見るためＳＰＳＳによる相関分析を行

った。結果を図表２０に示す。 

 

図表２０ 研修受講者属性とアンケート結果の相関分析 
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６．３ 研修受講者のカテゴリー 

研修受講者の傾向を分析するために、研修受講者のカテゴリー分けを行なった。今回の

研修は業務プロセス改革の推進者育成が目的であり、研修受講者には業務の習熟度と幅広

い業務知識がベースとして必要とされるため、研修受講者の業務経験についての尺度でカ

テゴリーを区切った。  

業務経験の指標として２つを検討した。一つ目は社会人経験年数である。社会人経験を

０-５年、６-１０年、１１-１５年、１６-２０年、２１-２５年、２６-３０年、３１-３５

年、３６年以上の８段階で区切り、それぞれ１から８までの数字で表した。 

二つ目は、経験した業務の個数である。事前に準備した５１の業務機能から経験した業

務機能を選択させ、その数を経験業務個数とした。ＳＰＳＳによる相関分析では、社会人

経験年数と業務機能の個数の間には相関係数が 0.408 で有意確率（両側）が 0.001 で相関

係数は 1％水準で有意であることから、本分析では後者の経験した業務個数をカテゴリーと

して採用した。 

経験業務のカテゴリー分けは、経験した業務個数が０から４までの研修受講者を新人と

し、経験した業務個数が５から９までの研修受講者を中堅、同じく１０以上（最大４１）

をベランとした。 

 

図表２１  研修受講者の３つのカテゴリーの比較 

 
 

６．４ 記述統計分析 

 業務機能経験数によるカテゴリー別に、アンケート結果の平均値と標準偏差を図表２２

に示す。 

 

  

   

 

新人 中堅 ベテラン 全体

業務機能の個数 1.74 6.83 20.95 7.91

研修受講者カテゴリー

新人 中堅 ベテラン 全体
社会人経験 3.39 3.67 4.32 3.7

研修受講者カテゴリー

＃０業務機能の個数

Pearson の相
関係数

.408**

有意確率 (両
側)

.001

N 69

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

＃０社会人
経験



148 

 

図表２２ アンケート結果の記述統計分析 

 

 

 

６．５ 研修プログラムの項目ごとの理解に関するアンケート結果 

 

（１）戦略から戦術への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

アンケート№１の１とアンケート№２の１の比較により、戦略から戦術への展開に関す

る従来法と「戦略展開フロー」の比較を行った。結果を図表２３に示す。 

 

 

 

 

仮説 手法
アン

ケート
NO.

質問
NO.

質問 平均
標準偏
差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

1
「戦略-戦術」を関連付けて整理する
ことができましたか？

2.76 1.36 3.33 1.23 3.84 1.57 3.16 1.46

2
「戦略-戦術」の関連付けにおいて、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

2.05 1.35 2.50 1.00 3.11 1.59 2.42 1.43

3
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

2.76 1.53 3.17 1.11 3.58 1.54 3.06 1.49

4
「戦術-KPI」の関連付けにおいて、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

1.89 1.29 2.42 1.16 2.74 1.33 2.22 1.32

1

戦略・戦術マトリックスは「戦略-戦
術」を関連付けて整理する時に思考
をより広く、より深く理解するのに役
立ちましたか？

5.87 1.19 5.58 1.38 5.63 1.38 5.75 1.26

3
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

3.87 1.77 3.92 1.44 3.74 1.33 3.84 1.59

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

3.76 1.36 4.33 1.30 4.37 1.26 4.03 1.34

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

2.89 1.29 3.50 1.31 3.47 1.47 3.16 1.36

1
「戦術-KPI」を関連付けて整理する
ことができましたか？

3.55 1.33 4.08 1.38 4.58 1.17 3.93 1.35

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

2.84 1.39 3.33 1.50 3.63 1.42 3.14 1.44

3
「KPI－業務機能」を関連付けて整
理することができましたか？

4.95 1.04 5.00 1.04 4.47 1.58 4.83 1.21

4
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

4.18 1.37 4.17 1.34 3.84 1.46 4.09 1.38

1
「戦術－業務機能」を関連付けて整
理することができましたか？

5.11 1.03 5.00 1.13 4.47 1.39 4.91 1.17

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

4.37 1.26 4.08 1.31 4.11 1.45 4.25 1.31

1
「戦術－KPI－業務機能」を関連付
けて整理することができましたか？

5.11 1.16 5.00 1.21 4.95 1.35 5.04 1.21

2
上記に関し、自分が出した結果がよ
くできていると自信を持てています
か？

4.34 1.38 4.17 1.40 4.11 1.45 4.25 1.39

3
課題＃６では、課題＃３と比較して
「戦術－KPI－業務機能」を関連付
けて整理することができましたか？

5.42 0.98 5.25 1.22 4.89 1.37 5.25 1.14

4
課題＃６では、課題＃３と比較して、
自分が出した結果がよくできている
と自信を持てていますか？

5.00 1.14 4.92 1.56 4.32 1.29 4.80 1.28

従来法

中堅 ベテラン 全体

従来法
仮説1：『戦略・戦術マト
リックス』は、戦略を戦
術にブレークダウンしよ
うとする者にとって、従
来実務で用いられてい
る方法と比較して、量と
質の両面で有効である.

新人

仮説2：『KPI・業務機能
抽出システム』は、戦術
からその成果を計測す
るKPIを導こうとする者
にとって、従来実務で
用いられている方法と
比較して、量と質の両
面で有効である.

仮説3：『KPI・業務機能
抽出システム』は、戦術
からその該当業務を導
こうとする者にとって、
従来実務で用いられて
いる方法と比較して、量
と質の両面で有効であ
る.

仮説4：『KPI・業務機能
抽出システム』は、整合
性のある＜戦略・戦術・
KPI・業務＞のセットを
導こうとする者にとっ
て、従来実務で用いら
れている方法と比較し
て、質と質の両面で有
効である.

＃１

＃２

＃４

戦略展
開フ
ロー

＃６

比較 ＃６

＃５

＃３

戦略展
開フ
ロー

従来法 ＃３

戦略展
開フ
ロー

戦略展
開フ
ロー
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図表２３ 戦略から戦術への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

  

 

（２）戦略からＫＰＩへの展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

アンケート№１の３とアンケート№４の１の比較により、戦略からＫＰＩへの展開に関

する従来法と「戦略展開フロー」の比較を行った。結果を図表２４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新人 中堅
ベテラ

ン
全体

1 1
「戦略-戦術」を関連付けて整理
することができましたか？

従来法 2.76 3.33 3.84 3.16

2 1

戦略・戦術マトリックスは「戦略-
戦術」を関連付けて整理する時
に思考をより広く、より深く理解す
るのに役立ちましたか？

戦略展
開フロー

5.87 5.58 5.63 5.75

差分 3.11 2.25 1.79 2.59

アンケー
トNO.

質問
NO.

質問
研修受講者カテゴリー

比較対
象手法

1 2

1 1

Pearson の相関係
数 -.702** .568**

有意確率 (両側)
.000 .000

N
69 69

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

差分

質問ＮＯ．

アンケートＮＯ．
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図表２４ 戦略からＫＰＩへの展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

  

 

（３）ＫＰＩ,戦術から業務機能への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 アンケート№３の３とアンケート№５の１の比較により、ＫＰＩから業務機能候補を抽

出する場合、及び、戦術から業務機能候補を抽出する場合の、従来法と戦略展開フローの 

比較を行った。 

 

図表２５ ＫＰＩ,戦術から業務機能への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

  

新人 中堅
ベテラ
ン

全体

1 3
「戦術-KPI」を関連付けて整理することがで
きましたか？

従来法 2.76 3.17 3.58 3.06

4 1
「戦術-KPI」を関連付けて整理することがで
きましたか？

戦略展開フロー 4.95 5.00 4.47 4.83

差分 2.18 1.83 0.89 1.77

研修受講者カテゴリー
比較対象手法

アン
ケート
NO.

質問
NO.

質問

1 4
3 1

Pearson の相関
係数

-.420** .487**

有意確率 (両
側)

.000 .000

N 69 69

差分

アンケートＮＯ．
質問ＮＯ．

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

新人 中堅
ベテラ

ン
全体

3 3
「KPI－業務機能」を関連付けて整理すること

ができましたか？
従来法 3.55 4.08 4.58 3.93

5 1
「戦術－業務機能」を関連付けて整理すること

ができましたか？
戦略展開

フロー
5.11 5.00 4.47 4.91

差分 1.55 0.92 (0.11) 0.99

研修受講者カテゴリー
アンケー

トNO.
質問
NO.

質問
比較対象

手法

3 5
3 1

Pearson の
相関係数 -.698** .562**

有意確率
(両側)

.000 .000

N 69 69

差分

アンケートＮＯ．
質問ＮＯ．

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。
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（４）ＫＰＩ,戦術から業務機能への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 アンケート№３の１とアンケート№３の３から従来法の平均値を算出し、アンケート№

６の１の比較により、戦術・ＫＰＩ・業務機能セットの作成手法に関する従来法と戦略展

開フローの比較を行った。 

 結果は、図表２６に示す通りである。 

 

図表２６ 戦術・ＫＰＩ・業務機能セットの作成手法に関する従来法と戦略展開フローの

比較 

 
６．６ 研修プログラムの項目ごとの自信を持てたかに関するアンケート結果 

 

研修受講者に成果に関する自信が持てたかについてアンケートを行なった。研修終了後

に相談相手である経営者に対して、自信を持って戦略からの展開を提案できるかを問いか

けたものである。 

 

（１）戦略から戦術への展開に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 アンケート№１の２とアンケート№２の３の比較により、従来法と戦略展開フローの利

用においてどちらが自信を持ってリストを作成できたのかの分析を行なった。 

 

 

 

 

 

 

新人 中堅 ベテラン 全体

3 1
「戦術-KPI」を関連付けて整理することができま
したか？

3.76 4.33 4.37 4.03

3 3
「KPI－業務機能」を関連付けて整理することが

できましたか？
3.55 4.08 4.58 3.93

従来法 3.66 4.21 4.47 3.98

6 1
「戦術－KPI－業務機能」を関連付けて整理す
ることができましたか？ 戦略展開フロー 5.11 5.00 4.95 5.04

1.45 0.79 0.47 1.07

従来法の平均値【3-1と3-3の平均）

「戦略展開フロー」と従来法の平均値との差分

従来法

アン
ケート
NO.

質問
NO.

質問 比較対象手法
研修受講者カテゴリー

新人 中堅 ベテラン 全体

6 3

課題＃６では、課題＃３と比較して「戦術－
KPI－業務機能」を関連付けて整理すること
ができましたか？

従来法と戦略
展開フローの
比較

5.42 5.25 4.89 5.25

質問 比較対象手法
アン

ケート
NO.

研修受講者カテゴリー質問
NO.
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図表２７ 戦術-戦術の関連付けに関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

  

 

（２）戦術とＫＰＩの関連付けに関する従来法と戦略展開フローの比較 

 アンケート№３の２とアンケート№４の２の比較により、従来法と戦略展開フローの利

用においてどちらが自信を持ってリストを作成できたのかの分析を行なった。 

 

図表２８ 戦術とＫＰＩの関連付けに関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

新人 中堅
ベテラ
ン

全体

1 2
「戦略-戦術」の関連付けにおい
て、自分が出した結果がよくでき
ていると自信を持てていますか？

従来法 2.05 2.50 3.11 2.42

2 3
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持てて
いますか？

戦略展
開フロー

3.87 3.92 3.74 3.84

差分 1.82 1.42 0.63 1.42

研修受講者カテゴリーアン
ケート
NO.

質問
NO.

質問
比較対
象手法

1 2

2 3

Pearson の相関
係数 -.551** .660**

有意確率 (両側)
.000 .000

N
69 69

差分

アンケートＮＯ．

質問ＮＯ．

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

新人 中堅
ベテラ

ン
全体

3 2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持てて
いますか？

従来法 2.89 3.50 3.47 3.16

4 2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持てて
いますか？

戦略展
開フロー

2.84 3.33 3.63 3.14

差分 (0.05) (0.17) 0.16 (0.02)

アンケー
トNO.

質問
NO.

質問
比較対
象手法

研修受講者カテゴリー
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（３）ＫＰＩと業務機能抽出に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 アンケート№３の４とアンケート№５の２の比較により、従来法と戦略展開フローの利

用においてどちらが自信を持ってリストを作成できたのかの分析を行なった。 

 

図表２９ ＫＰＩと業務機能抽出に関する従来法と戦略展開フローの比較 

 

 

   

 

 

以上 

 

3 4

2 2

Pearson の相関係
数 -.529** .551**

有意確率 (両側)
.000 .000

N
69 69

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

質問ＮＯ．

差分

アンケートＮＯ．

新人 中堅
ベテラ
ン

全体

3 4
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持てて
いますか？

従来法 4.18 4.17 3.84 4.09

5 2
上記に関し、自分が出した結果
がよくできていると自信を持てて
いますか？

戦略展
開フロー

4.37 4.08 4.11 4.25

差分 0.19 (0.09) 0.27 0.16

質問
NO.

質問
比較対
象手法

研修受講者カテゴリーアン
ケート
NO.

3 5

4 2

Pearson の相関
係数 -.584** .455**

有意確率 (両側)
.000 .000

N
69 69

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。

質問ＮＯ．

差分

アンケートＮＯ．


